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注記：令和 5 年 7 月に東京都で行われた組織改正により、福祉保健局は福祉局、指導監査部指導第三課は指

導監査部指導第一課、高齢社会対策部は高齢者施策推進部に再編されました。本テキスト中に以前の名称で

表記している資料がある場合があります。申し訳ございませんが、新名称に読み替えてご利用ください。 

 
１ 指導・監査の実施について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

２ 指定介護療養型医療施設に係る留意事項について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

指定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する基準 

第１ 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

第２ 人員に関する基準 

１ 人員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０

２ 人員基準に係る経過措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９ 

 

第３ 設備に関する基準 

１ 設備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

２ 設備基準に係る経過措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４ 

 

第４ 運営に関する基準 

１ 管理者について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７５ 

２ 計画担当介護支援専門員の責務等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７６ 

３ 運営規程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

４ 勤務体制の確保等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３ 

５ 業務継続計画の策定等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９１ 

６ 入退院・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９２ 

７ 内容及び手続の説明及び同意・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９３ 

８ 提供拒否の禁止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５ 

９ サービス提供困難時の対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５ 
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10 受給資格等の確認・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５ 

11 要介護認定の申請に係る援助・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９６ 

12 サービスの提供の記録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９７ 

13 利用料等の受領・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９７ 

14 保険給付の請求のための証明書の交付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２０ 

15 指定介護療養施設サービスの取扱方針（身体的拘束等）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２０ 

16 診療の方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７ 

17 機能訓練・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２７ 

18 栄養管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２８ 

19 口腔衛生の管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３５ 

20 看護及び医学的管理の下における介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３９ 

21 食事・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４０ 

22 その他のサービスの提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２ 

23 入院患者に関する区市町村への通知・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２ 

24 定員の遵守・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４２ 

25 衛生管理等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４３ 

26 協力歯科医療機関・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４６ 

27 掲示・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４６ 

28 秘密保持等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４７ 

29 居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４８ 

30 苦情処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４８ 

31 地域との連携等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４９ 

32 事故発生の防止及び発生時の対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４９ 

33 虐待の防止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５６ 

34 非常災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５９

35 会計の区分・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６０ 

36 記録の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６１ 

37 電磁的記録等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６１ 

 

第５ ユニット型指定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する基準 

１ 趣旨及び基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６８ 

２ 設備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６９ 

３ 設備基準に係る経過措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７３ 

４ 運営規程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７３ 

５ 勤務体制の確保等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７４ 

６ 指定介護療養施設サービスの取扱方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７６ 

７ 看護及び医学的管理の下における介護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７７ 

８ 食事・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８ 

９ その他のサービスの提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７８ 

10 定員の遵守・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７９ 

11 準用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７９ 

 

第６ 算定に関する基準 

１ 算定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８０ 

２ 介護療養施設サービス費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８１ 

３ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合の減算等・・・・・・・・・・・・・・１９６ 

４ 定員超過・人員基準欠如による所定単位数の減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９７ 
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５ 一定の要件を満たす入院患者の数が基準に満たない場合の減算・・・・・・・・・・・・・・・・２００ 

６ ユニットケアに関する減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０１ 

７ 身体拘束廃止未実施減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０１ 

８ 病院療養病床療養環境減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０５ 

９ 医療法施行規則第４９条の規定が適用されている病院についての減算・・・・・・・・・・・・・２０６ 

10 移行計画未提出減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０７ 

11 安全管理体制未実施減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０９ 

12 栄養管理に係る減算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１１ 

13 夜間勤務等看護加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１２ 

14 若年性認知症患者受入加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１５ 

15 外泊時費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１６ 

16 試行的退院サービス費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１７ 

17 他科受診時費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１８ 

18 従来型個室に入院して多床室の単位数を算定する特例①・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１９ 

19 従来型個室に入院して多床室の単位数を算定する特例②・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２０ 

20 初期加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２１ 

21 退院時指導等加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２２ 

22 低栄養リスク改善加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２８ 

23 経口移行加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３１ 

24 経口維持加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３５ 

25 口腔衛生管理加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４４ 

26 療養食加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４９ 

27 在宅復帰支援機能加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５１ 

28 特定診療費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５３ 

（１）感染対策指導管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５４ 

（２）褥瘡対策指導管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５７ 

（３）初期入院診療管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６０ 

（４）重度療養管理（指定短期入所療養介護事業所について）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６３ 

（５）特定施設管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６５ 

（６）重症皮膚潰瘍管理指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６６ 

（７）薬剤管理指導・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６７ 

（８）医学情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６８ 

（９）リハビリテーションの通則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７１ 

（10）理学療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７１ 

（11）作業療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７５ 

（12）言語聴覚療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７７ 

（13）集団コミュニケーション療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７８ 

（14）摂食機能療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８０ 

（15）短期集中リハビリテーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８１ 

（16）認知症短期集中リハビリテーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８２ 

（17）精神科作業療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８３ 

（18）認知症老人入院精神療法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８４ 

29 認知症専門ケア加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８５ 

30 認知症行動・心理症状緊急対応加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８８ 

31 排せつ支援加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９０ 

32 安全対策体制加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９３ 

33 サービス提供体制強化加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９４ 
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34 介護職員処遇改善加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９８ 

35 介護職員等特定処遇改善加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１４ 

36 介護職員等ベースアップ等支援加算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２９ 

 

３ 各届出の方法及び留意点について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８７ 

 

４ 請求書等の記載要領及び留意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４５３ 

 

５ 生活保護法及び中国残留邦人等支援法の指定申請手続きの流れ・・・・・・・・・・・・・・・・４７０ 
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３２ 安全対策体制加算 （病）・（診）・（老） 

根拠法令等 

厚告２１ 別表３イ（1７） 

(17) 安全対策体制加算 20 単位 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護療養型医療施設が、入院患者に対し、指定介護療養

施設サービスを行った場合、安全対策体制加算として、入院初日に限り所定単位数を加算する。 

(※)厚生労働大臣が定める施設基準：厚告９６ 第６５の３号 

六十五の三 指定介護療養施設サービスにおける安全対策体制加算に係る施設基準 

イ 指定介護療養型医療施設基準第三十四条第一項に規定する基準に適合していること。 

ロ 指定介護療養型医療施設基準第三十四条第一項第四号に規定する担当者が安全対策に係る外部における研修を受けていること。 

ハ 当該指定介護療養型医療施設内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備されていること。 

指定介護療養型医療施設基準 

 第 34 条 指定介護療養型医療施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹

底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
 

 

老企４０ 第２の７ 

(34)  安全対策体制加算について 

 5 の(39)を準用する。 

5 介護福祉施設サービス 

(39) 安全対策体制加算について 

安全対策体制加算は、事故発生の防止のための指針の作成・委員会の開催・従業者に対する研修の実施及びこれらを適切に実施するための担当

者の配置を備えた体制に加えて、当該担当者が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全対策を実施する体制を備えている場合に評価を

行うものである。 

安全対策に係る外部の研修については、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発生時の対応、施設のマネジメント等の内容を含むも

のであること。令和３年 10 月 31 日までの間にあっては、研修を受講予定（令和３年４月以降、受講申込書等を有している場合）であれば、研修を受

講した者とみなすが、令和３年 10 月 31 日までに研修を受講していない場合には、令和３年４月から 10 月までに算定した当該加算については、遡り

返還すること。 

また、組織的な安全対策を実施するにあたっては、施設内において安全管理対策部門を設置し、事故の防止に係る指示や事故が生じた場合の対

応について、適切に従業者全員に行き渡るような体制を整備していることが必要であること。 

 

●介護保険最新情報 vol.948「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ （Vol.2）」（令和 3 年 3 月 23 日） 

【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院】 

〇 安全対策体制加算の算定要件 

(問３９) 

安全対策体制加算について、安全対策担当者が安全対策に係る外部

における研修を受けていることが要件となっているが、どのような研修を

想定しているのか。 

                                                            

（答） 

・ 本加算は、安全対策担当者が、施設における安全対策についての専門

知識等を外部における研修において身につけ、自施設での事故防止検討

委員会等で共有を行い、施設における安全管理体制をより一層高める場

合に評価することとしている。 

・ 外部の研修としては、介護現場における事故の内容、発生防止の取

組、発生時の対応、施設のマネジメント等の内容を含むものであり、関係

団体（公益社団法人全国老人福祉施設協議会、公益社団法人全国老人
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保健施設協会、一般社団法人日本慢性期医療協会等）等が開催する研修

を想定している。 

〇 安全対策体制加算の算定 

(問４０) 

安全対策体制加算は、算定要件を満たす施設がサービス提供を行う場

合に、入所者につき入所初日に限り算定できるところ、施設が算定要件を

満たすに至った場合に、既に入所している入所者に対して算定することは

可能か。 

（答） 

安全対策体制加算の算定要件を満たしている状態で新たに入所者を受

け入れる場合に、入所時に限り算定するものであるため、算定要件を満

たした後に新規で受け入れた入所者に対してのみ算定可能である。 

 

３３ サービス提供体制強化加算 （病）・（診）・（老） 

根拠法令等 

厚告２１ 別表３イ（1８） 

(18) サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が、入所者に対し指定介護療養施

設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1 日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(一) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 22 単位 

(二) サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18 単位 

(三) サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 6 単位 

(※)厚生労働大臣が定める基準：厚告９５ 第９８号 

九十八 介護療養施設サービスにおけるサービス提供体制強化加算の基準 

第九十三号の規定を準用する。この場合において、同号イ(1)(一)及び（二）、ロ(1)並びにハ(1)(一)及び（二）中「介護老人保健施設」とあるのは、指

定介護療養型医療施設が療養病床を有する病院である場合にあっては「指定介護療養施設サービスを行う療養病棟」と、療養病床を有する診療所

である場合にあっては「指定介護療養施設サービスを行う病室」と、老人性認知症疾患療養病棟を有する病院である場合にあっては「指定介護療養

施設サービスを行う認知症病棟」と、同号イ(3)中「通所介護費等算定方法第十三号」とあるのは、「通所介護費等算定方法第十四号」と読み替えるも

のとする。 

九十三 介護保険施設サービスにおけるサービス提供体制強化加算の基準 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 次のいずれかに適合すること。 

(一) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の八十以上であること。 

(二) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、勤続年数十年以上の介護福祉士の占める割合が百分の三十五以上であること。 

 （２） 提供する介護保険施設サービスの質の向上に資する取組を実施していること。 

(３) 通所介護費等算定方法第十三号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の六十以上であること。 

(２) イ（３）に該当するものであること。 

ハ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 次のいずれかに適合すること。 

(一) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の五十以上であること。 

(二) 介護老人保健施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が百分の七十五以上であること。 

(三) 指定短期入所療養介護又は介護保健施設サービスを利用者又は入所者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数七年以上の者の占

める割合が百分の三十以上であること。 

(２) イ（３）に該当するものであること。 

(※)通所介護費等算定方法第十四号：厚告２７ (「４ 定員超過・人員基準欠如による所定単位数の減算」参照)  
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老企４０ 第２の７ 

(35) サービス提供体制強化加算について 

① 2 の(21)①から④まで及び⑥並びに４の(18)③を準用する。 

② 介護療養施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、理学療法士又は作業療法士として勤務を行う職員を指すものとす

る。 

2 短期入所生活介護 

(21) サービス提供体制強化加算について 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度(三月を除く。)の平均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る

常勤換算にあっては、利用者・入所者への介護業務(計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業

務を除く。)に従事している時間を用いても差し支えない。 

ただし、前年度の実績が六月に満たない事業所(新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。)については、届出日の属する月の前三月に

ついて、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、四月目以降届出

が可能となるものであること。 

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければ

ならない。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第一の 5 の届

出を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等

においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行うこととする。 

４ 特定施設入居者生活介護費 

(18) サービス提供体制強化加算について 

③ 提供する指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組については、サービスの質の向上や利用者の尊厳の保持を目的として、事業所

として継続的に行う取組を指すものとする。 

（例） 

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築 

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用 

・ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割

分担の明確化 

・ ケアに当たり、居室の定員が２以上である場合、原則としてポータブルトイレを使用しない方針を立てて取組を行っていること 

実施に当たっては、当該取組の意義・目的を職員に周知するとともに、適時のフォローアップや職員間の意見交換等により、当該取組の意義・目的に則

ったケアの実現に向けて継続的に取り組むものでなければならない。 

(※) 訪問通所サービス通知第一の 5 の届出：老企３６ 第１の５ 

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い 

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届

出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に

おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずる

ことになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。 
 

 

●介護保険最新情報 vol.69 平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A(vol.1)（平成 21 年 3 月 23 日） 

【全サービス共通：特定事業所加算（訪問介護）・サービス提供体制強化加算 共通】 

(問３) 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的

な研修の実施に係る要件の留意事項を示されたい。 

（答） 

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４にお

いて同じ。）ごとに研修計画を策定されることとしているが、当該計画の期

間については定めていないため、当該訪問介護員等の技能や経験に応じ

た適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。 
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また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに

策定することとされているが、この訪問介護員等ごとの計画については、

職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、職員を

グループ分けして作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回

以上、なんらかの研修を実施できるよう策定すること。 

 (問４) 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的

な健康診断の実施に係る要件の留意事項を示されたい。 

（答） 

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施

することが義務づけられた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介

護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、１年以内ごとに１

回、定期的に医師による健康診断（常時使用する者に労働者に該当し

ない者に対する健康診断の項目についても労働安全衛生法と同様とす

る）を、事業所の負担により実施することとしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健

康診断については、労働安全衛生法における取扱いと同様、訪問介護

員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合につ

いては、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含

む。）を受診し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を提出し

たときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用については本人負担

としても差し支えない（この取扱いについては、高齢者の医療の確保に

関する法律により保険者が行う特定健康診査については、同法第２１条

により労働安全衛生法における健康診断が優先されることが定められて

いるが、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等については、

同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差し支えない。）。 

【全サービス共通：サービス提供体制強化加算】 

 (問６) 

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答） 

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることか

ら、勤続年数に含めることができる。 

(問８) 

一つの病棟内に介護療養病床とその他の病床（医療療養病床など）が

混在する場合の、介護福祉士の割合等の算出方法如何。 

（答） 

一つの病棟内に介護療養病床と医療療養病床等が混在する場合につ

いては、病棟単位で介護福祉士の割合等を算出する。ただし、例外的

に、病室単位で介護療養病床としての指定を受け、医療療養病床及び介

護療養病床各々において人員基準を満たしている場合については、介

護療養病床として指定を受けている病室に配置された職員のみで介護

福祉士の割合等を算出することができることとする。 

(問１０) 

「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した

平均を用いる」こととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以

降の前年度の実績が６月に満たない事業所について、体制届出後に、算

定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第

３６号等において以下のように規定されているところであり、これに従っ

た取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合

又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨

を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなっ

た事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月か

ら平成２１年２月までの実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成

２１年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合は、その事実

が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月
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分の算定はできない取扱いとなる。 

 

●介護保険最新情報 vol.238 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令の施行に伴う

指定、介護報酬等の取扱いについて（平成 23 年 9 月 30 日） 

【全サービス共通：旧一部ユニット型施設・事業所の初期加算の取扱い】 

(問８) 

一部ユニット型施設・事業所について、当該施設・事業所のユニット型

部分とユニット型以外の部分をそれぞれ別施設・事業所として指定した場

合、サービス提供体制強化加算を算定する上で、前年度の職員の割合は

どのように算出すればよいか。 

（答） 

別施設・事業所として指定等した当該年度については、双方の施設・

事業所を一体として前年度の実績に基づき職員の割合を算出する。この

場合、双方の施設・事業所においてサービス提供体制強化加算を算定

可能である。 

翌年度については、別施設・事業所として指定等した以後の実績に基

づいて、それぞれの施設・事業所について職員の割合を算出する。 

 

●介護保険最新情報 vol.471 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．２）（平成 27 年 4 月 30 日）の送付について」（平成 27

年 4 月 30 日） 

【サービス提供体制強化加算】 

(問６３) 

 サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合に

ついては、これまでと同様に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算

方法により算出した前年度の平均（３月分を除く。）をもって、運営実績が６

月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した

事業所）の場合は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能とな

るということでいいのか。 

（答） 

 貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっ

ては、届出を行った月以降においても、毎月所定の割合を維持しなけれ

ばならず、その割合については舞月記録する必要がある。 

(問６４) 

 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

は同時に取得することは可能か。不可である場合は、サービス提供体制

強化加算（Ⅰ）イを取得していた事業所が、運営指導等によって、介護福

祉士の割合が 60％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還とな

るのか。 

（答） 

 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

を同時に取得することはできない。 

また、運営指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定

要件を満たさないことが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加

算の一部又は全部を返還させることが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、

後者の加算を取得するための届出が可能であり、サービス提供体制強化

加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行う

ことが可能である。 

(問６５) 

 特定施設入居者生活介護の事業所においては、人員配置が手厚い場

合の介護サービス利用料を入居者から徴収する事が可能とされている

が、サービス提供体制強化加算を取得した場合でも、引き続き利用料を

徴収する事は可能か。 

 

（答） 

 人員配置が手厚い場合の介護サービス利用料（上乗せ介護サービス費

用）については、介護職員・看護職員の人数が量的に基準を上回っている

部分について、利用者に対して、別途の費用負担を求めることとしている

ものである。一方で、サービス体制強化加算は、介護職員における介護

福祉士の割合など質的に高いサービス提供体制を整えている特定施設を

評価するものであるため、両者は異なる趣旨によるものである。 

従って、上乗せ介護サービス利用料を利用者から受領しつつ、サービ

ス提供体制強化加算の算定を受けることは可能である。 
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●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ （Vol.3）」（令和 3 年 3 月 26 日） 

【サービス提供体制強化加算】 

(問 126) 

「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤

続年数はどのように計算するのか。 

（答） 

・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10 年以上の介護福祉士

の割合に係る要件については、 

－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 

10 年以上の者の割合を要件としたものであり、 

－ 介護福祉士の資格を取得してから 10 年以上経過していることを求め

るものではないこと。 

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、 

－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異

なる雇用形態、職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数 

－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施

設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営し

ていると認められる場合の勤続年数 

は通算することができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研

修が一体として行われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っ

ている場合も含まれる。 

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経

験・技能のある介護職員の「勤続年数 10 年の考え方」とは異なることに

留意すること。
※ 平成 21 年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Voi.１）（平成 21 年３

月 23 日）問５は削除する。 

 

３４ 介護職員処遇改善加算 （病）・（診）・（老） 

根拠法令等 

厚告２１ 別表３イ（１９） 

(19) 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護療養型医

療施設が、入院患者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和 6 年 3 月 31 日までの間、次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(一) 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) (1)から(18)までにより算定した単位数の 1000 分の 26 に相当する単位数 

(二) 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) (1)から(18)までにより算定した単位数の 1000 分の 19 に相当する単位数 

(三) 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) (1)から(18)までにより算定した単位数の 1000 分の 10 に相当する単位数 

(※)厚生労働大臣が定める基準：厚告９５ 第９９号 

九十九 介護療養施設サービスにおける介護職員処遇改善加算の基準 

第四号の規定を準用する。 

四 訪問介護費における介護職員処遇改善加算の基準 

イ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 介護職員の賃金(退職手当を除く。)の改善(以下「賃金改善」という。)に要する費用の見込額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増

加分を含むことができる。以下同じ。）が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切

な措置を講じていること。 

(２) 指定訪問介護事業所において、(1)の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等

を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十
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二条の十九第一項の指定都市(以下「指定都市」という。)及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市(以下「中核市」という。)にあっては、

指定都市又は中核市の市長。第三十五号及び第六十六号を除き、以下同じ。)に届け出ていること。 

(３) 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継

続を図るために介護職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について都道府県知事に届け

出ること。 

(４) 当該指定訪問介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。 

(５) 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号)、労働者災害補償保険法(昭和二十二年法律第五十

号)、最低賃金法(昭和三十四年法律第百三十七号)、労働安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)、雇用保険法(昭和四十九年法律第百十六

号)その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。 

(６) 当該指定訪問介護事業所において、労働保険料(労働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和四十四年法律第八十四号)第十条第二項に規

定する労働保険料をいう。以下同じ。)の納付が適正に行われていること。 

(７) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(一) 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃金に関するものを含む。)を定めていること。 

(二) (一)の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

(三) 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

(四) (三)について、全ての介護職員に周知していること。 

(五) 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

(六) (五)について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

(８)  (2)の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善の内容(賃金改善に関するものを除く。)及び当該介護職員の処遇改善に要す

る費用の見込額を全ての職員に周知していること。 

ロ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ)  

 イ(1)から(6)まで、(7)(一)から(四)まで及び(8)に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ハ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) イ(1)から(6)まで及び(8)に掲げる基準に適合すること。 

(２) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

（一） 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

a 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃金に関するものを含む。)を定めていること。 

ｂ a の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

(二) 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

a  介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

b a について、全ての介護職員に周知していること。 
 

 

厚告７３ 附則 

(介護職員処遇改善加算に係る経過措置)   

第２条 令和三年三月三十一日において現に・・・（中略）・・・介護療養施設サービスのイの(20)の注、ロの(18)の注若しくはハの(17)の注・・・（中略）・・・

に係る届出を行っている事業所又は施設であって、この告示による改正後の・・・（中略）・・・介護療養施設サービスのイの(19)の注、ロの(17)の注若しく

はハの(16)の注・・・（中略）・・・に係る届出を行っていないものにおける介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）の算定について

は、令和四年三月三十一日までの間は、なお従前の例によることができる。 

 

老企４０ 第２の７ 

(37) 介護職員処遇改善加算について 

2 の(22)を準用する。 

2 短期入所生活介護 

(22) 介護職員処遇改善加算について 

 介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ支援

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。 
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 ※参考 

 令和３年３月 16 日老発 0316 第４号「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」は令和４年９月 30 日をもって廃止。 

 

●介護保険最新情報 vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成 24 年 3 月 16 日）」の送付について（平成 24

年 3 月 16 日） 

【全サービス共通：介護職員処遇改善加算】 

 (問２２４) 

介護職員処遇改善計画書における賃金改善実施期間はいつから、い

つまでか。 

（答） 

加算における賃金改善を実施する期間であり、当該加算は平成 24 年

4 月から算定が可能となるため、その賃金改善実施期間についても原則

４月（年度の途中で加算の算定を受ける場合、当該加算を受けた月）か

ら翌年の３月までとなる。 

なお、交付金を受けている場合等により、賃金改善期間の重複が発生

する等の理由がある場合は、賃金改善実施期間を６月から翌年５月まで

とするなど柔軟な対応をとられたい。 

 (問２２６) 

介護職員処遇改善計画書、実績報告の様式を変更してもよいか。 

（答） 

３月１６日付け老発０３１６第２号通知で様式例をお示ししたとおりであ

り、指定権者をまたいで複数事業所を一括して法人単位で介護職員処遇

改善計画書を作成することもあり、事務の簡素化の観点から、特段の事

情のない限り同様式例を活用して頂きたい。 

 (問２２７) 

介護職員の資質向上の支援に関する計画には、具体的にどのような内

容が必要か。 

（答） 

当該計画については、特に基準等を設けておらず、事業者の運営方

針や事業者が求める介護職員像及び介護職員のキャリア志向に応じて

適切に設定されたい。また、計画の期間は必ずしも賃金改善実施期間と

合致しなくても良い。 

なお、目標を例示すれば、次のようなものが考えられる 

① 利用者のニーズに応じた良質なサービス提供するために、介護職員

が技術・能力（例：介護技術、コミュニケーション能力、協調性、問題解

決能力、マネジメント能力等）の向上に努めること。 

② 事業所全体での資格等（例：介護福祉士、介護職員基礎研修、訪

問介護員研修等）の取得率向上 

 (問２２８) 

介護職員処遇改善加算に係る、厚生労働大臣が別に定める基準の内

容のうち、イ⑹の「労働保険料の納付が適正に行われていること」につい

て具体的に内容を確認すればよいか。 

（答） 

加算の算定をしようとする事業所における従事者に対する労働保険の

加入状況が適切に行われていることが必要となるため、労働保険保険

関係成立届等の納入証明書（写）等を提出書類に添付する等により確認

する。 

 (問２２９) 

実績報告書の提出期限はいつなのか。 

（答） 

各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末

日までに、介護職員処遇改善実績報告書を提出する。 

例：加算を算定する最後のサービス提供月が３月の場合、５月支払と

なるため、２か月後の７月末となる。 

 (問２３０) 

キャリアパス及び労働保険納付に関する確認資料は、交付金申請事業

所からも改めて提出を求める必要があるか。 

（答） 

介護職員処遇改善交付金を受けている事業所について、都道府県に

届出をする場合は、キャリアパス及び労働保険納付に関する確認資料に

変更がない場合、省略を可能とする。 

また、指定都市又は中核市については、都道府県から指定事務等の一

環として、これらの確認資料を引き継ぐ場合については、省略を可能とす
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る。 

地域密着型サービスについて、新たに市町村に届出が必要となる場

合については、都道府県に提出している資料と同様のものの提出が必

要となる。 

 (問２３１) 

賃金改善等の処遇改善計画の介護職員への周知方法の確認につい

て、回覧形式で判子を押印した計画書の写しを提出させること等が考えら

れるが、具体的にどのように周知すればよいか。 

（答） 

賃金改善計画等の周知については、全従事者が閲覧できる掲示板等

への掲示や全従事者への文書による通知等が考えられるが、各法人・

事業所において適切な方法で実施することが必要である。 

 (問２３２) 

労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に科せられていないこと

は、どのようにして確認するのか。 

（答） 

事業所の指定を行う際と同様に、届出を行う事業所に誓約書等の提出

を求めることにより確認する。 

 (問２３３) 

介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の定めには、最低

限、どのような内容が必要か。 

（答） 

職責や職務内容等については、特に基準等を設けておらず、事業者

の運営方針等に基づいて設定することが必要である。 

 (問２３５) 

介護職員処遇改善計画書の作成について、当該計画の内容が変更に

なった場合は、改めて都道府県知事等に届け出る必要があるのか。ま

た、当該計画は、事業年度を超えて作成することはできないと解してよろ

しいか。 

（答） 

加算を算定する際に提出した介護職員処遇改善計画書等に変更があ

った場合には、必要な事項を記載した変更の届出を行う。なお、加算取

得に影響のない軽微な変更については、必ずしも届け出を行う必要はな

い。 

また、介護職員処遇改善計画は収入額・支出額等を各年度、見直しを

する必要があるため、各年毎に作成することが必要である。 

 (問２３７) 

実績報告で賃金改善額が加算額を下回った場合、これまでの交付金と

同様、返還する必要があるのか。 

（答） 

加算の算定要件は、賃金改善額が加算による収入額を上回ることで

あり、加算による収入額を下回ることは想定されないが、仮に加算による

収入額を下回っている場合は、一時金や賞与として支給されることが望

ましい。 

 なお、悪質な事例については、加算の算定要件を満たしていない不

正請求として全額返還となる。 

 (問２３８) 

期限までに実績報告が行われない場合は、実施期間中の当該加算は

全額返還となるのか。 

（答） 

加算の算定要件で実績報告を行うことしており、指定権者が実績報告

の提出を求める等の指導を行っているにも関わらず、実績報告の提出を

行わない場合は、加算の算定要件を満たしていない不正請求として全額

返還となる。 

 (問２４０) 

加算は、事業所ごとに算定するため，介護職員処遇改善加算の算定要

件である介護職員処遇改善計画書や実績報告書は，（法人単位ではなく）

事業所ごとに提出する必要があるのか。 

（答） 

加算は、事業所毎に算定をするため事業所毎の届出が原則となる

が、介護サービス事業所等を複数有する介護サービス事業者等（法人で

ある場合に限る。）である場合や介護サービス事業所等ごとの届出が実

態に鑑み適当でない場合、介護職員処遇改善計画書は、当該介護サー

ビス事業者等が一括して作成することができる。また、同一の就業規則

により運営されている場合に、地域ごとや介護サービスごとに作成する

ことができる。 

 (問２４２) 

介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額に反映しないとありま

すが、利用料には反映されるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額の算定には含まな

い。また、利用者には通常の介護報酬算出方式に基づき算出した額の 1

割を請求することになる。 

 (問２４５) （答） 

介護職員処遇改善計画書には、増額若しくは新設した又はする予定で
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交付金事業では、賃金改善は複数の給与項目で実施できたが、加算に

おいても同様の取り扱うのか。一時金で改善してもよいのか。 

ある給与の項目の種類（基本給、手当、賞与又は一時金等）等を記載す

ることとしているが、基本給で実施されることが望ましい。 

 (問２４６) 

交付金事業と同様に、賃金改善は常勤、非常勤等を問わず、また、一

部の介護職員を対象としないことは可能か。 

（答） 

介護職員処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が加算に

よる収入を上回ることであり、事業所（法人）全体での賃金改善が要件を

満たしていれば、一部の介護職員を対象としないことは可能である。 

 (問２４７) 

平成２４年当初の特例で介護職員処遇改善交付金を受けていた事業所

は、介護職員処遇改善加算ではどの様にみなされるのか。介護職員処遇

改善交付金と要件を変更する場合や加算の取得を辞退する場合はどの

様な手続きが必要か。 

（答） 

介護職員処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が加算に

よる収入を上回ることであり、事業所（法人）全体での賃金改善が要件を

満たしていれば、一部の介護職員を対象としないことは可能である。 

平成２４年当初の特例については、介護職員処遇改善交付金を受け

ている事業所については、平成２４年４月１日から下記の加算を算定す

る事業所とみなすこととなる。ただし、平成２４年５月末日までに届出に

関する書類を指定権者に提出する必要がある。 

また、加算の要件を交付金の時と変更する場合や新規に加算を取得

する場合は、新規の届出が必要になり、加算の取得を辞退する場合は、

その旨の届出が必要である。 

  介護職員処遇改善交付金      介護職員処遇改善加算 

     １００％      ⇒      加算（Ⅰ） 

      ９０％      ⇒      加算（Ⅱ） 

      ８０％      ⇒      加算（Ⅲ） 

 

●介護保険最新情報 vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成 24 年 3 月 30 日）」の送付について（平成 24

年 3 月 30 日）  

【全サービス共通：介護職員処遇改善加算】 

(問４１) 

加算算定時に１単位未満の端数が生じた場合、どのように取り扱うの

か。また同様に、利用者負担の１円未満はどのように取り扱うのか。 

（答） 

通常の介護報酬における単位の計算と同等に、一単位未満の端数を

四捨五入し、現行の他の加算と同様になる。また、利用者負担について

も現行の他の加算と同様に、介護職員処遇改善加算額から保険請求額

等を減じた額となる。 

※なお、保険請求額は、１円未満の端数切り捨てにより算定する。 

※平成 24 年 Q＆A(vol.1)（平成 24 年 3 月 16 日）問 248 は削除する 

 

 

●介護保険最新情報 vol.284 「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol．3）（平成 24 年 4 月 25 日）」の送付について（平成 24

年 4 月 25 日） 

【全サービス共通：介護職員処遇改善加算】 

(問１２) 

介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えた場合、介護職員処

遇改善加算はどのように算定するのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算は、サービス別の介護報酬総単位数にサービ

ス別の加算率を乗じて算出する。 

その上で、利用者負担を算出する際には、まず介護報酬総単位数が

区分支給限度基準額を超えているか否かを確認した上で超えている場

合には、超過分と当該超過分に係る加算は保険給付の対象外となる。 

 (問１３) 

複数のサービスを利用し、区分支給限度基準額を超えた場合、どのサ

ービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとするのか。また、それは誰

がどのように判断するのか。 

（答） 

これまでの取扱いと同様に、いずれのサービスを区分支給限度基準

額超過の取扱いとしても構わない。また、ケアプラン作成時に、ケアマネ

ジャーがどのサービスを区分支給限度基準額超過とするかについて判
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断する。 

 (問１４) 

賃金改善実施期間は、加算の算定月数より短くすることは可能か。 

（答） 

加算の算定月数と同じ月数とすること。 

 (問１６) 

介護職員処遇改善実績報告書の「介護職員処遇改善加算総額」欄には

保険請求分に係る加算総額を記載するのか。 

（答） 

保険請求分に係る加算額（利用者１割負担分を含む）と区分支給限度

基準額を超えたサービスに係る加算額を合算した額を記載することとし、

その内訳が分かるようにすること。 

 

●介護保険最新情報 vol.471 「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成 27 年 4 月 30 日）」の送付について（平成 27

年 4 月 30 日） 

【介護職員処遇改善加算】趣旨・仕組みについて 

(問３６) 

職員 1 人当たり月額１万２千円相当の上乗せが行われることとなって

おり、介護職員処遇改善加算（Ⅰ）が新設されたが、介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）と介護職員処遇改善加算（Ⅱ）を同時に取得することによって上乗

せ分が得られるのか、それとも新設の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）のみを

取得すると上乗せ分も得られるのか。 

（答） 

新設の介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）（Ⅰ）に

設定されているサービスごとの加算率を１月当たりの総単位数に乗じる

ことにより、月額 2 万 7 千円相当の加算が得られる仕組みとなってお

り、これまでに１万５千円相当の加算が得られる区分を取得していた事

業所・施設は、処遇改善加算（Ⅰ）のみを取得することにより、月額１万２

千円相当の上乗せ分が得られる。 

なお、処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅳ）については、いずれかの区分で取得

した場合、当該区分以外の処遇改善加算は取得できないことに留意する

こと。 

(問３７) 

 新設の介護職員処遇改善加算の（Ⅰ）と（Ⅱ）の算定要件について、具

体的な違いをご教授いただきたい。 

（答） 

キャリアパス要件については、 

① 職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件と賃金体系を定めるこ

と等（キャリアパス要件Ⅰ） 

② 資質向上のための具体的な計画を策定し、研修の実施又は研修の機

会を確保していること等（キャリアパス要件Ⅱ） 

があり、処遇改善加算（Ⅱ）については、キャリアパス要件Ⅰかキャリアパ

ス要件Ⅱのいずれかの要件を満たせば取得可能であるのに対して、処遇

改善加算（Ⅰ）については、その両方の要件を満たせば取得可能となる。 

また、職場環境等要件については、実施した処遇改善（賃金改善を除

く。）の内容を全ての介護職員に周知している必要があり、処遇改善加算

（Ⅱ）については、平成20 年 10 月から実施した取組が対象であるのに対

して、処遇改善加算（Ⅰ）については、平成 27 年４月から実施した取組が

対象となる。 

なお、処遇改善加算（Ⅰ）の職場環境等要件について、平成 27 年９月

末までに届出を行う場合には、実施予定である処遇改善（賃金改善を除

く。）の内容を全ての介護職員に周知していることをもって、要件を満たし

たものとしている。 

(問３９) 

 職場環境等要件（旧定量的要件）で求められる「賃金改善以外の処遇改

善への取組」とは、具体的にどのようなものか。 

また、処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たって、平成 27 年 4 月以前か

ら継続して実施している処遇改善の内容を強化・充実した場合は、算定要

件を満たしたものと取り扱ってよいか。 

（答） 

 職場環境等要件を満たすための具体的な事例は、平成27 年３月31 日

に発出された老発 0331 第 34 号の別紙様式２の（３）を参照されたい。 

また、処遇改善加算（Ⅰ）を取得するに当たって平成 27 年４月から実施し

た賃金改善以外の処遇改善の取組内容を記載する際に、別紙様式２の

（３）の項目について、平成 20 年 10 月から実施した当該取組内容と重複

することは差し支えないが、別の取組であることが分かるように記載する

こと。 
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更に、過去に実施した賃金改善以外の処遇改善の取組と、平成 27 年 4 

月以降に実施した賃金改善以外の取組は、届出書の中でどのように判別

するのか。 

例えば、平成 20 年 10 月から実施した取組内容として、介護職員の腰痛

対策を含む負担軽減のための介護ロボットを導入し、平成 27 年 4 月か

ら実施した取組内容として、同様の目的でリフト等の介護機器等を導入し

た場合、別紙様式２の（３）においては、同様に「介護職員の腰痛対策を含

む負担軽減のための介護ロボットやリフト等の介護機器等導入」にチェッ

クすることになるが、それぞれが別の取組であり、平成 27 年 4 月から実

施した新しい取組内容であることから、その他の欄にその旨が分かるよう

に記載すること等が考えられる。 

(問４０) 

 一時金で処遇改善を行う場合、「一時金支給日まで在籍している者のみ

に支給する（支給日前に退職した者には全く支払われない）」という取扱い

は可能か。 

（答） 

 処遇改善加算の算定要件は、賃金改善に要する額が処遇改善加算に

よる収入を上回ることであり、事業所（法人）全体での賃金改善が要件を

満たしていれば、一部の介護職員を対象としないことは可能である。 

ただし、この場合を含め、事業者は、賃金改善の対象者、支払いの時期、

要件、賃金改善額等について、計画書等に明記し、職員に周知すること。 

また、介護職員から加算に係る賃金改善に関する照会があった場合は、

当該職員についての賃金改善の内容について書面を用いるなど分かり

やすく説明すること。 

(問４１) 

 介護予防訪問介護と介護予防通所介護については、処遇改善加算の対

象サービスとなっているが、総合事業へ移行した場合、処遇改善加算の

取扱いはどのようになるのか。 

（答） 

介護予防・日常生活支援総合事業に移行した場合には、保険給付とし

ての同加算は取得できない取扱いとなる。 

(問４２) 

 処遇改善加算の算定要件である｢処遇改善加算の算定額に相当する賃

金改善｣に関して、下記の取組に要した費用を賃金改善として計上して差

し支えないか。 

① 法人で受講を認めた研修に関する参加費や教材費等について、あら

かじめ介護職員の賃金に上乗せして支給すること。 

② 研修に関する交通費について、あらかじめ介護職員に賃金に上乗せ

して支給すること。 

③ 介護職員の健康診断費用や、外部から講師を招いて研修を実施する

際の費用を法人が肩代わりし、当該費用を介護職員の賃金改善とするこ

と。 

（答） 

 処遇改善加算を取得した介護サービス事業者等は、処遇改善加算の算

定額に相当する賃金改善の実施と併せて、キャリアパス要件や職場環境

等要件を満たす必要があるが、当該取組に要する費用については、算定

要件における賃金改善の実施に要する費用に含まれない。 

当該取組に要する費用以外であって、処遇改善加算の算定額に相当

する賃金改善を行うための具体的な方法については、労使で適切に話し

合った上で決定すること。 

(問４３) 

 平成 26 年度以前に処遇改善加算を取得していた介護サービス事業者

等の介護職員の賃金改善の基準点の１つに「加算を取得する直前の時期

の賃金水準（交付金を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部

分を除く。）」とあるが、直前の時期とは、具体的にいつまでを指すのか。

交付金を受けていた事業所については、交付金が取得可能となる前の平

成 21 年９月以前の賃金水準を基準点とすることはできるか。 

（答） 

 平成 26 年度以前に従来の処遇改善加算を取得していた介護サービス

事業者等で、交付金を受けていた事業所の介護職員の賃金改善に当たっ

ての「直前の時期の賃金水準」とは、平成 24 年度介護報酬改定 Q＆

A(vol.１)（平成 24 年３月 16 日）処遇改善加算の問 223 における取扱い

と同様に、平成 23 年度の賃金水準（交付金を取得していた場合は、交付

金による賃金改善の部分を除く。）をいう。 

したがって、平成 24 年度介護報酬改定における取扱いと同様に、交付

金が取得可能となる前の平成 21 年９月以前の賃金水準を賃金改善の基

準点とすることはできない。 

(問４４) 

 平成 26 年度以前に従来の処遇改善加算を取得した際、職場環境等要

件（旧定量的要件）について、２つ以上の取組を実施した旨を申請してい

た場合、今般、新しい処遇改善加算を取得するに当たって、平成 27 年４

（答） 

 職場環境等要件（旧定量的要件）について、２つ以上の取組を実施した

旨を過去に申請していたとしても、あくまでも従来の処遇改善加算を取得

するに当たっての申請内容であることから、今般、新しい処遇改善加算を

取得するに当たっては、平成 27 年４月から実施した処遇改善（賃金改善
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月から実施した処遇改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護職員に

対して、新たに周知する必要があるのか。 

を除く。）の内容を全ての介護職員に対して、新たに周知する必要があ

る。 

なお、その取組内容を記載する際に、別紙様式２の（３）の項目の上で、

平成 20 年 10 月から実施した当該取組内容と重複することは差し支えな

いが、別の取組であることが分かるように記載すること。 

(問４５) 

 職場環境等要件について、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、

「その他」といったカテゴリー別に例示が挙げられているが、処遇改善加

算を取得するに当たっては、各カテゴリーにおいて１つ以上の取組を実施

する必要があるのか。 

（答） 

 あくまでも例示を分類したものであり、例示全体を参考とし、選択したキ

ャリアパスに関する要件と明らかに重複する事項でないものを１つ以上実

施すること。 

(問４６) 

 平成 27 年度に処遇改善加算を取得するに当たって、賃金改善に係る

比較時点として、平成 26 年度の賃金水準と比較する場合であって、平成

26 年度中に定期昇給が行われた場合、前年度となる平成 26 年度の賃

金水準については、定期昇給前の賃金水準となるのか、定期昇給後の賃

金水準となるのか、又は年度平均の賃金水準になるのか。 

（答） 

 前年度の賃金水準とは、前年度に介護職員に支給した賃金総額や、前

年度の介護職員一人当たりの賃金月額である。 

(問４９) 

 介護職員が派遣労働者の場合であっても、処遇改善加算の対象となる

のか。 

（答） 

 介護職員であれば派遣労働者であっても、処遇改善加算の対象とする

ことは可能であり、賃金改善を行う方法等について派遣元と相談した上

で、介護職員処遇改善計画書や介護職員処遇改善実績報告書につい

て、対象とする派遣労働者を含めて作成すること。 

(問５０) 

 平成 27 年度から新たに介護サービス事業所・施設を開設する場合も処

遇改善加算の取得は可能か。 

（答） 

 新規事業所・施設についても、加算の取得は可能である。この場合にお

いて、介護職員処遇改善計画書には、処遇改善加算を取得していない場

合の賃金水準からの賃金改善額や、賃金改善を行う方法等について明確

にすることが必要である。なお、方法は就業規則、雇用契約書等に記載

する方法が考えられる。 

※平成24 年度報酬改定Q＆A(vol.１)（平成24 年３月16 日）介護職員処

遇改善加算の問 244 を一部改正した。 

 
【介護職員処遇改善加算】申請期日・申請手続き 
(問５２) 

 従来の処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）については、改正後には

処遇改善加算（Ⅱ）～（Ⅳ）となるが、既存の届出内容に変更

点がない場合であっても、介護給付費算定に係る介護給付

費算定等体制届出書の提出は必須か。 

（答） 

 介護給付費算定に係る体制状況一覧については、その内容に変更がある場合は届

出が必要になるが、各自治体の判断において対応が可能であれば、届出書は不要と

して差し支えない。 

(問５３) 

 処遇改善加算（Ⅰ）の算定要件に、「平成 27 年 4 月から

（２）の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員

の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること」

とあり、処遇改善加算（Ⅰ）は平成 27 年 4 月から算定できな

いのか。 

（答） 

 処遇改善加算（Ⅰ）の職場環境等要件について、平成 27 年９月末までに届出を行う

場合には、実施予定である処遇改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての介護職員に

周知していることをもって、要件を満たしたものとしている。 

(問５４) 

 これまでに処遇改善加算を取得していない事業所・施設も

含め、平成 27 年４月から処遇改善加算を取得するに当たっ

て、介護職員処遇改善計画書や介護給付費算定に係る体制

状況一覧の必要な書類の提出期限はいつ頃までなのか。 

（答） 

 平成 27 年４月から処遇改善加算を取得しようとする介護サービス事業者等は、４月

15 日までに介護職員処遇改善計画書の案や介護給付費算定に係る体制等に関する

届出を都道府県知事等に提出し、４月末までに確定した介護職員処遇改善計画書及

び計画書添付書類を提出する必要がある。 
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(問５５) 

 処遇改善加算に係る届出において、平成 26 年度まで処遇

改善加算を取得していた事業所については、一部添付書類

（就業規則等）の省略を行ってよいか。 

（答） 

 前年度に処遇改善加算を算定している場合であって、既に提出された計画書添付書

類に関する事項に変更がない場合は、各自治体の判断により、その提出を省略して差

し支えない。 

【介護職員処遇改善加算】特別な事情に係る届出書 

(問５６) 

  基本給は改善しているが、賞与を引き下げることで、あら

かじめ設定した賃金改善実施期間の介護職員の賃金が引き

下げられた場合の取扱いはどうなるのか。その際には、どの

ような資料の提出が必要となるのか。 

 

（答） 

 処遇改善加算を用いて賃金改善を行うために一部の賃金項目を引き上げた場合で

あっても、事業の継続を図るために、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合

については、特別事情届出書を届け出る必要がある。 

なお、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した

場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要が

ある。 

また、その際の特別事情届出書は、以下の内容が把握可能となっている必要があ

る。 

・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による

収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一

定期間にわたって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを

示す内容 

・介護職員の賃金水準の引下げの内容 

・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み 

・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること

等の必要な手続きを行った旨 

※平成 24 年度報酬改定 Q＆A(vol.１)（平成 24 年３月 16 日）介護職員処遇改善加算

の問 236 は削除する。 

(問５８) 

 一部の職員の賃金水準を引き下げたが、一部の職員の賃

金水準を引き上げた結果、事業所・施設の介護職員全体の

賃金水準は低下していない場合、特別事情届出書の提出は

しなくてよいか。 

（答） 

 一部の職員の賃金水準を引き下げた場合であっても、事業所・施設の介護職員全体

の賃金水準が低下していない場合は、特別事情届出書を提出する必要はない。 

ただし、事業者は一部の職員の賃金水準を引き下げた合理的な理由について労働

者にしっかりと説明した上で、適切に労使合意を得ること。 

(問５９) 

 法人の業績不振に伴い業績連動型の賞与や手当が減額さ

れた結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場

合、特別事情届出書の提出は必要なのか。 

 

（答） 

 事業の継続を図るために特別事情届出書を提出した場合を除き、賃金水準を低下さ

せてはならないため、業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期

間の賃金が引き下げられた場合、特別事情届出書の提出が必要である。 

(問６０) 

 事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図ると

いった理由や、介護報酬改定の影響のみを理由として、特別

事情届出書を届け出ることが可能か。 

 

（答） 

 特別事情届出書による取扱いについては、事業の継続を図るために認められた例

外的な取扱いであることから、事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図

るといった理由で、介護職員の賃金水準を引き下げることはできない。 

また、特別事情届出書による取扱いの可否については、介護報酬改定のみをもって

一律に判断されるものではなく、法人の経営が悪化していること等の以下の内容が適

切に把握可能となっている必要がある。 

・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による

収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一

定期間にわたって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを

示す内容 

・介護職員の賃金水準の引下げの内容 

・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み 
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・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること

等の必要な手続きを行った旨 

(問６１) 

 新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別

事情届出書を提出し、事業の継続を図るために、介護職員の

賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で

賃金改善を行う予定であっても、当該加算の取得は可能なの

か。 

 

（答） 

 特別事情届出書を届け出ることにより、事業の継続を図るために、介護職員の賃金

水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行うことが可能で

あるが、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善し

た場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要

があることから、本取扱いについては、あくまでも一時的な対応といった位置付けのも

のである。 

したがって、新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書

を提出するものではなく、特別な事情により介護職員処遇改善計画書に規定した賃金

改善を実施することが困難と判明した、又はその蓋然性が高いと見込まれた時点で、

当該届出書を提出すること。 

 

●介護保険最新情報 vol.583 「平成２９年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 29 年 3 月 16 日）」の送付について（平成 29 年 3 月

16 日） 

【介護職員処遇改善加算】キャリアパス要件Ⅲについて 

(問１) 

キャリアパス要件Ⅲと既存のキャリアパス要件Ⅰとの具体的な違い如

何。 

（答） 

キャリアパス要件Ⅰについては、職位・職責・職務内容等に応じた任

用要件と賃金体系を整備することを要件としているが、昇給に関する内

容を含めることまでは求めていないものである。一方、新設する介護職

員処遇改善加算（以下「加算」という。）の加算(Ⅰ)(以下「新加算(Ⅰ)」とい

う。)の取得要件であるキャリアパス要件Ⅲにおいては、経験、資格又は

評価に基づく昇給の仕組みを設けることを要件としている。 

(問２) 

昇給の仕組みとして、それぞれ『①経験 ②資格 ③評価のいずれか

に応じた昇給の仕組みを設けること』という記載があるが、これらを組み

合わせて昇給の要件を定めてもいいか。 

（答） 

お見込みのとおりである。 

(問３) 

昇給の方式については手当や賞与によるものでも良いか。 

（答） 

  昇給の方式は、基本給による賃金改善が望ましいが、基本給、手当、

賞与等を問わない。 

(問４) 

資格等に応じて昇給する仕組みを設定する場合において、「介護福祉

士資格を有して当該事業所や法人で就業する者についても昇給が図られ

る仕組みであることを要する」とあるが、具体的にはどのような仕組みか。 

 

（答） 

本要件は、介護福祉士の資格を有して事業所や法人に雇用される者が

いる場合があることを踏まえ、そのような者も含めて昇給を図る観点から

設けているものであり、例えば、介護福祉士の資格を有する者が、介護支

援専門員の資格を取得した場合に、より高い基本給や手当が支給される

仕組みなどが考えられる。 

(問５) 

キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みについて、非常勤職員や派遣

職員はキャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みの対象となるか。 

（答） 

キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みについては、非常勤職員を含

め、当該事業所や法人に雇用される全ての介護職員が対象となり得るも

のである必要がある。 

また、介護職員であれば派遣労働者であっても、派遣元と相談の上、

介護職員処遇改善加算の対象とし、派遣料金の値上げ分等に充てること

は可能であり、この場合、計画書・実績報告書は、派遣労働者を含めて作

成することとしている。新加算（Ⅰ）の取得に当たっても本取扱いに変わり

はないが、キャリアパス要件Ⅲについて、派遣労働者を加算の対象とす

る場合には、当該派遣職員についても当該要件に該当する昇給の仕組
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みが整備されていることを要する。 

(問６) 

キャリアパス要件Ⅲの昇給の基準として「資格等」が挙げられている

が、これにはどのようなものが含まれるのか。 

（答） 

「介護福祉士」のような資格や、「実務者研修修了者」のような一定の研

修の修了を想定している。また、「介護福祉士資格を有して当該事業所や

法人で就業する者についても昇給が図られる仕組み」については、介護

職員として職務に従事することを前提としつつ、介護福祉士の資格を有し

ている者が、「介護支援専門員」や「社会福祉士」など、事業所が指定する

他の資格を取得した場合に昇給が図られる仕組みを想定している。 

また、必ずしも公的な資格である必要はなく、例えば、事業所等で独自

の資格を設け、その取得に応じて昇給する仕組みを設ける場合も要件を

満たし得る。ただし、その場合にも、当該資格を取得するための要件が明

文化されているなど、客観的に明らかとなっていることを要する。 

(問７) 

『一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み』とあるが、一定の

基準とは具体的にどのような内容を指すのか。また、「定期に」とは、どの

程度の期間まで許されるのか。 

（答） 

昇給の判定基準については、客観的な評価基準や昇給条件が明文化

されていることを要する。また、判定の時期については、事業所の規模や

経営状況に応じて設定して差し支えないが、明文化されていることが必要

である。 

(問８) 

キャリアパス要件Ⅲを満たす昇給の仕組みを設けたが、それによる賃

金改善総額だけでは、加算の算定額を下回る場合、要件は満たさないこ

ととなるのか。 

（答） 

キャリアパス要件Ⅲを満たす昇給の仕組みによる賃金改善では加算の

算定額に満たない場合においても、当該仕組みによる賃金改善を含め、

基本給、手当、賞与等による賃金改善の総額が加算の算定額を上回って

いればよい。 

(問９) 

新加算（Ⅰ）取得のため就業規則等の変更を行う際、役員会等の承認

を要するが、平成29 年度について、当該承認が計画書の提出期限の４

月15 日までに間に合わない場合、新加算（Ⅰ）を算定できないのか。 

（答） 

計画書に添付する就業規則等について、平成29 年度については、４

月15 日の提出期限までに内容が確定していない場合には、その時点で

の暫定のものを添付することとしてよい。ただし、その内容に変更が生じ

た場合、確定したものを６月30 日までに指定権者に提出すること。 

(問１０) 

平成29 年４月15 日までに暫定のものとして添付した就業規則等につ

き、役員会等の承認が得られなかった場合や、内容に変更が生じた場

合、新加算（Ⅰ）は算定できないのか。 

（答） 

事業所や法人内部において承認が得られなかった場合や、内容に変

更が生じ、結果としてキャリアパス要件Ⅲを満たさない場合については、

新加算（Ⅰ）は算定できないが、新加算（Ⅰ）以外の区分の算定要件を満

たしていれば、変更届を提出の上、当該区分の加算を取得できる。また、

内容の変更が軽微で、変更後の内容がキャリアパス要件Ⅲを満たす内容

であれば、変更届の提出を要することなく、新加算（Ⅰ）を取得できる。 

その他 

(問１１) 

介護職員処遇改善加算に係る加算率について、今回の改定後の介護

職員処遇改善加算Ⅱ及びⅢの加算率が改定前と変わっているのはなぜ

か。 

（答） 

新加算（Ⅰ）の創設に伴い、最新の介護職員数と費用額の数値に基づ

き、介護職員処遇改善加算（Ⅱ）及び（Ⅲ）の加算率を改めて設定し直した

ものであり、介護職員１人当たりの賃金改善額として見込んでいる金額

（27,000 円相当、15,000 円相当）が変わったものではない。 

総合事業に関する取扱いについて 

(問１２) 

介護報酬によるものと総合事業によるものを一体的に提供している場

合、計画書や実績報告書は各１枚で提出して差し支えないか。 

（答） 

差し支えない。 

(問１３) 

総合事業における介護職員処遇改善加算について、「地域支援事業の

実施について」（平成18 年６月９日老発0609001 号厚生労働省老健局長

（答） 

差し支えない。 
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通知）別添１に定める介護職員処遇改善とは別に、市町村の判断により、

介護予防訪問介護等の単価以下となるよう留意の上で、事務職員等介護

職員以外の職員を対象とする処遇改善加算を設けて良いか。 

 

●平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.1）（平成 30 年 3 月 23 日） 

【介護職員処遇改善加算：外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加算の対象となるのか。】 

(問 142) 

外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員

処遇改善加算の対象となるのか。 

 

（答） 

介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の

報酬の額と同等以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技

能実習生が介護業務に従事している場合、ＥＰＡによる介護福祉士候補

者と同様に、介護職員処遇改善加算の対象となる。 

 

●平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.6）（平成 30 年 8 月 6 日） 

【介護職員処遇改善加算：最低賃金の計算について】 

(問 7) 

最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇

改善加算により得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることと

なるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する

賃金に含むか否かについては、当該加算額が、臨時に支払われる賃金

や賞与等として支払われておらず、予定し得る通常の賃金として、毎月

労働者に支払われているような場合には、最低賃金額と比較する賃金に

含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満たした

上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

●介護保険最新情報 vol.799「2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.4)」（令和 2 年 3 月 30 日） 

【介護職員処遇改善加算・特定処遇改善加算の様式関係】 

（問１） 

 令和２年４月分の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定

する場合、介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書の

提出期限はいつまでか。 

（答） 

・令和２年４月分の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を取得

しようとする介護サービス事業所等は、令和２年４月15日までに介護職員

処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書を提出する必要があ

る。 

（問２） 

 地域密着型サービスの事業所であって、所在する市町村以外の市町村

から地域密着型サービスの指定（みなし指定を含む。）を受けている事業

所等において、介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定す

る場合、介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書につ

いては、どのように記載すればいいのか。 

（答） 

・指定権者毎に、以下の記載例を参考に、別紙様式２－２（介護職員処遇

改善計画書（施設・事業所別個表））又は別紙様式２－３（介護職員等特定

処遇改善計画書（施設・事業所別個表））を作成することとなる。 

・なお、この場合においても賃金改善の計画については、１つのものとし

て作成することとなる。 

（参考：記載例）←省略 

（問３） 

保険給付の訪問介護と総合事業における従前相当の訪問介護を実施し

ている場合で、同一事業所とみなしたときの介護職員処遇改善計画書・介

護職員等特定処遇改善計画書（実績報告書）については、どのように記載

するのか。 

（答） 

・本Ｑ＆Ａ問２と同様に扱われたい。 

 

（問４） 

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書において、介

護職員（職員）の賃金の総額を計算するに当たり、「なお、これにより難い

合理的な理由がある場合に 

は、他の適切な方法により前年度の（介護職員）の賃金の総額を推定す

るものとする」とされているが、「これにより難い合理的な理由がある場

（答） 

・これにより難い合理的な理由がある場合としては、例えば、 

- 前年の 10 月に事業所を新設した等サービス提供期間が 12 ヶ月に満た

ない場合、 

- 申請する前年度において職員の退職などにより職員数が減少し、基準

額となる賃金総額として適切でない場合、 
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合」とは、例えばどのような場合を想定しているのか。 - 前年（１～12 月）の途中から事業規模の拡大又は縮小を行い、申請年

度においては、変更後の事業規模で実施する予定である等、当該年度の

賃金総額として適切な規模に推定する必要がある場合等を想定してい

る。 

・ なお、具体的な推計方法については、例えば、 

- サービス提供期間が 12 ヶ月に満たない場合は、12 ヶ月サービスを提

供していたと仮定した場合における賃金水準を推計すること 

- 事業規模を拡大した場合は、比較時点にいない職員について、当該職

員と同職であって、勤務年数等が同等の職員の賃金水準で推計すること

等が想定される。 

また、複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業所

において、当該申請に関係する事業所等に増減があった場合は、変更の

届出が必要とされているが、例えば、事業所が増加することにより、職員

も増えた場合における推計方法は、当該職員と同職であって勤務年数等

が同等の職員の賃金水準で推計し、前年度（前年の１～12 月）の賃金総

額を推計することが想定される。 

（問５）  

令和２年度の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定する

に当たり、介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算の「前年度の賃

金の総額」を算出する場合の「賃金の総額」や「加算の総額」、「各介護サ

ービス事業者等の独自の賃金改善額」は、どのように記載すればいい

か。 

（答） 

・賃金改善の見込額の算出に当たっては、前年度の賃金の総額等と加算

の見込額を比較し計算することとしているが、前年度の賃金の総額等に

ついては、原則、加算を取得する前年の１月～12 月の実績に基づき記載

することを想定している。 

・令和元年 10 月から特定処遇改善加算を算定している場合の令和２年度

の当該加算の取扱いに関しては、 

- 特定処遇改善加算の総額について、10 月～12 月の実績（10 月から算

定した場合は、10月サービス提供分について、12月に各都道府県の国保

連から支払われた収入）から 12 ヶ月分を推計（10 月サービス提供分の介

護報酬総単位数を用いて計算）し、 

- 前年度の介護職員（職員）の賃金の総額について、特定処遇改善加算

の総額（12 ヶ月分を推計した額）と同額を前年度の介護職員（職員）の賃

金の総額に含めて計算すること（独自の賃金改善を行っている場合は、

当該額を含めること）等が想定されるが、個別の状況に応じ判断された

い。 

なお、独自の賃金改善を行っていない場合には、特定処遇改善加算の総

額（12 ヶ月分を推計した額）と同額が前年度の介護職員（職員）の賃金の

総額に含まれることから、相殺されることとなる。 

・ また、本項目については、「賃金改善の見込額」が「処遇改善加算の見

込額」を上回ることを確認するものであり、独自の賃金改善額についても

前年の１月～12 月の実績に基づき記載することを想定している。 

（問６）  

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書における「前

年度における介護サービス事業者等の独自の賃金改善額」には、どのよ

うなものを記載するのか。 

（答） 

・介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書を提出する

前年度において介護サービス事業者等が、加算額を上回る賃金改善を行

うために実施した賃金改善額（初めて処遇改善加算を取得した年度（交付

金を取得している場合については交付金を初めて取得した年度）以降に、

新たに行ったものに限る。手当や定期昇給によるものなど賃金改善の手

法は問わない。）について、記載することを想定している。 

・なお、このため、加算額を上回る賃金改善を行うために実施した「以前か

ら継続している賃金改善」についても記載することは可能である。 
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（問７）  

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書において、様

式２－１の「(3)賃金改善を行う賃金項目及び方法」のうち、「イ介護職員処

遇改善加算」と「ロ介護職員等特定処遇改善加算」の「具体的な取組内

容」で、記載が求められる「（上記取組の開始時期）」は、どの時点の年月

を記載するのか。 

（答） 

・「イ介護職員処遇改善加算」については、初めて介護職員処遇改善加算

を取得した年月を、「ロ介護職員等特定処遇改善加算」については、特定

処遇改善加算を取得した年月を記載することを想定している。 

（問８）  

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書に「加算対象

となる職員の勤務体制及び資格要件を確認しました。」の欄があり、証明

する資料の例として、介護福祉士登録証があるが、この資格要件につい

ては特定処遇改善加算を算定する場合のみチェックするという認識で良

いか。 

（答） 

・お見込みのとおり。 

（問９）  

別紙様式２－１介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画

書における「⑦平均賃金改善額」の「ⅲ前年度の一月当たりの常勤換算

職員数」は、「原則として、本計画書を提出する前月の常勤換算方法によ

り算出する」とされているが、職員数の変動があった場合など、前月の実

績を用いることが適当でないと考えられる事業所においては、過去３ヶ月

の平均値や前々月の実績など、他の期間の実績を用いることは可能か。 

（答） 

・お見込みのとおり。 

 

●介護保険最新情報 vol.941「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ （Vol.1）」（令和 3 年 3 月 19 日） 

【介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算】 

(問１６) 

特定加算の介護職員間の平均の賃金改善額の配分ルールが見直さ

れたとのことであるが、具体的な取扱いはどのようになるのか。 

                                                            

（答） 

・ 特定加算について、事業所内でのより柔軟な配分を可能とする観点か

ら、平均賃金改善額について、「経験・技能のある介護職員」は、「その他

の介護職員」と比較し、「２倍以上」から「より高くする」ことに見直すもので

ある。 

 これに伴い、配分ルールの見直しを行う場合は、労使でよく話し合いの

上、設定されたい。 

・ なお、「月額８万円の改善又は改善後の賃金が年額 440 万円以上」の

者は、引き続き設定する必要があることに留意されたい。 

(問１７) 

事業所内での配分方法を決めるにあたり、「他の介護職員」を設定せ

ず、「経験・技能のある介護職員」と「その他の職種」のみの設定となるこ

とは想定されるのか。 

                                                            

（答） 

・ 事業所毎に、「経験・技能のある介護職員」のグループを設定すること

が必要であるが、介護職員の定着が進み、勤続年数が長くなったこと等に

より、当該事業所で働く介護職員全てが、「経験・技能のある介護職員」で

あると認められる場合には、「経験・技能のある介護職員」であると認めら

れる場合には、「経験・技能のある介護職員」と「その他の職種」のみの設

定となることも想定される。 

・ この場合における配分ルールについては、当該事業所における「経験・

技能のある介護職員」の平均賃金改善額が、「その他の職種」の平均賃金

改善額の２倍より高いことが必要である。 

※ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（令和元年７月 23 日）

問 14 は削除する。 

(問１８) 

事業所における配分方法における「ただし、その他の職種の平均賃金

額が他の介護職員の賃金改善額を上回らない場合等はこの限りでない

こと。」とは、どのような意味か。 

（答） 

・ 特定加算については、介護職員の処遇改善という趣旨を損なわない程

度で、介護職以外の職員も一定程度処遇改善を可能とする柔軟な運用を

認めることとしており、この具体的な配分方法として、他の介護職員の平
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均賃金改善額については、その他の職種の平均賃金改善額の２倍以上と

なることを求めている。 

・ただし、その他の職種の平均賃金額が他の介護職員の平均賃金額を上

回らない場合においては、柔軟な取扱いを認め、両グループの平均賃金

改善額が等しくなる（１：１）までの改善を可能とするものである。 

なお、その他の職種全体では他の介護職員の平均賃金額を上回る場

合であっても、その他の職種のうち、他の介護職員の平均賃金額を上回ら

ない職種については、当該職種に限り、他の介護職員と平均賃金改善額

が等しくなるまでの改善を行うことも可能である。 

※ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（令和元年７月 23 

日）問 11 は削除する。 

(問１９) 

介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合事業を一体的に

運営している場合であっても、月額８万円の改善又は年収 440 万円とな

る者を２人設定する必要が 

あるのか。 また、その場合の配分ルール（グループ間の平均賃金改

善額 １：１：0.5）はどのような取扱いとなるのか。 

 

                                                            

（答） 

・ 事業所において、介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合

事業を一体的に行っており、同一の就業規則等が適用される等労務管理

が同一と考えられる場合は、法人単位の取扱いを適用するのではなく、同

一事業所とみなし、 

－ 月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者を１人以上設定する

こと 

－ 配分ルールを適用すること 

により、特定加算の算定が可能である。 

・ なお、介護給付のサービスと予防給付のサービス（通所リハビリテーシ

ョンと予防通所リハビリテーションなど）についても同様である。 

・ また、特別養護老人ホーム等と併設されている又は空所利用用型であ

る短期入所生活介護、介護老人保健施設等と短期入所療養介護について

も、同様に判断することが可能であるとともに、これらについては、介護老

人福祉施設又は介護老人保健施設等が特定加算を算定している場合に

おいて、短期入所生活介護等においても、同じ加算区分を算定することが

可能である。（短期入所生活介護等において特定加算（Ⅰ）を算定する場

合は、体制等状況一覧表における「併設本体施設における介護職員等特

定処遇改善加算Ⅰの届出状況」（あり／なし）の欄について、「あり」と届け

出ること。） 

※ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（令和元年７月 23 日）

問 12 は削除する。 

(問２０) 

職場環境等要件について、届出に係る計画の期間中に実施する処遇

改善の内容を全ての職員に周知していることとあるが、毎年度新たな取

組を行わなければならないのか。 

 

 

                                                            

（答） 

・ 介護職員等特定処遇改善加算における職場環境等要件については、

「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、

「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産

性向上のための業務改善の推進」及び「やりがい・働きがいの醸成」につ

いて、それぞれ１つ以上（令和３年度は、６つの区分から３つの区分を選択

し、選択した区分でそれぞれ１つ以上）の取組を行うことが必要である。 

・ 職場環境等要件については、令和３年度改定において、計画期間にお

ける取組の実施が求められることとされたが、これは毎年度新たな取組を

行うことまで求めるものではなく、前年度と同様の取組を当該年度に行うこ

とで、当該要件を満たすことも可能であること。 

※ 2019 年度年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 31 年４月 

13 日）問２は削除する。 
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(問２１) 

見える化要件について、令和３年度は算定要件とされないとあるが、令

和３年度においては特定加算に基づく取組を公表する必要はないのか。 

                                                            

（答） 

当該要件については、処遇改善加算及び特定加算の取得状況や、賃

金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容に関する公表を想定してい

るため、令和３年度においては要件としては求めず、令和４年度からの要

件とする予定。 

(問２２) 

2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.4）（令和２年３月 30 日）

問４において、「これにより難い合理的な理由がある場合」の例示及び推

計方法例が示されているが、勤続年数が長い職員が退職し、勤続年数の

短い職員を採用した場合等は、これに該当するのか。またどのように推

計するのか。 

                                                            

（答） 

・ 賃金改善の見込額と前年度の介護職員の賃金の総額との比較につ

いては、改善加算及び特定加算による収入額を上回る賃金改善が行われ

ていることを確認するために行うものであり、勤続年数が長い職員が退職

し、職員を新規採用したことにより、前年度の介護職員の賃金の総額が基

準額として適切でない場合は、「これにより難い合理的な理由がある場合」

に該当するものである。 

・ このような場合の推計方法について、例えば、前年度の介護職員の賃

金の総額は、 

－ 退職者については、その者と同職であって勤務年数等が同等の職員

が、前年度在籍していなかったものと仮定した場合における賃金総額を推

定する 

－ 新規採用職員については、その者と同職であって勤務年数等が同等

の職員が、前年度在籍したものと仮定した場合における賃金総額を推定

する 

等が想定される。 

・ 具体的には、 

－ 勤続 10 年の者が前年度 10 人働いていたが、前年度末に５人退職

し 

－ 勤続１年目の者を今年度当初に５人採用した場合には、 

仮に、勤続年数が同一の者が全て同職であった場合、前年度、 

－ 勤続 10 年の者は５人在籍しており、 

－ 勤続１年の者は 15 人在籍していたものとして、 

賃金総額を推計することが想定される。 

 

＜推計の例＞勤続年数が同一の者が全て同職の場合 

 勤続 10 年 勤続 5 年 勤続 1 年 

前
年
度 

実際の人数 10 人 10 人 10 人 

推計に当たっ

ての人数 

５人 

→10 人の

う ち 、 ５ 人

は在籍しな

かったも 

のと仮定 

10 人 

→ 実際と

同様 

15 人 

→10 人に

加え、５人 

在籍したも

のと仮定 

今年度 5 人 10 人 15 人 
 

(問２３) 

処遇改善計画書において「その他の職種（C）には、賃金改善前の賃金

が既に年額 440 万円を上回る職員の賃金を含まないこと。」との記載が

あるが、年額 440 万円を上回る職員は「前年度の一月当たりの常勤換

算職員数」についてどのように取り扱うのか。 

                                                            

（答） 

・ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 31 年４月 13 

日）問 13 のとおり、平均賃金額の計算における母集団には、賃金改善を

行う職員に加え、賃金改善を行わない職員も含めることとしており、年額 

440 万円を上回る職員も、「前年度の一月当たりの常勤換算職員数」に含

めることとなる。 
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(問２４) 

処遇改善計画書の作成時においては、特定加算の平均の賃金改善額

の配分ルールを満たしており、事業所としても適切な配分を予定していた

ものの、職員の急な退職等によりやむを得ず、各グループに対して計画

書通りの賃金改善を行うことができなくなった結果、配分ルールを満たす

ことができなかった場合、どのような取扱いとすべきか。 

                                                            

（答） 

・ 職員の退職等のやむを得ない事情により、配分ルールを満たすこと

が困難になった場合は、実績報告にあたり、合理的な理由を求めることと

すること。（令和２年度実績報告書においては、申出方法は問わないが、

令和３年度においては、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処

遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提

示について」（令和３年３月 16 日老発 0316 第第４号）でお示しした実績

報告書（様式３－１）の「⑥その他」に記載されたい。） 

 

・ なお、その場合でも、特定加算による収入額を上回る賃金改善が必要

である。 

(問２５) 

介護福祉士の配置等要件について、喀痰吸引を必要とする利用者の

割合についての要件等を満たせないことにより、入居生活継続支援加算

や日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、３か月以上継

続した場合には、変更の届出を行うこととされているが、喀痰吸引を必要

とする利用者の割合以外にどの要件が認められるのか。 

（答） 

・ 入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算における喀痰吸引を必

要とする利用者の割合に関する要件に加え、日常生活継続支援加算の新

規入所者の要介護度や認知症日常生活自立度に係る要件が含まれるも

のである。 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ （Vol.3）」（令和 3 年 3 月 26 日） 

【介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算】 

(問 127) 

職場環境等要件に基づく取組として「介護職員の身体の負担軽

減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護

機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施」が設けられたが、

新たに取組みを行うにあたり参考にできるものはあるか。 

（答） 

介護職員の腰痛予防対策の観点から、「職場における腰痛予防対策指針」（平成 

25 年６月 18 日付基発 0618 第３号「職場における腰痛予防対策の推進につい

て」参考２別添）を公表しており参考にされたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000034et4att/2r98520000034pjn_1.pdf 

 

３５ 介護職員等特定処遇改善加算 （病）・（診）・（老） 

根拠法令等 

厚告２１ 別表３イ（２０） 

(20) 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護療養型医

療施設が、入院患者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(一) 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) (1)から(18)までにより算定した単位数の 1000 分の 15 に相当する単位数 

(二) 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) (1)から(18)までにより算定した単位数の 1000 分の 11 に相当する単位数 

(※)厚生労働大臣が定める基準：厚告９５ 第９９号の２ 

九十九の二 介護療養施設サービスにおける介護職員等特定処遇改善加算の基準 

第六号のニの規定を準用する。 

六のニ 訪問入浴介護費における介護職員等特定処遇改善加算の基準 

イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特

定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

（一）経験・技能のある介護職員のうち一人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額八万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額四百四

十万円以上であること。ただし、介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場

合はこの限りでないこと。 
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（二）指定訪問入浴介護事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員（経験・技能のある介護

職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。 

（三）介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の

見込額の平均の二倍以上であること。ただし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃金額を

上回らない場合はその限りでないこと。 

（四）介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額四百四十万円を上回らないこと。 

（２） 当該指定訪問入浴介護事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇

改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。 

（３） 介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事

業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について都道

府県知事に届け出ること。 

（４） 当該指定訪問入浴介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。 

（５） 訪問入浴介護費におけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかを届け出ていること。 

（６） 訪問入浴介護費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。 

（７） （２）の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。）及び当該職員

の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。 

（８） （７）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。 

ロ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） イ（１）から（４）まで及び（６）から（８）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 
 

 

老企４０ 第２の７ 

(38) 介護職員等特定処遇改善加算について 

2 の(23)を準用する。 

2 短期入所生活介護 

(23) 介護職員等特定処遇改善加算について 

 介護職員等特定処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースア

ップ支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。 

 ※参考 

 令和３年３月 16 日老発 0316 第４号「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」は令和４年９月 30 日をもって廃止。 

 

●介護保険最新情報 vol.719「2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成 31 年４月 1２ 日）」の送付について （平成 31 年４

月 12 日） 

【介護職員等特定処遇改善加算】○取得要件について 

（問１） 

介護職員等特定処遇改善加算は、勤続 10 年以上の介護福祉士がいな

ければ取得できないのか。 

（答） 

 介護職員等特定処遇改善加算については、 

・ 現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得していること 

・ 介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っ

ていること 

・ 介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載

等を通じた見える化を行っていること 

を満たす事業所が取得できることから、勤続 10 年以上の介護福祉士が

いない場合であっても取得可能である。 

（問３） 

 ホームページ等を通じた見える化については、情報公表制度を活用しな

いことも可能か。 

（答） 

 事業所において、ホームページを有する場合、そのホームページを活用

し、 

・ 介護職員等特定処遇改善加算の取得状況 

・ 賃金改善以外の処遇改善に関する具体的な取組内容 
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を公表することも可能である。 

○配分対象と配分ルールについて 

（問４） 

 経験・技能のある介護職員について、勤続 10 年以上の介護福祉士を

基本とし、介護福祉士の資格を有することを要件としつつ、勤続 10 年の

考え方については、事業所の裁量で設定できることとされているが、どの

ように考えるのか。 

（答） 

 「勤続 10 年の考え方」については、 

・ 勤続年数を計算するにあたり、同一法人のみだけでなく、他法人や医

療機関等での経験等も通算する 

・ すでに事業所内で設けられている能力評価や等級システムを活用する

など、10 年以上の勤続年数を有しない者であっても業務や技能等を勘案

して対象とする 

など、各事業所の裁量により柔軟に設定可能である。 

（問５） 

 経験・技能のある介護職員に該当する介護職員がいないこととすること

も想定されるのか。その場合、月額８万円の賃金改善となる者又は処遇

改善後の賃金が役職者を除く全産業平均賃金（440 万円）以上となる者を

設定・確保することは必要か。 

（答） 

 ・ 経験・技能のある介護職員については、勤続年数 10 年以上の介護

福祉士を基本とし、各事業所の裁量において設定することとなり、処遇改

善計画書及び実績報告書において、その基準設定の考え方について記

載することとしている。 

・ 今回、公費 1000 億円程度（事業費 2000 億円程度）を投じ、経験・技能

のある介護職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を行

うという介護職員等特定処遇改善加算の趣旨を踏まえ、事業所内で相対

的に経験・技能の高い介護職員を「経験・技能のある介護職員」のグルー

プとして設定し、その中で月額８万円の賃金改善となる者等を設定するこ

とが基本となる。 

・ ただし、介護福祉士の資格を有する者がいない場合や、比較的新たに

開設した事業所で、研修・実務経験の蓄積等に一定期間を要するなど、介

護職員間における経験・技能に明らかな差がない場合などは、この限りで

ない。なお、このような「経験・技能のある介護職員」 

のグループを設定しない理由についても、処遇改善計画書及び実績報書

に具体的に記載する必要がある。 

・ どのような経験・技能があれば「経験・技能のある介護職員」のグルー

プに該当するかについては、労使でよく話し合いの上、事業所ごとに判断

することが重要である。 

（問６） 

 月額８万円の処遇改善を計算するに当たり、現行の介護職員処遇改善

加算による改善を含めて計算することは可能か。 

（答） 

月額８万円の処遇改善の計算に当たっては、介護職員等特定処遇改

善加算にもよる賃金改善分で判断するため、現行の介護職員処遇改善加

算による賃金改善分とは分けて判断することが必要である。 

（問７） 

 処遇改善後の賃金が、役職者を除く全産業平均賃金（440 万円）以上か

を判断するにあたっての賃金に含める範囲はどこまでか。 

（答） 

 「経験・技能のある介護職員」のうち設定することとしている「月額８万円

の処遇改善」又は「処遇改善後の賃金が役職者を除く全産業平均賃金

（440 万円）以上」の処遇改善となる者に係る処遇改善後の賃金額につい

ては、手当等を含めて判断することとなる。なお、「月額８万円」の処遇改

善については、法定福利費等の増加分も含めて判断し、処遇改善後の賃

金「440 万円」については、社会保険料等の事業主負担その他の法定福

利費等は含まずに判断する。 

（問８） 

 2019 年度は 10 月から算定可能となるが、経験・技能のある介護職員

について、処遇改善後の賃金が、役職者を除く全産業平均賃金（440 万

円）以上かを判断するにあたり、考慮される点はあるのか。 

（答） 

 処遇改善後の賃金が年額 440 万円以上となることが原則であるが、介

護職員等特定処遇改善加算が 10 月施行であることを踏まえ、2019 年度

の算定に当たっては、６月間又はそれ以下の期間の介護職員等特定処

遇改善加算を加えても年収 440 万円以上を満たすことが困難な場合、12 
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月間加算を算定していれば年収 440 万円以上となることが見込まれる場

合であっても、要件を満たすものとして差し支えない。 

（問９） 

 その他の職種の 440 万円の基準を判断するにあたって、賃金に含める

範囲はどこまでか。 

（答） 

 その他の職種の440 万円の基準については、手当等を含めて判断する

こととなる。なお、法定福利費等は含めない。 

（問 10） 

その他の職種の 440 万円の基準についての非常勤職員の給与の計

算はどのように行うのか。 

（答） 

 その他の職種の 440 万円の基準についての非常勤職員の給与の計算

に当たっては、常勤換算方法で計算し賃金額を判断することが必要であ

る。 

（問 11） 

 小規模な事業所で開設したばかりである等、設定することが困難な場合

に合理的な説明を求める例として、８万円等の賃金改善を行うに当たり、

これまで以上に事業所内の階層・役職やそのための能力・処遇を明確化

することが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに

一定期間を要する場合が挙げられているが、「一定期間」とはどの程度の

期間を想定しているのか。 

（答） 

 ・ 実際に月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者を設定するには

これまで以上に事業所内の階層・役職やそのための能力・処遇を明確化

することが必要になるため、時間を要する可能性があるが、規程の整備

等については適切にご対応いただきたい。 

・ 当該地域における賃金水準や経営状況等、それぞれ状況は異なること

から、「一定期間」を一律の基準で定めることや計画を定めて一定の期間

で改善を求めることは適切でない。 

（問 12） 

 各グループの対象人数に関して、「原則として常勤換算方法による」とさ

れているが、どのような例外を想定しているのか。 

（答） 

 各グループにおける平均賃金改善額を計算するに当たっては、経験・技

能のある介護職員及び他の介護職員については、常勤換算方法による

人数の算出を求めている。一方で、その他の職種については、常勤換算

方法のほか、実人数による算出も可能であり、各事業所における配分ル

ールにも影響することも踏まえ、労使でよく話し合いの上、適切に判断さ

れたい。 

（問 13） 

 平均改善額の計算にあたり、母集団に含めることができる職員の範囲

はどこまでか。 

（答） 

 賃金改善を行う職員に加え、賃金改善を行わない職員についても、平均

改善額の計算を行うにあたり職員の範囲に含めることとなる。 

○指定権者への届け出について 

（問 14） 

 実績報告に当たって、積算の根拠となる資料は「求められた場合には、

提出できるようにしておく」とあるが、予め提出を求めても差し支えない

か。 

（答） 

・ 今後とも見込まれる厳しい介護人材不足の中、国会等でも介護事業所

の事務負担・文書量の大幅な削減が強く求められている。 

・ 過去の経緯等を踏まえ、特定の事業所に個別に添付書類の提出を求

めることは差し支えないが、各事業所における賃金改善の方法や考え方

については、処遇改善計画書及び実績報告書において記載を求めてお

り、また職員の個々の賃金改善額は柔軟に決められる一方、各グループ

の平均賃金改善額のルールを設け、実績報告書に記載を求めるものであ

り、更に詳細な積算資料（各職員の賃金額や改善額のリスト等）の事前提

出を一律に求めることは想定していない。 

（問 15） 

 介護職員等特定処遇改善加算については、法人単位の申請が可能とさ

れているが、法人単位での取扱いが認められる範囲はどこまでか。 

（答） 

・ 法人単位での取扱いについては、 

・ 月額８万円の処遇改善となる者又は処遇改善後の賃金が役職者を

除く全産業平均賃金（440 万円）以上となる者を設定・確保 

・ 経験・技能のある介護職員、他の介護職員、その他の職種の設定が

可能である。 

・ また、法人単位で月額８万円の処遇改善となる者等の設定・確保を行う

場合、法人で一人ではなく、一括して申請する事業所の数に応じた設定が

必要である。なお、事業所の中に、設定することが困難な事業所が含まれ
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る場合は、実態把握に当たりその合理的理由を説明することにより、設定

の人数から除くことが可能である。 

・ なお、取得区分が（Ⅰ）、（Ⅱ）と異なる場合であっても、介護職員等特定

処遇改善加算の取得事業所間においては、一括の申請が可能である（未

取得事業所や処遇改善加算の非対象サービスの事業所、介護保険制度

外の事業所については一括した取扱いは認められない。）。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.734「2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)」（令和元年７月２３日） 

○ 取得要件について 

（問１） 

介護福祉士の配置等要件（サービス提供体制強化加算等の最も上

位の区分を算定していることとする要件。以下同じ。）について、年度

途中で、喀痰吸引を必要とする利用者の割合に関する要件等を満た

せないことにより、入居継続支援加算等を算定できない状況が状態化

し、３ヶ月以上継続した場合に、変更の届出を行うとされているが、特

定加算（介護職員等特定処遇改善加算をいう。以下同じ。）の算定は

いつからできなくなるのか。 
 

（答） 

・特定加算（Ⅰ）の算定に当たっては、介護福祉士の配置等要件を満たす

必要があるところ、その要件の適合状況に変更があった場合は、変更の

届出を行うこととしているが、「喀痰吸引を必要とする利用者の割合につ

いての要件等を満たせないことにより、入居継続支援加算等を算定でき

ない状況」については、直ちに変更することを求めるものではなく、当該状

況が常態化し、３か月間を超えて継続した場合に変更の届出を行うことと

している。 

・このような変更の届出を行った場合、４か月目より加算の算定できな

くなるため、各事業所の状況に応じて、適切な届出、請求を行うよう努

められたい。 
 

（問２） 

問１のような特定加算の区分の変更の届出に関する３か月間の経

過措置について、訪問介護における特定事業所加算も同様の特例が

認められるのか。 
 

（答） 

・入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算については、喀痰吸引を

必要とする利用者の割合に関する要件等を満たせないことにより算定で

きない状況となった場合に、３か月間の経過措置を設けているものであ

る。 

・訪問介護については、特定事業所加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算定により介護

福祉士の配置等要件を満たすことができることとしている。このため、喀

痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせず特定事

業所加算（Ⅰ）が算定できなくなったとしても、特定事業所加算（Ⅱ）を算定

し、特定加算（Ⅰ）を算定することが可能であるため、３ヶ月の経過措置の

対象とはならない。なお、特定事業所加算（Ⅱ）を算定できない場合は、特

定加算（Ⅱ）を算定することとなるため、変更の届出が必要である。 

（問３） 

特定加算（Ⅰ）について、計画届出時点において、介護福祉士の配

置等要件を満たしてなければ算定できないのか。 
 

（答） 

原則、計画書策定時点において、サービス提供体制強化加算等を算定

している等、介護福祉士の配置等要件を満たしていることが必要である。

一方で、計画書策定時点では算定していないものの、特定加算（Ⅰ）の算

定に向け、介護福祉士の配置等要件を満たすための準備を進め、特定加

算の算定開始時点で、介護福祉士の配置等要件を満たしていれば算定

することが可能である。 

（問４） 

介護予防・日常生活支援総合事業における訪問介護従前相当サー

ビスについては、特定事業所加算がないところ、特定加算（Ⅰ）を算定

するにはどうすれば良いか。 
 

（答） 

「地域支援事業実施要綱」（一部改正：平成 31 年４月 26 日付老発 0426

第５号）において、「対象事業所が、併設の指定訪問介護事業所において

特定事業所加算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していることを要件とする」ことと

しており、当該要綱に基づいて対応されたい。 

（問５） 

事業所において、介護プロフェッショナルキャリア段位制度を導入

（答） 

介護プロフェッショナルキャリア段位制度については、現在、一般社団
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し、人事考課と連動している場合、職場環境等要件の「資質の向上」の

取組を行っている事業所として取り扱って良いか。また、現行加算の

キャリアパス要件を満たしたことになるのか。 
 

法人シルバーサービス振興会が介護事業所や施設等に勤務する介護職

員の実践的な職業能力を評価、認定するという仕組みとして実施している

もの。そのため、この取組を行っている場合、現行加算のキャリアパス要

件（Ⅱ）を満たし、また職場環境等要件の「資質の向上」の項目の一つで

ある「研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動」の取組を行っ

ているものとして取り扱う。 

※参考 

○「介護キャリア段位制度の実施について」（平成25年２月８日事務連絡）

（抜粋） 

問 介護事業所・施設において介護キャリア段位制度を導入した場合、介

護職員処遇改善加算のキャリアパス要件を満たしたことになるのか。 

（答） 

介護事業所・施設において、資質向上のための計画に沿って、OJT の一

環として介護キャリア段位制度を導入し、全ての介護職員に周知した場

合、以下の②に適合するため、介護職員処遇改善加算のキャリアパス要

件を満たしたことになる。 

【キャリアパス要件】 

次に掲げる基準のいずれかの基準に適合すること。 

① 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

a 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員

の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

b ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している

こと。 

② 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

a 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る

研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

b ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

 

○「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」（平成 30 年３月 22 日老発 0322 第２号厚生

労働省老健局長通知） 

（キャリアパス要件Ⅱ） 

次のイ及びロの全てに適合すること。 

イ 介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資

質向上の目標及び一又は二に掲げる事項に関する具体的な計画を策定

し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

一資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を

実施（OJT、OFF-JT 等）するとともに、介護職員の能力評価を行うこと。 

二資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の

付与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施すること。 

ロ イについて、全ての介護職員に周知していること。  

 

（問６） 

見える化要件（特定加算に基づく取組についてホームページへの掲

載等により公表することを求める要件。以下同じ。）について、通知に

「2020 年度より算定要件とすること」とあるが、2019 年度においては特

定加算に基づく取組を公表する必要はないのか。 
 

（答） 

当該要件については、特定加算も含めた処遇改善加算の算定状況や、

賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容に関する公表を想定し

ているため、2019 年度においては要件としては求めず、2020 年度からの

要件としている。 

（問７） （答） 
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情報公表制度の報告対象外でかつ事業所独自のホームページを

有しない場合、見える化要件を満たすことができず、特定加算を算定

できないのか。 
 

・見える化要件を満たすには、特定加算に基づく取組について、ホームペ

ージへの掲載等により公表していることを求めている。 

・具体的には、介護サービスの情報公表制度を活用していることを原則求

めているが、この制度の対象となっていない場合は、外部の者が閲覧可

能な形で公表することが必要である。その手法としては、ホームページの

活用に限らず、事業所・施設の建物内の入口付近など外部の者が閲覧可

能な場所への掲示等の方法により公表することも可能である。 

（問８） 

特定加算（Ⅱ）の算定に当たっては、介護福祉士の配置等要件を満

たす必要がないが、この場合であっても、経験・技能のある介護職員

のグループを設定する必要があるのか。 
 

（答） 

・介護福祉士の配置等要件は特定加算（Ⅰ）の算定要件である一方で、経

験・技能のある介護職員のグループの設定等は事業所内における配分

ルールとして設定しているものである。このため、特定加算（Ⅱ）を算定す

る場合であっても、経験・技能のある介護職員のグループの設定が必要

である。 

・なお、事業所の事情に鑑み経験・技能のある介護職員に該当する介護

職員がいない場合の取扱いについては、2019 年度介護報酬改定に関す

る Q&A（Vol.１）問５を参照されたい。 

○ 配分対象と配分ルールについて 
 

（問９） 

2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 31 年４月 12

日）問６に「月額８万円の処遇改善を計算するに当たっては、現行の介

護職員処遇改善加算による賃金改善分と分けて判断することが必要」

とされているが、「役職者を除く全産業平均賃金（440 万円）以上か」を

判断するに当たっては、現行の介護職員処遇改善加算による改善を

含めて計算することは可能か。 
 

（答） 

経験・技能のある介護職員のグループにおいて、月額平均８万円以上

又は賃金改善後の賃金が年額 440 万円以上となる者（以下この Q&A に

おいて「月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者」という。）を設定す

ることを求めている。この年収 440 万円を判断するに当たっては、現行の

介護職員処遇改善加算による改善を含めて計算することが可能である。 

（問 10） 

経験・技能のある介護職員のグループにおいて、月額８万円の改善

又は年収 440 万円となる者を設定することについて、「現に賃金が年

額 440 万円以上の者がいる場合にはこの限りでない」とは、具体的に

どのような趣旨か。 
 

（答） 

・今回の特定加算については、公費1000億円（事業費2000億円程度）を投

じ、リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準（＝440万

円）を目指し、介護職員の更なる処遇改善を行うものである。 

・特定加算による改善を行わなくとも、経験・技能のある介護職員のグル

ープ内に、既に賃金が年額 440 万円以上である者がいる場合には、当該

者が特定加算による賃金改善の対象となるかに関わらず、新たに月額８

万円の改善又は年収440万円となる者を設定しなくても、特定加算の算定

が可能である。 

（問 13） 

本部の人事、事業部等で働く者など、法人内で介護に従事していな

い職員について、「その他職種」に区分し、特定加算による処遇改善の

対象とすることは可能か。 
 

（答） 

特定加算の算定対象サービス事業所における業務を行っていると判断

できる場合には、その他の職種に含めることができる。 

（問 15） 

特定加算によって得られた加算額を配分ルール（グループ間の平

均賃金改善額が2：1：0.5）を満たし配分した上で、更に事業所の持ち出

しで改善することは可能か。 
 

（答） 

・各事業所において、特定加算による処遇改善に加え、事業所の持ち出し

で処遇改善を行うことは可能である。 

・この場合においては、特定加算による賃金改善分について配分ルール

を満たしていることを確認するため、実績報告書における賃金改善所要

額、グループごとの平均賃金改善額等においては、特定加算による賃金

改善額を記載のうえ、持ち出しにより更なる賃金改善を行った旨付記する

こと（改善金額の記載までは不要）。 

（問 16） 

看護と介護の仕事を 0.5 ずつ勤務している職員がいる場合に、「経

（答） 

勤務時間の全てでなく部分的であっても、介護業務を行っている場合
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験・技能のある介護職員」と「その他の職種」それぞれに区分しなけれ

ばならないのか。 
 

は、介護職員として、「経験・技能のある介護職員」、「他の介護職員」に区

分することは可能。なお、兼務職員をどのグループに区分するか、どのよ

うな賃金改善を行うかについては、労働実態等を勘案し、事業所内でよく

検討し、対応されたい。 

（問 17） 

介護サービスや総合事業、障害福祉サービス等において兼務して

いる場合、配分ルールにおける年収はどのように計算するのか。 
 

（答） 

どのサービスからの収入かに関わらず、実際にその介護職員が収入と

して得ている額で判断して差し支えない。 

（問 18） 

その他の職種に配分しない場合、計画書は空欄のままでよいか。 
 

（答） 

その他の職種に配分しない場合等においては、人数部分につい

て、「０（ゼロ）」等と記載する等記入漏れと判断されることがないように

されたい。問 
 

（問 19） 

「役職者を除く全産業平均賃金（440 万円）」とはどのような意味か。

440 万円を判断するにあたり、役職者は抜いて判断する必要があるの

か。 
 

（答） 

・特定加算の趣旨は、リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない

賃金水準を目指すものであり、その具体的な水準として、役職者を除く全

産業平均の賃金である年額 440 万円の基準を定めているもの。 

・年額 440 万円の基準を満たしているか判断するに当たっては、役職者で

あるかどうかではなく、事業所毎で設定された、経験・技能のある介護職

員の基準に該当するか否かで判断されたい。 

 

○ その他 

（問 20） 

本来は 10 月から特定加算を算定し、これによる賃金改善を行うこと

になるが、法人・事業所の賃金制度が年度単位であることに合わせる

ため、年度当初から特定加算を織り込んで賃金改善を行いたいと考え

た場合、４～10 月分の賃金改善に特定加算を充てることは可能か。

（例：10 月から月２万円の賃金改善を行うのではなく、４月から月１万

円の賃金改善を行う場合） 
 

（答） 

・今般の特定加算については、年度途中から開始するものであり、給与体

系等の見直しの時期が、年に１回である事業所等において、既に年度当

初に今回の特定加算の配分ルールを満たすような賃金改善を行っている

場合も想定される。 

・こうした場合には、その年度当初から10月より前に行っていた賃金改善

分について、介護職員等特定処遇改善加算を充てることも差し支えない。 

・なお、当該取扱いを行う場合にあっても介護職員の賃金低下につながら

ないようするとともに、事業所内でよく検討し、計画等を用いて職員に対し

周知することが必要である。 

（問 21） 

法人単位で複数事業所について一括申請しており、そのうち一部事

業所において加算区分の変更が生じた場合、変更届出は必要か。 
 

（答） 

計画書における賃金改善計画、介護福祉士の配置等要件に変更が生

じた場合は、必要な届出を行うこととなる。 

 

●介護保険最新情報 vol.738「2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.3)（令和元年 8 月 29 日）」の送付について （令和元年 8 月

29 日） 

(問１) 

2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成31年４月12日）

問 15 で、法人単位での取扱いについて触れられているが、法人単位

で配分ルールを設定した場合、計画書の提出等はどのような取扱いと

なるのか。 
 

（答） 

法人単位で配分ルールを設定し処遇改善を行う場合であっても、「介護

職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及

び様式例の提示について（平成 31 年４月 12 日老発 0412 第８号厚生労働

省老健局長通知）」（４）の複数の介護サービス事業所等を有する介護サ

ービス事業所等の特例に基づき、指定権者毎に申請が必要である。 

(問２) 

介護職員等特定処遇改善加算を取得するため就業規則等の変更を

行う際、役員会等の承認を要するため、令和元年度について、その承

認が提出期限の８月末までに間に合わない場合、介護職員等特定処

遇改善加算は算定できないのか。 
 

（答） 

計画書に添付する就業規則等について、令和元年度については、８月

末時点の提出期限までに内容が確定していない場合には、その時点での

暫定のものを添付することとしてよい。ただし、その内容に変更が生じた

場合、確定したものを本年 12 月 13 日までに指定権者に提出すること。 
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(問３) 

今般の介護職員等特定処遇改善加算は、10 月から開始されるところ

であるが、介護職員等特定処遇改善計画書の賃金の総額欄の記載は

どのようにすればいいか。 
 

（答） 

計画書については、年度毎に提出するものであることから、年度単位で

記載することが必要であるが、2019 年 10 月から算定する場合において

は、前年度の賃金の総額欄については、前年度の賃金の６月分を記載す

ることを想定している。 

(問４) 

今般の介護職員等特定処遇改善加算は、10 月から開始されるところ

であるが、賃金改善実施期間の設定については、10月から３月までの

期間にしなければならないのか。 
 

（答） 

「介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について（平成 31 年４月 12 日老発 0412 第８号

厚生労働省老健局長通知）」の様式例の「⑩賃金改善実施期間」の欄に記

載のとおり、原則 10 月～翌年３月を想定しているが、以下の条件を満た

す場合は、事業者が任意に選択することも可能である。 

①月数は加算算定月数と同じでなければならない。 

②当該年度の加算算定の根拠となるサービス提供の期間の初月から、当

該年度の介護職員等特定処遇改善加算支払終了月の翌月までの連続す

る期間でなければならない。 

① 各年度において重複してはならない。 

 

●介護保険最新情報 vol.799「2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.4)」（令和 2 年 3 月 30 日） 

【介護職員処遇改善加算・特定処遇改善加算の様式関係】 

（問１） 

 令和２年４月分の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定

する場合、介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書の

提出期限はいつまでか。 

（答） 

・令和２年４月分の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を取得

しようとする介護サービス事業所等は、令和２年４月15日までに介護職員

処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書を提出する必要があ

る。 

（問２） 

 地域密着型サービスの事業所であって、所在する市町村以外の市町村

から地域密着型サービスの指定（みなし指定を含む。）を受けている事業

所等において、介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定す

る場合、介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書につ

いては、どのように記載すればいいのか。 

（答） 

・指定権者毎に、以下の記載例を参考に、別紙様式２－２（介護職員処遇

改善計画書（施設・事業所別個表））又は別紙様式２－３（介護職員等特定

処遇改善計画書（施設・事業所別個表））を作成することとなる。 

・なお、この場合においても賃金改善の計画については、１つのものとし

て作成することとなる。 

（参考：記載例）←省略 

（問３） 

保険給付の訪問介護と総合事業における従前相当の訪問介護を実施し

ている場合で、同一事業所とみなしたときの介護職員処遇改善計画書・介

護職員等特定処遇改善計画書（実績報告書）については、どのように記載

するのか。 

（答） 

・本Ｑ＆Ａ問２と同様に扱われたい。 

 

（問４） 

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書において、介

護職員（職員）の賃金の総額を計算するに当たり、「なお、これにより難い

合理的な理由がある場合に 

は、他の適切な方法により前年度の（介護職員）の賃金の総額を推定す

るものとする」とされているが、「これにより難い合理的な理由がある場

合」とは、例えばどのような場合を想定しているのか。 

（答） 

・これにより難い合理的な理由がある場合としては、例えば、 

- 前年の 10 月に事業所を新設した等サービス提供期間が 12 ヶ月に満た

ない場合、 

- 申請する前年度において職員の退職などにより職員数が減少し、基準

額となる賃金総額として適切でない場合、 

- 前年（１～12 月）の途中から事業規模の拡大又は縮小を行い、申請年

度においては、変更後の事業規模で実施する予定である等、当該年度の

賃金総額として適切な規模に推定する必要がある場合等を想定してい

る。 

・ なお、具体的な推計方法については、例えば、 
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- サービス提供期間が 12 ヶ月に満たない場合は、12 ヶ月サービスを提

供していたと仮定した場合における賃金水準を推計すること 

- 事業規模を拡大した場合は、比較時点にいない職員について、当該職

員と同職であって、勤務年数等が同等の職員の賃金水準で推計すること

等が想定される。 

また、複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業所

において、当該申請に関係する事業所等に増減があった場合は、変更の

届出が必要とされているが、例えば、事業所が増加することにより、職員

も増えた場合における推計方法は、当該職員と同職であって勤務年数等

が同等の職員の賃金水準で推計し、前年度（前年の１～12 月）の賃金総

額を推計することが想定される。 

（問５）  

令和２年度の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を算定する

に当たり、介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算の「前年度の賃

金の総額」を算出する場合の「賃金の総額」や「加算の総額」、「各介護サ

ービス事業者等の独自の賃金改善額」は、どのように記載すればいい

か。 

（答） 

・賃金改善の見込額の算出に当たっては、前年度の賃金の総額等と加算

の見込額を比較し計算することとしているが、前年度の賃金の総額等に

ついては、原則、加算を取得する前年の１月～12 月の実績に基づき記載

することを想定している。 

・令和元年 10 月から特定処遇改善加算を算定している場合の令和２年度

の当該加算の取扱いに関しては、 

- 特定処遇改善加算の総額について、10 月～12 月の実績（10 月から算

定した場合は、10月サービス提供分について、12月に各都道府県の国保

連から支払われた収入）から 12 ヶ月分を推計（10 月サービス提供分の介

護報酬総単位数を用いて計算）し、 

- 前年度の介護職員（職員）の賃金の総額について、特定処遇改善加算

の総額（12 ヶ月分を推計した額）と同額を前年度の介護職員（職員）の賃

金の総額に含めて計算すること（独自の賃金改善を行っている場合は、

当該額を含めること）等が想定されるが、個別の状況に応じ判断された

い。 

なお、独自の賃金改善を行っていない場合には、特定処遇改善加算の総

額（12 ヶ月分を推計した額）と同額が前年度の介護職員（職員）の賃金の

総額に含まれることから、相殺されることとなる。 

・ また、本項目については、「賃金改善の見込額」が「処遇改善加算の見

込額」を上回ることを確認するものであり、独自の賃金改善額についても

前年の１月～12 月の実績に基づき記載することを想定している。 

（問６）  

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書における「前

年度における介護サービス事業者等の独自の賃金改善額」には、どのよ

うなものを記載するのか。 

（答） 

・介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書を提出する

前年度において介護サービス事業者等が、加算額を上回る賃金改善を行

うために実施した賃金改善額（初めて処遇改善加算を取得した年度（交付

金を取得している場合については交付金を初めて取得した年度）以降に、

新たに行ったものに限る。手当や定期昇給によるものなど賃金改善の手

法は問わない。）について、記載することを想定している。 

・なお、このため、加算額を上回る賃金改善を行うために実施した「以前か

ら継続している賃金改善」についても記載することは可能である。 

（問７）  

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書において、様

式２－１の「(3)賃金改善を行う賃金項目及び方法」のうち、「イ介護職員処

遇改善加算」と「ロ介護職員等特定処遇改善加算」の「具体的な取組内

容」で、記載が求められる「（上記取組の開始時期）」は、どの時点の年月

（答） 

・「イ介護職員処遇改善加算」については、初めて介護職員処遇改善加算

を取得した年月を、「ロ介護職員等特定処遇改善加算」については、特定

処遇改善加算を取得した年月を記載することを想定している。 
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を記載するのか。 

（問８）  

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書に「加算対象

となる職員の勤務体制及び資格要件を確認しました。」の欄があり、証明

する資料の例として、介護福祉士登録証があるが、この資格要件につい

ては特定処遇改善加算を算定する場合のみチェックするという認識で良

いか。 

（答） 

・お見込みのとおり。 

（問９）  

別紙様式２－１介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画

書における「⑦平均賃金改善額」の「ⅲ前年度の一月当たりの常勤換算

職員数」は、「原則として、本計画書を提出する前月の常勤換算方法によ

り算出する」とされているが、職員数の変動があった場合など、前月の実

績を用いることが適当でないと考えられる事業所においては、過去３ヶ月

の平均値や前々月の実績など、他の期間の実績を用いることは可能か。 

（答） 

・お見込みのとおり。 

【特定処遇改善加算】 

（問 10）  

令和２年度からの介護職員処遇改善加算、特定処遇改善加算について、

「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基

本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（老発 0305

第６号令和２年３月５日付厚生労働省老健局長）が発出されたが、令和元

年度の実績報告は、本通知に基づき行うのか。 

（答） 

・本通知については、令和２年度の介護職員処遇改善加算及び特定処遇

改善加算に係る届出から適用するものであり、令和元年度の実績報告に

ついては、「介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」（老発0412 第８号平成31 年４

月 12 日付厚生労働省老健局長）に基づき報告することとなる。 

（問 11）  

特定処遇改善加算の見える化要件については、2020 年度から算定要件

とするとされていたが、令和２年度の特定処遇改善加算を算定する場合、

介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書にはこの「見

える化要件」についてどのように記載するのか。 

（答） 

・見える化要件について情報公表システムを活用し満たす予定の事業所

については、掲載予定にチェックし、提出いただきたい。 

（問 12）  

共生型サービスを提供する事業所において、特定処遇改善加算を算定す

る場合、月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者の設定は、介護サ

ービスのみで設定する必要があるのか。 

（答） 

・介護保険の共生型の指定を受け共生型サービスを提供している事業所

においては、介護保険の共生型サービスとして、月額８万円又は年額 440

万円の改善の対象となる者について、１人以上設定する必要がある。な

お、小規模事業所等で加算額全体が少額である場合等は、その旨説明す

ること。また、介護サービスと障害福祉サービスを両方行っている事業所

についても同様に扱われたい。 

（問 13）  

2019 年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.2）問１において「入居継続支

援加算等を算定できない状況が常態化し、3 か月以上継続した場合に変

更の届け出を行う」とあるが、特定処遇改善加算の算定区分が変更となる

のはいつからか。 

（答） 

・入居継続支援加算等を算定できない状況が常態化し、3 か月以上継続し

た場合に変更の届け出を行うこととなるが、2019 年度介護報酬改定に関

するＱ＆Ａ（Vol.2）問１のとおり当該届出の４ヶ月目から特定処遇改善加算

の算定区分が変更となる。 

・ 例えば、３月まで入居継続支援加算等を算定していたが、４月、５月、６

月と算定することができず、７月も入居継続支援加算等を算定できないと

わかった場合には、７月から特定処遇改善加算の算定区分の変更を行う

こととなる。 

（問 14）  

2019 年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.2）問 12 において、介護老人

保健施設と短期入所療養介護等について、事業を一体的に行っており、

同一の就業規則等が適用される等労務管理が同一と考えられる場合は、

月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者の設定にあたり、同一事業

（答） 

・介護老人保健施設に併設する通所リハビリテーション事業所について

は、それぞれで、月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者を設定す

る必要がある。 
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所とみなすことが可能とされているが、介護老人保健施設に併設している

通所リハビリテーションについても同様に扱うことは可能か。 

（問 15）  

「月額８万円以上」又は「年額 440 万円以上」の改善の対象とし、賃金改善

を行っていた経験・技能のある介護職員が、年度の途中で退職した場合

には、改めて別の職員について、「月額８万円以上」又は「年額 440 万円

以上」の改善を行わなくてはならないか。 

（答） 

・特定処遇改善加算の配分に当たっては、賃金改善実施期間において、

経験・技能のある介護職員のグループにおいて、月額８万円の改善又は

年収 440 万円となる者を１人以上設定することが必要であるが、予定して

いた者が、賃金改善実施期間に退職した場合等においては、指定権者に

合理的な理由を説明することにより、当該配分ルールを満たしたものと扱

うことが可能である。 

・なお、説明に当たっては、原則、介護職員処遇改善実績報告書・介護職

員等特定処遇改善実績報告書の「④月額８平均８万円又は改善後の賃金

が年額 440 万円となった者＜特定＞」欄の「その他」に記載することを想

定している。 

（問 16）  

特別養護老人ホームの併設の短期入所生活介護（ショート）と空床のショ

ートをそれぞれ提供している事業所において、利用者が月の途中で、併

設のショートから空床のショートに移動した場合、当該月の特定処遇改善

加算の区分はどのように取扱うのか。 

（答） 

・原則、それぞれのショートで満たす特定処遇改善加算の加算区分を取

得することとなるが、介護福祉士の配置等要件が異なることにより、特定

処遇改善加算の区分がⅡからⅠに変わる場合に加え、特定処遇改善加

算の区分がⅠからⅡに変わる場合についても、当該月に限り、特定処遇

改善加算Ⅰを引き続き算定することが可能である。 

 

●介護保険最新情報 vol.941「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ （Vol.1）」（令和 3 年 3 月 19 日） 

【介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算】 

(問１６) 

特定加算の介護職員間の平均の賃金改善額の配分ルールが見直さ

れたとのことであるが、具体的な取扱いはどのようになるのか。 

                                                            

（答） 

・ 特定加算について、事業所内でのより柔軟な配分を可能とする観点か

ら、平均賃金改善額について、「経験・技能のある介護職員」は、「その他

の介護職員」と比較し、「２倍以上」から「より高くする」ことに見直すもので

ある。 

 これに伴い、配分ルールの見直しを行う場合は、労使でよく話し合いの

上、設定されたい。 

・ なお、「月額８万円の改善又は改善後の賃金が年額 440 万円以上」の

者は、引き続き設定する必要があることに留意されたい。 

(問１７) 

事業所内での配分方法を決めるにあたり、「他の介護職員」を設定せ

ず、「経験・技能のある介護職員」と「その他の職種」のみの設定となるこ

とは想定されるのか。 

                                                            

（答） 

・ 事業所毎に、「経験・技能のある介護職員」のグループを設定すること

が必要であるが、介護職員の定着が進み、勤続年数が長くなったこと等に

より、当該事業所で働く介護職員全てが、「経験・技能のある介護職員」で

あると認められる場合には、「経験・技能のある介護職員」であると認めら

れる場合には、「経験・技能のある介護職員」と「その他の職種」のみの設

定となることも想定される。 

・ この場合における配分ルールについては、当該事業所における「経験・

技能のある介護職員」の平均賃金改善額が、「その他の職種」の平均賃金

改善額の２倍より高いことが必要である。 

※ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（令和元年７月 23 日）

問 14 は削除する。 

(問１８) 

事業所における配分方法における「ただし、その他の職種の平均賃金

額が他の介護職員の賃金改善額を上回らない場合等はこの限りでない

こと。」とは、どのような意味か。 

（答） 

・ 特定加算については、介護職員の処遇改善という趣旨を損なわない程

度で、介護職以外の職員も一定程度処遇改善を可能とする柔軟な運用を

認めることとしており、この具体的な配分方法として、他の介護職員の平
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均賃金改善額については、その他の職種の平均賃金改善額の２倍以上と

なることを求めている。 

・ただし、その他の職種の平均賃金額が他の介護職員の平均賃金額を上

回らない場合においては、柔軟な取扱いを認め、両グループの平均賃金

改善額が等しくなる（１：１）までの改善を可能とするものである。 

なお、その他の職種全体では他の介護職員の平均賃金額を上回る場

合であっても、その他の職種のうち、他の介護職員の平均賃金額を上回ら

ない職種については、当該職種に限り、他の介護職員と平均賃金改善額

が等しくなるまでの改善を行うことも可能である。 

※ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（令和元年７月 23 

日）問 11 は削除する。 

(問１９) 

介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合事業を一体的に

運営している場合であっても、月額８万円の改善又は年収 440 万円とな

る者を２人設定する必要が 

あるのか。 また、その場合の配分ルール（グループ間の平均賃金改

善額 １：１：0.5）はどのような取扱いとなるのか。 

 

                                                            

（答） 

・ 事業所において、介護給付のサービスと介護予防・日常生活支援総合

事業を一体的に行っており、同一の就業規則等が適用される等労務管理

が同一と考えられる場合は、法人単位の取扱いを適用するのではなく、同

一事業所とみなし、 

－ 月額８万円の改善又は年収 440 万円となる者を１人以上設定する

こと 

－ 配分ルールを適用すること 

により、特定加算の算定が可能である。 

・ なお、介護給付のサービスと予防給付のサービス（通所リハビリテーシ

ョンと予防通所リハビリテーションなど）についても同様である。 

・ また、特別養護老人ホーム等と併設されている又は空所利用用型であ

る短期入所生活介護、介護老人保健施設等と短期入所療養介護について

も、同様に判断することが可能であるとともに、これらについては、介護老

人福祉施設又は介護老人保健施設等が特定加算を算定している場合に

おいて、短期入所生活介護等においても、同じ加算区分を算定することが

可能である。（短期入所生活介護等において特定加算（Ⅰ）を算定する場

合は、体制等状況一覧表における「併設本体施設における介護職員等特

定処遇改善加算Ⅰの届出状況」（あり／なし）の欄について、「あり」と届け

出ること。） 

※ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（令和元年７月 23 日）

問 12 は削除する。 

(問２０) 

職場環境等要件について、届出に係る計画の期間中に実施する処遇

改善の内容を全ての職員に周知していることとあるが、毎年度新たな取

組を行わなければならないのか。 

 

 

                                                            

（答） 

・ 介護職員等特定処遇改善加算における職場環境等要件については、

「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、

「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産

性向上のための業務改善の推進」及び「やりがい・働きがいの醸成」につ

いて、それぞれ１つ以上（令和３年度は、６つの区分から３つの区分を選択

し、選択した区分でそれぞれ１つ以上）の取組を行うことが必要である。 

・ 職場環境等要件については、令和３年度改定において、計画期間にお

ける取組の実施が求められることとされたが、これは毎年度新たな取組を

行うことまで求めるものではなく、前年度と同様の取組を当該年度に行うこ

とで、当該要件を満たすことも可能であること。 

※ 2019 年度年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 31 年４月 

13 日）問２は削除する。 
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(問２１) 

見える化要件について、令和３年度は算定要件とされないとあるが、令

和３年度においては特定加算に基づく取組を公表する必要はないのか。 

                                                            

（答） 

当該要件については、処遇改善加算及び特定加算の取得状況や、賃

金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容に関する公表を想定してい

るため、令和３年度においては要件としては求めず、令和４年度からの要

件とする予定。 

(問２２) 

2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.4）（令和２年３月 30 日）

問４において、「これにより難い合理的な理由がある場合」の例示及び推

計方法例が示されているが、勤続年数が長い職員が退職し、勤続年数の

短い職員を採用した場合等は、これに該当するのか。またどのように推

計するのか。 

                                                            

（答） 

・ 賃金改善の見込額と前年度の介護職員の賃金の総額との比較につ

いては、改善加算及び特定加算による収入額を上回る賃金改善が行われ

ていることを確認するために行うものであり、勤続年数が長い職員が退職

し、職員を新規採用したことにより、前年度の介護職員の賃金の総額が基

準額として適切でない場合は、「これにより難い合理的な理由がある場合」

に該当するものである。 

・ このような場合の推計方法について、例えば、前年度の介護職員の賃

金の総額は、 

－ 退職者については、その者と同職であって勤務年数等が同等の職員

が、前年度在籍していなかったものと仮定した場合における賃金総額を推

定する 

－ 新規採用職員については、その者と同職であって勤務年数等が同等

の職員が、前年度在籍したものと仮定した場合における賃金総額を推定

する 

等が想定される。 

・ 具体的には、 

－ 勤続 10 年の者が前年度 10 人働いていたが、前年度末に５人退職

し 

－ 勤続１年目の者を今年度当初に５人採用した場合には、 

仮に、勤続年数が同一の者が全て同職であった場合、前年度、 

－ 勤続 10 年の者は５人在籍しており、 

－ 勤続１年の者は 15 人在籍していたものとして、 

賃金総額を推計することが想定される。 

 

＜推計の例＞勤続年数が同一の者が全て同職の場合 

 勤続 10 年 勤続 5 年 勤続 1 年 

前
年
度 

実際の人数 10 人 10 人 10 人 

推計に当たっ

ての人数 

５人 

→10 人の

う ち 、 ５ 人

は在籍しな

かったも 

のと仮定 

10 人 

→ 実際と

同様 

15 人 

→10 人に

加え、５人 

在籍したも

のと仮定 

今年度 5 人 10 人 15 人 
 

(問２３) 

処遇改善計画書において「その他の職種（C）には、賃金改善前の賃金

が既に年額 440 万円を上回る職員の賃金を含まないこと。」との記載が

あるが、年額 440 万円を上回る職員は「前年度の一月当たりの常勤換

算職員数」についてどのように取り扱うのか。 

                                                            

（答） 

・ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 31 年４月 13 

日）問 13 のとおり、平均賃金額の計算における母集団には、賃金改善を

行う職員に加え、賃金改善を行わない職員も含めることとしており、年額 

440 万円を上回る職員も、「前年度の一月当たりの常勤換算職員数」に含

めることとなる。 
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(問２４) 

処遇改善計画書の作成時においては、特定加算の平均の賃金改善額

の配分ルールを満たしており、事業所としても適切な配分を予定していた

ものの、職員の急な退職等によりやむを得ず、各グループに対して計画

書通りの賃金改善を行うことができなくなった結果、配分ルールを満たす

ことができなかった場合、どのような取扱いとすべきか。 

                                                            

（答） 

・ 職員の退職等のやむを得ない事情により、配分ルールを満たすこと

が困難になった場合は、実績報告にあたり、合理的な理由を求めることと

すること。（令和２年度実績報告書においては、申出方法は問わないが、

令和３年度においては、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処

遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提

示について」（令和３年３月 16 日老発 0316 第第４号）でお示しした実績

報告書（様式３－１）の「⑥その他」に記載されたい。） 

 

・ なお、その場合でも、特定加算による収入額を上回る賃金改善が必要

である。 

(問２５) 

介護福祉士の配置等要件について、喀痰吸引を必要とする利用者の

割合についての要件等を満たせないことにより、入居生活継続支援加算

や日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、３か月以上継

続した場合には、変更の届出を行うこととされているが、喀痰吸引を必要

とする利用者の割合以外にどの要件が認められるのか。 

（答） 

・ 入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算における喀痰吸引を必

要とする利用者の割合に関する要件に加え、日常生活継続支援加算の新

規入所者の要介護度や認知症日常生活自立度に係る要件が含まれるも

のである。 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ （Vol.3）」（令和 3 年 3 月 26 日） 

【介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算】 

(問 127) 

職場環境等要件に基づく取組として「介護職員の身体の負担軽

減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護

機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施」が設けられたが、

新たに取組みを行うにあたり参考にできるものはあるか。 

（答） 

介護職員の腰痛予防対策の観点から、「職場における腰痛予防対策指針」（平成 

25 年６月 18 日付基発 0618 第３号「職場における腰痛予防対策の推進につい

て」参考２別添）を公表しており参考にされたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000034et4att/2r98520000034pjn_1.pdf 
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３６ 介護職員等ベースアップ等支援加算（病）・（診）・（老） 

根拠法令等 

厚告２１ 別表３イ（21） 

(21) 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護療養型医

療施設が、入院患者に対し、指定介護療養施設サービスを行った場合は、(1)から(18)までにより算定した単位数の1000分の５に相当する単位数を所

定単位数に加算する。 

(※)厚生労働大臣が定める基準：厚告９５ 第９９号の３ 

九十九の三 介護療養施設サービスにおける介護職員等ベースアップ等支援加算の基準 

第四号の三の規定を準用する。 

四の三 訪問介護費における介護職員等ベースアップ等支援加算の基準 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等ベースアップ等支援加算の算定見込額を上回り、

かつ、介護職員及びその他の職員のそれぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の三分の二以上を基本給又は決まって毎月支払われる

手当に充てる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

ロ 指定訪問介護事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計

画等を記載した介護職員等ベースアップ等支援計画書を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。 

ハ 介護職員等ベースアップ等支援加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当

該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容につい

て都道府県知事に届け出ること。 

ニ 当該指定訪問介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告すること。 

ホ 訪問介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。 

ヘ ロの届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。 
 

 

老企４０ 第２の７ 

(39) 介護職員等ベースアップ等支援加算について 

2 の(24)を準用する。 

2 短期入所生活介護 

(24) 介護職員等ベースアップ等支援加算について 

 介護職員等ベースアップ等支援加算の内容については、別途通知（「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベース

アップ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。 

 ※参考 

 令和３年３月 16 日老発 0316 第４号「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について」は令和４年９月 30 日をもって廃止。 
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1 

 

老発 0621 第１号 

令和４年６月 21 日 

 

各        殿 

 

厚生労働省老健局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算 

及び介護職員等ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方 

並びに事務処理手順及び様式例の提示について 

 

介護職員の処遇改善については、介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」

という。）の充実を図ってきたことに加え、令和元年 10 月には、経験・技能の

ある介護職員に重点化した更なる処遇改善を行うため、介護職員等特定処遇改

善加算（以下「特定加算」という。）を創設し、令和３年度の介護報酬改定にお

いて処遇改善加算及び特定加算の見直しを行ったところである。 

今般、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣

議決定）を踏まえ、令和４年 10 月以降について令和４年度介護報酬改定を行い、

介護職員の収入を３％程度（月額 9,000 円相当）引き上げるための措置を講じ

るため、介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「ベースアップ等加算」とい

う。）を創設した。 

加算の取得については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準」（平成 12 年厚生省告示第 19 号）、「指定施設サービス等に要する費用の

額の算定に関する基準」（平成 12 年厚生省告示第 21 号）、「指定地域密着型サ

ービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成 18 年厚生労働省告示第 126

号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成 18

年厚生労働省告示第 127 号）、「指定地域密着型介護予防サービスに要する費用

の額の算定に関する基準」（平成 18 年厚生労働省告示第 128 号）及び「厚生労

働大臣が定める基準」（平成 27 年厚生労働省告示第 95 号。以下「算定基準」と

いう。）において示しているところであるが、今般、基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例を下記のとおりお示しするので、ご了知の上、貴管内の関係団

体及び関係機関にその周知をお願いしたい。 

なお、本通知は、令和４年度のベースアップ等加算に係る届出から適用するこ

ととし、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日

都道府県知事 

市区町村長 
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老発 0316 第４号厚生労働省老健局長通知）は令和４年９月 30 日をもって廃止

する。 

 

記 

 

１ 基本的考え方 

処遇改善加算は、平成 23 年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金

（以下「交付金」という。）による賃金改善の効果を継続する観点から、平成

24 年度から交付金を円滑に介護報酬に移行し、交付金の対象であった介護サ

ービスに従事する介護職員の賃金改善に充てることを目的に創設された。 

このため、当該交付金の交付を受けていた介護サービス事業者又は介護保

険施設（以下「介護サービス事業者等」という。）は、原則として交付金によ

る賃金改善の水準を維持することが求められる。 

平成 27 年度の介護報酬改定においては、事業主が介護職員の資質向上や雇

用管理の改善をより一層推進し、介護職員が積極的に資質向上やキャリア形

成を行うことができる労働環境を整備するとともに、介護職員自身が研修等

を積極的に活用することにより、介護職員の社会的・経済的な評価が高まって

いく好循環を生み出していくことが重要であることを踏まえ、事業主の取組

がより一層促進されるよう処遇改善加算を拡充した。 

平成 29 年度の介護報酬改定においては、介護人材の職場定着の必要性、介

護福祉士に期待される役割の増大、介護サービス事業者等による昇給や評価

を含む賃金制度の整備・運用状況などを踏まえ、事業者による、昇給と結びつ

いた形でのキャリアアップの仕組みの構築を促すため、更なる処遇改善加算

の拡充を行った。 

平成 30 年度の介護報酬改定においては、処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)につい

て、要件の一部を満たさない事業者に対し、減算された単位数での処遇改善加

算の取得を認める区分であることや、当該区分の取得率や報酬体系の簡素化

の観点を踏まえ、一定の経過措置期間を設け、これを廃止するとともに、処遇

改善加算の対象となるサービスに、介護医療院サービス（及び介護医療院が行

う（介護予防）短期入所療養介護）を加えることとした。 

令和元年 10 月の介護報酬改定においては、介護職員の確保・定着につなげ

ていくため、処遇改善加算に加え、特定加算を創設し、経験・技能のある介護

職員に重点化しつつ、介護職員の更なる処遇改善という趣旨を損なわない程

度において、一定程度他の職種の処遇改善も行うことができる柔軟な運用を

認めることとし、更なる処遇改善を行った。 

令和３年度の介護報酬改定においては、処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)につい
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て、１年間の経過措置期間を設定し廃止するとともに、特定加算については、

平均の賃金改善額の配分について、介護職員間の配分ルールを見直すことと

した。あわせて、職場環境等要件について、介護事業者による職場環境改善の

取組をより実効性が高いものとする観点から見直しを行った。 

令和４年 10 月の介護報酬改定においては、令和４年２月から９月までの介

護職員処遇改善支援補助金による賃上げ効果を継続する観点から、処遇改善

加算及び特定加算に加え、ベースアップ等加算を創設し、基本給等の引上げに

よる賃金改善を一定求めつつ、介護職員の処遇改善を行うものであることを

十分に踏まえた上で、他の職種の処遇改善も行うことができる柔軟な運用を

認めることとした。 

なお、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸

与並びに介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅

療養管理指導、介護予防福祉用具貸与並びに居宅介護支援及び介護予防支援

については、処遇改善加算等の算定対象外とする。 

 

２ 処遇改善加算等の仕組みと賃金改善の実施等 

⑴ 処遇改善加算等の仕組み 

処遇改善加算、特定加算及びベースアップ等加算（以下「処遇改善加算等」

という。）は、サービス別の基本サービス費に各種加算減算（処遇改善加算

等を除く。）を加えた１月当たりの総単位数に別紙１別表１のサービス別加

算率を乗じて単位数を算定する。なお、処遇改善加算等は、区分支給限度基

準額の算定対象から除外される。 

⑵ 処遇改善加算等の算定額に相当する賃金改善の実施 

① 賃金改善の考え方について 

介護サービス事業者等は、処遇改善加算等の算定額に相当する介護職

員等の賃金（基本給、手当、賞与等（退職手当を除く。以下同じ。）を含

む。）の改善（以下「賃金改善」という。）を実施しなければならない。 

賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうち対象とする賃金項目を特定し

た上で行うものとする。この場合、７⑵の届出を行う場合を除き、特定し

た賃金項目を含め、賃金水準（賃金の高さの水準をいう。以下同じ。）を

低下させてはならない。また、安定的な処遇改善が重要であることから、

基本給による賃金改善が望ましい。 

具体的には、賃金改善は、処遇改善加算と特定加算、ベースアップ等加

算による賃金改善とを区別した上で、介護サービス事業者等における処

遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額並びに各介護サービス事業

者の独自の賃金改善額を除いた賃金の水準と、各介護サービス事業者の
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独自の賃金改善額を含む処遇改善加算等を取得し実施される賃金の水準

との差分により判断する。 

② 賃金改善に係る留意点 

処遇改善加算等を取得した介護サービス事業者等は、処遇改善加算等

の算定額に相当する賃金改善の実施と併せて、取得する加算に応じた基

準を満たす必要がある。なお、当該基準の達成に向けて取り組む費用につ

いては、算定要件における賃金改善の実施に要する費用に含まれないも

のであることに留意すること。 

ａ 処遇改善加算 

算定基準第４号イ⑺（以下「キャリアパス要件」という。）又はイ⑻

（以下「職場環境等要件」という。）（以下「キャリアパス要件等」と

いう。） 

ｂ 特定加算 

算定基準第４号の２イ⑸（以下「介護福祉士の配置要件」という。）、

イ⑹（以下「処遇改善加算要件」という。）、イ⑺（以下「職場環境等

要件」という。）又はイ⑻（以下「見える化要件」という。） 

   ｃ ベースアップ等加算 

算定基準第４号の３イ（以下「ベースアップ等要件」という。）又は

ホ（以下「処遇改善加算要件」という。） 

 

３ 計画書の作成 

⑴ 介護職員処遇改善加算 

① 賃金改善計画の記載 

処遇改善加算を取得しようとする介護サービス事業者等は、算定基準

第４号イ⑵に定める介護職員処遇改善計画書を、次の一から四までに掲

げる事項について、別紙様式２－１及び別紙様式２－２により作成する

こと。 

一 処遇改善加算の見込額（別紙様式２－１の２⑴①） 

（処遇改善加算の見込額の計算） 

処遇改善加算の見込額＝ａ×ｂ×ｃ×ｄ（１円未満の端数切り捨て） 

ａ 一月当たりの介護報酬総単位数 

処遇改善加算を取得する前年の１月から 12 月までの 12 か月間の

介護報酬総単位数（基本報酬サービス費に各種加算減算（処遇改善加

算等を除く。）を加えた単位数）を 12 で除したもの。なお、これに

より難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により一月

あたり介護報酬総単位数を推定するものとする。 
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ｂ サービス別加算率（別紙１表１）（１単位未満の端数四捨五入） 

ｃ １単位の単価 

ｄ 賃金改善実施期間 

二 賃金改善の見込額（別紙様式２－１の２⑴②） 

各介護サービス事業者等において賃金改善実施期間における賃金改

善に要する見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の

増加分を含むことができる。）の総額（ａの額からｂの額を差し引いた

額をいう。）であって、一の額を上回る額をいう。 

ａ  処遇改善加算を取得し実施される賃金の改善見込額を加えた介護

職員の賃金の総額（特定加算、介護職員処遇改善支援補助金及びベ

ースアップ等加算を取得し実施される賃金の改善見込額を除く。） 

ｂ  前年度の介護職員の賃金の総額 

処遇改善加算を取得する前年の１月から 12 月までの 12 か月間の

介護職員の賃金の総額（処遇改善加算等及び介護職員処遇改善支援

補助金を取得し実施される賃金改善額及び各介護サービス事業者等

の独自の賃金改善額を除く。）。なお、これにより難い合理的な理由

がある場合には、他の適切な方法により前年度の介護職員の賃金の

総額を推定するものとする。  

三 賃金改善実施期間（別紙様式２－１の２⑵⑤） 

原則４月（年度の途中で加算を取得する場合、当該加算を取得した

月）から翌年の３月までの期間をいう。 

四 賃金改善を行う賃金項目及び方法（別紙様式２－１の２⑸） 

賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定であ

る給与の項目の種類（基本給、手当、賞与等）等）、賃金改善の実施時

期や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額をいい、当該事項につ

いて可能な限り具体的に記載すること。また、処遇改善加算等を取得し

実施される賃金改善の他に、各介護サービス事業者等の独自の賃金改

善を行っている場合には、その内容を記載すること。 

② キャリアパス要件等に係る記載 

キャリアパス要件等については、取得する処遇改善加算の区分に応じ

た事項を介護職員処遇改善計画書に記載すること。 

（キャリアパス要件Ⅰ） 

次のイ、ロ及びハを満たすこと。 

イ 介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任

用等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の
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臨時的に支払われるものを除く。）について定めていること。 

ハ イ及びロの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備

し、全ての介護職員に周知していること。 

（キャリアパス要件Ⅱ） 

次のイ及びロを満たすこと。 

イ 介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資

質向上の目標及び一又は二に掲げる事項に関する具体的な計画を策定

し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

一 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等

を実施（OJT、OFF-JT 等）するとともに、介護職員の能力評価を行う

こと。 

二 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇

の付与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施すること。 

ロ イについて、全ての介護職員に周知していること。 

（キャリアパス要件Ⅲ） 

次のイ及びロを満たすこと。 

イ 介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又

は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けているこ

と。具体的には、次の一から三までのいずれかに該当する仕組みである

こと。 

一 経験に応じて昇給する仕組み 

「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みであるこ

と。 

二 資格等に応じて昇給する仕組み 

「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給す

る仕組みであること。ただし、介護福祉士資格を有して当該事業者や

法人で就業する者についても昇給が図られる仕組みであることを要

する。 

三 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み 

「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みで

あること。ただし、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されている

ことを要する。 

ロ イの内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全

ての介護職員に周知していること。 

（職場環境等要件） 

届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善（賃金改善を除く。）の内
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容（別紙１表４参照）を全ての介護職員に周知していること。 

（処遇改善加算の算定要件） 

取得する処遇改善加算の区分に応じた要件を満たすこと。 

イ 処遇改善加算(Ⅰ)については、キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要

件Ⅱ、キャリアパス要件Ⅲ及び職場環境等要件の全てを満たすこと。 

ロ 処遇改善加算(Ⅱ)については、キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要

件Ⅱ及び職場環境等要件の全てを満たすこと。 

ハ 処遇改善加算(Ⅲ)については、キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパ

ス要件Ⅱのいずれかを満たすことに加え、職場環境等要件を満たすこ

と。 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 

① 配分対象と配分方法 

一 賃金改善の対象となるグループ 

特定加算による賃金改善を行うに当たり、経験・技能のある介護職員

を定義した上で、介護サービス事業所等に従事する全ての職員を以下

のグループに割り振ること。 

ａ 経験・技能のある介護職員 

介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者

をいう。具体的には、介護福祉士の資格を有するとともに、所属する

法人等における勤続年数 10 年以上の介護職員を基本としつつ、他の

法人における経験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業者の

裁量で設定することとする。 

ｂ 他の介護職員 

経験・技能のある介護職員を除く介護職員をいう。 

ｃ その他の職種 

介護職員以外の職員をいう。 

二 事業所における配分方法 

実際の配分に当たっては、一ａ～ｃそれぞれにおける平均賃金改善

額等について、以下のとおりとすること。この場合、二ａ～ｃ内での一

人ひとりの賃金改善額は、柔軟な設定が可能であること。 

ａ 経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善に要する費

用の見込額が月額平均８万円（賃金改善実施期間における平均とす

る。以下同じ。）以上又は賃金改善後の賃金の見込額（処遇改善加算

等及び介護職員処遇改善支援補助金を取得し実施される賃金改善の

見込額を含む。）が年額 440 万円以上であること（現に賃金が年額

440 万円以上の者がいる場合にはこの限りでない。）。ただし、以下
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の場合など例外的に当該賃金改善が困難な場合は、合理的な説明を

求めることとすること。 

・ 小規模事業所等で加算額全体が少額である場合 

・ 職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引

き上げることが困難な場合 

・ ８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の

階層・役職やそのための能力や処遇を明確化することが必要にな

るため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要す

る場合 

ｂ 当該事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要す

る費用の見込額の平均が、他の介護職員の賃金改善に要する費用の

見込額の平均と比較し高いこと。 

ｃ 他の介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、その他

の職種の賃金改善に要する費用の見込額の２倍以上であること。た

だし、その他の職種の平均賃金額が他の介護職員の平均賃金額の見

込額を上回らない場合はこの限りでないこと。 

ｄ その他の職種の賃金改善後の賃金の見込額（介護職員処遇改善支

援補助金及びベースアップ等加算を取得し実施される賃金改善の見

込額を含む。）が年額 440 万円を上回らないこと（賃金改善前の賃金

（介護職員処遇改善支援補助金及びベースアップ等加算を取得し実

施された賃金改善額を含む。）がすでに年額 440 万円を上回る場合に

は、当該職員は特定加算による賃金改善の対象とならない。）。 

② 賃金改善計画の記載 

特定加算を取得しようとする介護サービス事業者等は、算定基準第４

号の２イ⑵に定める介護職員等特定処遇改善計画書を、次の一から六ま

でに掲げる事項について、別紙様式２－１及び別紙様式２－３により作

成すること。 

一 特定加算の見込額（別紙様式２－１の２⑴①） 

３⑴①一の規定を準用する。 

二 賃金改善の見込額（別紙様式２－１の２⑴②） 

各介護サービス事業者等において賃金改善実施期間における賃金改

善に要する見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の

増加分を含むことができる。）の総額（ａの額からｂの額を差し引いた

額をいう。）とし、一の額を上回る額でなければならない。 

ａ  特定加算を取得し実施される賃金の改善見込額を加えた賃金の総

額（処遇改善加算、介護職員処遇改善支援補助金及びベースアップ等
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加算を取得し実施される賃金改善額を除く。） 

ｂ  前年度の賃金の総額 

特定加算を取得する前年の１月から 12 月までの 12 か月間の賃金

の総額（処遇改善加算等及び介護職員処遇改善支援補助金を取得し

実施される賃金改善額及び各介護サービス事業者等の独自の賃金改

善額を除く。）。なお、これにより難い合理的な理由がある場合には、

他の適切な方法により前年度の賃金の総額を推定するものとする。 

三 グループ毎の平均賃金改善額（別紙様式２－１の２⑶⑦） 

各介護サービス事業者等において賃金改善実施期間における賃金改

善に要する見込額のグループ毎の平均額（ａの額をｂ及び六の賃金改

善実施期間で除して算出した額）をいう。 

ａ 一の特定加算の見込額 

ｂ 前年度の一月当たり常勤換算職員数（小数点第２位以下切り捨て）

（原則として、当該計画書を提出した前月の常勤換算職員数をいう。

ただし、その他の職種については、常勤換算方法のほか、実人数によ

る算出も可能とする。） 

四 前年度のグループ毎の平均賃金額（月額） 

特定加算を取得する前年度のグループ毎の平均賃金額（月額）（aの

額をｂで除した額）をいう。（実績報告書においてグループ毎の平均賃

金改善額を確認するために用いるもの。） 

ａ 前年度の賃金の総額 

加算を取得する前年の１月から 12 月までの 12 か月間の賃金の総

額（処遇改善加算等及び介護職員処遇改善支援補助金を取得し実施

される賃金改善額及び各介護サービス事業者等の独自の賃金改善額

を除く。）。 

ｂ 前年度の常勤換算職員数（小数点第２位以下切り捨て） 

加算を取得する前年の１月から 12 月までの 12 か月間の常勤換算

職員数（その他の職種については、常勤換算方法のほか、実人数によ

る算出も可能。） 

五 ｢経験・技能のある介護職員｣のうち、月額８万円の改善又は改善後の

賃金が年額 440 万円以上となった者の見込数（改善後の賃金について

は、処遇改善加算等及び介護職員処遇改善支援補助金を取得し実施さ

れる賃金改善の見込額を含む。） 

六 賃金改善実施期間（別紙様式２－１の２⑶⑧） 

３⑴①三の規定を準用する。 

③ 賃金改善を行う賃金項目及び方法（別紙様式２－１の２⑸） 
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賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定である

給与の項目の種類（基本給、手当、賞与等）等）、賃金改善の実施時期や

対象職員、平均賃金改善見込額をいい、当該事項について可能な限り具体

的に記載すること。なお、「経験・技能のある介護職員」の基準設定の考

え方については、必ず記載すること。また、処遇改善加算等の他に、各介

護サービス事業者等の独自の賃金改善を行っている場合には、その内容

を記載すること。 

④ 賃金改善以外の要件に係る記載 

取得する特定加算の区分に応じ、次に掲げる要件について、加算の算定

要件に応じて、介護職員等特定処遇改善計画書に記載すること。 

（職場環境等要件）（別紙様式２－１の４） 

届出の計画に係る計画の期間中に実施する処遇改善（賃金改善を除

く。）の内容を全ての職員に周知していること。この処遇改善については、

複数の取組を行うこととし、別紙１表４の「入職促進に向けた取組」、「資

質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の

推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産性の向上のための業務改

善の取組」及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに１以上の取組

を行うこと。なお、処遇改善加算と特定加算において、異なる取組を行う

ことまでを求めるものではないこと。 

（介護福祉士の配置等要件）（別紙様式２－１の２⑶⑤） 

サービス提供体制強化加算の(Ⅰ)又は(Ⅱ)の区分（訪問介護にあって

は特定事業所加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)、特定施設入居者生活介護等にあっては

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)又は入居継続支援加算(Ⅰ)

若しくは(Ⅱ)、地域密着型通所介護（療養通所介護費を算定する場合）に

あってはサービス提供体制強化加算(Ⅲ)イ又は(Ⅲ)ロ、介護老人福祉施

設等にあってはサービス提供体制強化加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)又は日常生

活継続支援加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)）の届出を行っていること。 

（処遇改善加算要件）（別紙様式２－１の２⑶③） 

処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること（特定

加算と同時に処遇改善加算に係る計画書の届出を行い、算定される場合

を含む。）。 

（見える化要件）（別紙様式２－１の５） 

特定加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等により公表

していること。具体的には、介護サービスの情報公表制度を活用し、特定

加算の取得状況を報告し、賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内

容を記載すること。 
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当該制度における報告の対象となっていない場合等には、各事業者の

ホームページを活用する等、外部から見える形で公表すること。 

なお、当該要件については、令和３年度は算定要件とはされない。 

（特定加算の算定要件） 

加算を取得するに当たっては、取得する処遇改善加算の区分に応じた

要件を満たすこと。 

イ 特定加算(Ⅰ)については、介護福祉士の配置等要件、処遇改善加算要

件、職場環境等要件及び見える化要件の全てを満たすこと。 

ロ 特定加算(Ⅱ)については、処遇改善加算要件、職場環境等要件及び見

える化要件の全てを満たすこと。 

 ⑶ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

① 賃金改善計画の記載 

 ベースアップ等加算を取得しようとする介護サービス事業者等は、算

定基準第４号の３ロに定める介護職員等ベースアップ等支援計画書を、

次の一から五までに掲げる事項について、別紙様式２－１及び別紙様式

２－４により作成すること。 

一 ベースアップ等加算の見込額（別紙様式２－１の２⑴①） 

３⑴①一の規定を準用する。 

   二 賃金改善の見込額（別紙様式２－１の２⑴②） 

     各介護サービス事業者等において賃金改善実施期間における賃金改

善に要する見込額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の

増加分を含むことができる。）の総額（ａの額からｂの額を差し引いた

額をいう。）であって、一の額を上回る額をいう。 

    ａ ベースアップ等加算を取得し実施される賃金の改善見込額を加え

た賃金の総額（処遇改善加算、特定加算及び介護職員処遇改善支援

補助金を取得し実施される賃金の改善見込額を除く。） 

ｂ  前年度の賃金の総額 

ベースアップ等加算を取得する前年の１月から 12 月までの 12 か

月間の賃金の総額（処遇改善加算等及び介護職員処遇改善支援補助

金を取得し実施される賃金改善額及び各介護サービス事業者等の独

自の賃金改善額を除く。）。なお、これにより難い合理的な理由があ

る場合には、他の適切な方法により前年度の賃金の総額を推定する

ものとする。 

三 ベースアップ等による賃金改善の見込額等（別紙様式２－１の２⑷

⑤） 

二のうち、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げによる賃
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金改善に要する見込額及び他の賃金項目による賃金改善に要する見込

額であって、介護職員とその他の職員毎の総額をいう。 

四 賃金改善実施期間（別紙様式２－１の２⑷⑥） 

原則４月（令和４年度にあっては 10 月。年度の途中で加算を取得す

る場合、当該加算を取得した月）から翌年の３月までの期間をいう。 

五 賃金改善を行う賃金項目及び方法（別紙様式２－１の２⑸） 

賃金改善を行う賃金項目（増額若しくは新設した又はする予定である

給与の項目の種類（基本給、手当、賞与等）等）、賃金改善の実施時期

や対象職員、一人当たりの平均賃金改善見込額をいい、当該事項につい

て可能な限り具体的に記載すること。 

  ② その他の要件に係る記載 

ベースアップ等要件及び処遇改善加算要件について、介護職員等ベー

スアップ等支援計画書に記載すること。 

（ベースアップ等要件）（別紙様式２－１の２⑷⑤） 

賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払わ

れる手当の引上げに充てること。 

（処遇改善加算要件）（別紙様式２－１の２⑷③） 

処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること（ベー

スアップ等加算と同時に処遇改善加算に係る計画書の届出を行い、算定

される場合を含む。）。 

（ベースアップ等加算の算定要件） 

ベースアップ等要件及び処遇改善加算要件を満たすこと。 

 

４ 実績報告書等の作成 

⑴ 介護職員処遇改善加算 

処遇改善加算を取得した介護サービス事業者等は、算定基準第４号イ⑷

の規定に基づき、各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の

翌々月の末日までに、都道府県知事等に対して、別紙様式３－１及び３－２

の介護職員処遇改善実績報告書を提出し、２年間保存することとする。 

一  処遇改善加算の総額（別紙様式３－１の２①） 

二 賃金改善所要額（別紙様式３－１の２②） 

各介護サービス事業所等において、賃金改善実施期間における賃金改

善に要した費用（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加

分に充当した場合は、その額を含む。）の総額（ａの額からｂの額を差し

引いた額をいう。）であって、一の額以上の額を記載する。 

ａ 介護職員に支給した賃金の総額（特定加算、介護職員処遇改善支援補
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助金及びベースアップ等加算を取得し実施される賃金改善額を除く。） 

ｂ 前年度の賃金の総額（３⑴①二ｂの額） 

三 職場環境等要件に基づいて実施した取組（別紙様式３－１の２⑥） 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 

特定加算を取得した介護サービス事業者等は、算定基準第４号の２イ⑷

の規定に基づき、各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の

翌々月の末日までに、都道府県知事等に対して、別紙様式３－１及び３－２

の介護職員等特定処遇改善実績報告書を提出し、２年間保存することとす

る。 

一  特定加算の総額（別紙様式３－１の２①） 

二 賃金改善所要額（別紙様式３－１の２②） 

各介護サービス事業所等において、賃金改善実施期間における賃金改

善に要した費用（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加

分に充当した場合は、その額を含む。）の総額（ａの額からｂの額を差し

引いた額をいう。）であって、一の額以上の額を記載する。 

ａ 職員に支給した賃金の総額（処遇改善加算、介護職員処遇改善支援補

助金及びベースアップ等加算を取得し実施される賃金改善額を除く。） 

ｂ 前年度の賃金の総額（３⑵②二ｂの額） 

三 グループ毎の平均賃金改善額（別紙様式３－１の２③） 

各介護サービス事業者等において賃金改善実施期間における賃金改善

に要するグループ毎の平均額（ａの額をｂで除したもの。）からｃの額を

差し引いたものをいう。 

ａ  各グループにおける、職員に支給した賃金の総額（処遇改善加算、介

護職員処遇改善支援補助金及びベースアップ等加算を取得し実施され

る賃金改善額を除く。） 

ｂ 当該グループの対象人数（原則として常勤換算方法によるものとす

る。ただし、その他の職種については、常勤換算方法のほか、実人数に

よる算出も可能とする。） 

ｃ  前年度のグループ毎の平均賃金額（月額）（３⑵②四の額） 

四 「経験・技能のある介護職員」のうち、月額８万円の改善又は改善後の

賃金が年額 440 万円以上となった者の数（当該者を設定できない場合は

その理由を記載すること。改善後の賃金については、処遇改善加算等及び

介護職員処遇改善支援補助金を取得し実施される賃金改善額を含む。）

（別紙様式３－１の２④） 

五 職場環境等要件に基づいて実施した取組（別紙様式３－１の２⑥） 

⑶ 介護職員等ベースアップ等支援加算 
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ベースアップ等加算を取得した介護サービス事業者等は、算定基準第４

号の３ニの規定に基づき、各事業年度における最終の加算の支払いがあっ

た月の翌々月の末日までに、都道府県知事等に対して、別紙様式３－１及び

３－３の介護職員等ベースアップ等支援実績報告書を提出し、２年間保存

することとする。 

一 ベースアップ等加算の総額（別紙様式３－１の２①） 

二 賃金改善所要額（別紙様式３－１の２②） 

各介護サービス事業所等において、賃金改善実施期間における賃金改

善に要した費用（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加

分に充当した場合は、その額を含む。）の総額（ａの額からｂの額を差し

引いた額をいう。）であって、一の額以上の額を記載する。 

ａ 職員に支給した賃金の総額（処遇改善加算、特定加算及び介護職員処

遇改善支援補助金を取得し実施される賃金改善額を除く。） 

ｂ 前年度の賃金の総額（３⑶①二ｂの額） 

三 ベースアップ等による賃金改善額等（別紙様式３－１の２⑤） 

二のうち、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げによる賃

金改善額及び他の賃金項目による賃金改善額であって、介護職員とその

他の職員毎の総額をいう。 

 

５ 届出内容を証明する資料の保管及び提示 

処遇改善加算等を取得しようとする介護サービス事業者等は、計画書の提

出に当たり、計画書のチェックリストを確認するとともに、記載内容の根拠と

なる資料及び以下の書類を適切に保管し、都道府県知事等から求めがあった

場合には速やかに提示しなければならない。 

イ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 89 条に規定する就業規則（賃金・

退職手当・臨時の賃金等に関する規程、３⑴②のうちキャリアパス要件Ⅰに

係る任用要件及び賃金体系に関する規程、３⑴②のうちキャリアパス要件

Ⅲに係る昇給の仕組みに関する規程を就業規則と別に作成している場合に

は、それらの規程を含む。以下「就業規則等」という。） 

ロ 労働保険に加入していることが確認できる書類（労働保険関係成立届、労

働保険概算・確定保険料申告書等） 

 

６ 都道府県知事等への届出 

⑴ 処遇改善加算等の届出 

処遇改善加算等を取得しようとする介護サービス事業者等は、処遇改善

加算等を取得する月の前々月の末日（令和４年度に４月又は５月から処遇
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改善加算及び特定加算を取得しようとする場合は、令和４年４月 15 日。）

までに、介護サービス事業所等ごとに、当該介護サービス事業所等の所在す

る都道府県知事等（当該介護サービス事業所等の指定等権者が都道府県知

事である場合は都道府県知事とし、当該介護サービス事業所等の指定等権

者が市町村長（特別区長を含む。以下同じ。）である場合は市町村長とする。

以下同じ。）に提出するものとする。 

⑵ 複数の介護サービス事業所等を有する介護サービス事業者等の特例 

別紙様式２－２、２－３又は２－４に含まれる介護サービス事業者等の

指定権者である都道府県知事等に、別紙様式２－１から２－４を届け出な

ければならない。 

 

７ 都道府県知事等への変更等の届出 

⑴ 変更の届出 

介護サービス事業者等は、処遇改善加算等を取得する際に提出した計画

書に変更（次の①から⑥までのいずれかに該当する場合に限る。）があった

場合には、次の①から⑥までに定める事項を記載した別紙様式４の変更に

係る届出書（以下「変更届出書」という。）を届け出ること。 

また、⑤及び⑥に係る変更のみである場合には、実績報告書を提出する際

に、⑤及び⑥に定める事項を記載した変更届出書をあわせて届け出ること。 

① 会社法（平成 17 年法律第 86 号）の規定による吸収合併、新設合併等

により、計画書の作成単位が変更となる場合は、変更届出書及び別紙様

式２－１を提出すること。 

② 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業者にお

いて、当該申請に関係する介護サービス事業所等に増減（新規指定、廃止

等の事由による。）があった場合は、変更届出書及び以下に定める書類を

提出すること。 

・ 処遇改善加算については、別紙様式２－１の２⑴及び⑵並びに別紙様

式２－２ 

・ 特定加算については、別紙様式２－１の２⑴及び⑶並びに別紙様式２

－３ 

・ ベースアップ等加算については、別紙様式２－１の２⑴及び⑷並びに

別紙様式２－４ 

③ キャリアパス要件に関する適合状況に変更（該当する処遇改善加算の

区分に変更が生じる場合に限る。）があった場合は、キャリアパス要件の

変更に係る部分の内容を変更届出書に記載し、別紙様式２－１の２⑴及

び⑵並びに３及び別紙様式２－２を提出すること。 
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④ 介護福祉士の配置等要件に関する適合状況に変更があり、該当する加

算の区分に変更が生じる場合は、介護福祉士の配置等要件の変更に係る

部分の内容を変更届出書に記載し、別紙様式２－１の２⑴及び⑵並びに

別紙様式２－２を提出すること。 

なお、喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせ

ないことにより、入居継続支援加算や日常生活継続支援加算を算定でき

ない状況が常態化し、３か月以上継続した場合も、同様に変更の届出を行

うこと。 

⑤ 就業規則を改正（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場合は、

当該改正の概要を変更届出書に記載すること。 

⑥ キャリアパス要件等に関する適合状況に変更（処遇改善加算(Ⅲ)を算

定している場合におけるキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び

職場環境等要件の要件間の変更が生じる場合に限る。）があった場合は、

キャリアパス要件等の変更に係る部分の内容を変更届出書に記載するこ

と。 

⑵ 特別事情届出書 

事業の継続を図るために、職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除

く。以下この７において同じ。）を引き下げた上で賃金改善を行う場合には、

以下の①から④までの事項を記載した別紙様式５の特別な事情に係る届出

書（以下「特別事情届出書」という。）を届け出ること。なお、年度を超え

て介護職員の賃金を引き下げることとなった場合は、次年度の処遇改善加

算等を取得するために必要な届出を行う際に、特別事情届出書を再度提出

する必要がある。 

① 処遇改善加算等を取得している介護サービス事業所等の法人の収支

（介護事業による収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減

少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字である、資金繰

りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容 

②  介護職員（特定加算及びベースアップ等加算を取得し、その他の職種

を賃金改善の対象としている介護サービス事業所等については、その他

の職種の職員を含む。（以下この７において同じ。））の賃金水準の引き

下げの内容 

③ 当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み 

④ 介護職員の賃金水準を引き下げることについて適切に労使の合意を得

ていること等の必要な手続きに関して、労使の合意の時期及び方法 等 

 

８ 処遇改善加算等の停止 
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都道府県知事等は、処遇改善加算等を取得する介護サービス事業者等が⑴

又は⑵に該当する場合は、既に支給された処遇改善加算等の一部若しくは全

部を不正受給として返還させること又は処遇改善加算等を取り消すことがで

きる。 

なお、複数の介護サービス事業所等を有する介護サービス事業者等（法人で

ある場合に限る。）であって一括して計画書を作成している場合、当該介護サ

ービス事業所等の指定権者間において協議し、必要に応じて監査等を連携し

て実施すること。指定権者間の協議に当たっては、都道府県が調整をすること

が望ましい。 

⑴ 処遇改善加算等の算定額に相当する賃金改善が行われていない、賃金水

準の引き下げを行いながら７⑵の特別事情届出書の届出が行われていない

等、算定要件を満たさない場合 

⑵ 虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合 

 

９ 処遇改善加算等の取得要件の周知・確認等について 

都道府県等は、処遇改善加算等を算定している介護サービス事業所等が処

遇改善加算等の取得要件を満たすことについて確認するとともに、適切な運

用に努められたい。 

⑴ 賃金改善方法の周知について 

処遇改善加算等の届出を行った事業所は、当該事業所における賃金改善

を行う方法等について計画書を用いて職員に周知するとともに、就業規則

等の内容についても職員に周知すること。 

また、介護職員から処遇改善加算等に係る賃金改善に関する照会があっ

た場合は、当該職員についての賃金改善の内容について、書面を用いるなど

分かりやすく回答すること。 

⑵ 介護職員処遇改善計画書等について 

都道府県等が介護サービス事業者等から計画書を受け取る際は処遇改善

加算等の「見込額」と「賃金改善の見込額」を、実績報告書を受け取る際は

処遇改善加算等の「加算総額」と「賃金改善所要額」を比較し、必ず「賃金

改善の見込額」や「賃金改善所要額」が上回っていることを確認すること。 

また、 

・ 特定加算については、グループごとの「平均賃金改善額」 

・ ベースアップ等加算については、介護職員及びその他の職員の「ベース

アップ等による賃金改善の見込額等」 

についても、同様に確認すること。 

⑶ 労働法規の順守について 
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処遇改善加算等の目的や、算定基準第４号イ⑸を踏まえ、労働基準法等を

遵守すること。 

 

10 その他 

⑴ 介護分野の文書に係る負担軽減に関する取組について 

令和元年度の「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」（以

下「専門委員会」という。）における議論や中間取りまとめの趣旨を踏まえ、

処遇改善加算等の様式の取扱いについては以下の通りとすること。 

①  別紙様式は、原則として、都道府県等において変更を加えないこと。 

② 計画書及び実績報告書の内容を証明する資料は、介護サービス事業者

等が適切に保管していることを確認し、都道府県等からの求めがあった

場合には速やかに提出することを要件として、届出時に全ての介護サー

ビス事業者等から一律に添付を求めてはならないこと。 

③ 別紙様式について押印は要しないこと。 

なお、更なる負担軽減を図る観点から、令和３年度の専門委員会における

議論等を踏まえ、 

・ ベースアップ等加算の創設に伴い、改めて、処遇改善加算と特定加算、

ベースアップ等加算に係る一本化した様式の策定 

・ 一本化に伴い、提出する加算の種類に応じて記入すべき項目を明示する

仕様の導入 

・ 計画書に変更があった場合の変更届出書に係る様式の策定 

を行っている。 

⑵ 処遇改善加算等の取得促進について 

介護サービス事業者等における処遇改善加算等の新規取得や、より上位

の区分の取得に向けた支援を行う「介護職員処遇改善加算等の取得促進支

援事業」を適宜活用されたい。また、国が当該事業を行うに当たっては、協

力を御願いしたい。 

⑶ 介護事業所に対する雇用管理の改善に係る相談・援助支援について 

介護労働者が職場に定着し、安心して働き続けるようにするためには、雇

用管理の改善等は重要であることから、(公財)介護労働安定センターでは

事業主に対する雇用管理の改善等に関する相談・援助を実施している。処遇

改善加算取得につながる就業規則や賃金規程の作成等の相談・援助も行っ

ていることから適宜案内されたい。 

なお、介護サービス事業者等に対する集団指導の場において、（公財）介

護労働安定センターから雇用管理改善に向けた支援策の説明等を行うこと

も可能であることを申し添える。 
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表１　加算算定対象サービス

介護職
員処遇
改善加

算
（Ⅰ）
に該当
（ア）

介護職
員処遇
改善加

算
（Ⅱ）
に該当
（イ）

介護職
員処遇
改善加

算
（Ⅲ）
に該当
（ウ）

介護職
員等特
定処遇
改善加

算
（Ⅰ）
に該当

介護職
員等特
定処遇
改善加

算
（Ⅱ）
に該当

13.7% 10.0% 5.5% 6.3% 4.2% 2.4%

13.7% 10.0% 5.5% 6.3% 4.2% 2.4%

13.7% 10.0% 5.5% 6.3% 4.2% 2.4%

5.8% 4.2% 2.3% 2.1% 1.5% 1.1%

5.9% 4.3% 2.3% 1.2% 1.0% 1.1%

5.9% 4.3% 2.3% 1.2% 1.0% 1.1%

4.7% 3.4% 1.9% 2.0% 1.7% 1.0%

8.2% 6.0% 3.3% 1.8% 1.2% 1.5%

8.2% 6.0% 3.3% 1.8% 1.2% 1.5%

10.4% 7.6% 4.2% 3.1% 2.4% 2.3%

10.2% 7.4% 4.1% 1.5% 1.2% 1.7%

10.2% 7.4% 4.1% 1.5% 1.2% 1.7%

11.1% 8.1% 4.5% 3.1% 2.3% 2.3%

8.3% 6.0% 3.3% 2.7% 2.3% 1.6%

8.3% 6.0% 3.3% 2.7% 2.3% 1.6%

8.3% 6.0% 3.3% 2.7% 2.3% 1.6%

3.9% 2.9% 1.6% 2.1% 1.7% 0.8%

3.9% 2.9% 1.6% 2.1% 1.7% 0.8%

2.6% 1.9% 1.0% 1.5% 1.1% 0.5%

2.6% 1.9% 1.0% 1.5% 1.1% 0.5%

2.6% 1.9% 1.0% 1.5% 1.1% 0.5%

2.6% 1.9% 1.0% 1.5% 1.1% 0.5%

表２　加算算定非対象サービス

サービス区分 加算率

地域密着型通所介護

（介護予防）短期入所療養介護 （老健）

介護療養施設サービス

介護職員等特定
処遇改善加算

サービス提供体
制強化加算等の
算定状況に応じ

た加算率

キャリアパス要件等の適
合状況に応じた加算率

介護福祉施設サービス

（介護予防）短期入所生活介護

サービス区分

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（介護予防）訪問入浴介護

通所介護

（介護予防） 短期入所療養介護
（病院等（老健以外）)

（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉用
具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売、（介護予防）居宅療養管理指導、居宅介護
支援、介護予防支援

（介護予防）通所リハビリテーション

（介護予防）特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

介護医療院サービス

（介護予防）短期入所療養介護（医療院）

（介護予防）認知症対応型通所介護

介護保健施設サービス

介護職員等
ベースアップ等

支援加算

介護職員処遇改善加算

訪問介護

地域密着型介護老人福祉施設

（介護予防）小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

（介護予防）認知症対応型共同生活介護

夜間対応型訪問介護

0%
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表３－１　キャリアパス要件等の適合状況に応じた区分＜処遇改善加算＞

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

表３－２　サービス提供体制強化加算等の算定状況に応じた加算率＜特定加算＞

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

表４　職場環境等要件

職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保

３－（１）－②のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリアパス要
件Ⅲ、職場環境等要件の全てを満たす対象事業者

３－（１）－②のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び職場環境等要
件の全てを満たす対象事業者

３－（２）－④の処遇改善加算要件、職場環境等要件及び見える化要件の全て
を満たす対象事業者

３－（１）－②のキャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱのどちらかを満
たすことに加え、職場環境等要件を満たす対象事業者

法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組み
の構築

資質の向上やキャリアアップに向けた支
援

働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術を
取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジ
メント研修の受講支援等

研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入

事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

両立支援・多様な働き方の推進

子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の
整備

職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職
員から正規職員への転換の制度等の整備

有給休暇が取得しやすい環境の整備

業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実

腰痛を含む心身の健康管理

介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及
び研修等による腰痛対策の実施

短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康
管理対策の実施

雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施

生産性向上のための業務改善の取組

やりがい・働きがいの醸成

タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量
の縮減

高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介
護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化

５S活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による職場
環境の整備

業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減

ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環
境やケア内容の改善

地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供

ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

区分 内容

入職促進に向けた取組

３－（２）－④の介護福祉士の配置等要件、処遇改善加算要件、職場環境等要
件及び見える化要件の全てを満たす対象事業者
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別紙様式２－１

処遇改善計画書（令和 年度）

１　基本情報＜共通＞

〒

　【本計画書で提出する加算】　※取得予定の加算について「○」、取得しない加算について「×」を選択すること。

介護職員処遇改善加算（処遇改善加算） 介護職員等特定処遇改善加算（特定加算） 介護職員等ベースアップ等支援加算（ベースアップ等加算）

２　賃金改善計画について＜共通＞
（１）加算額を上回る賃金改善について

① 年度の加算の見込額 円 円 円

② 円 円 円

円 円 円

円 円 円

(ア)前年度の賃金の総額 円 円 円

(イ)前年度の処遇改善加算の総額 円 円 円

(ウ)前年度の特定加算の総額 円 円 円

円 円 円

円 円 円

【賃金の総額に係る記入上の注意】

・

・

・

・

・

・

・

【加算の総額に係る記入上の注意】

・

・

【独自の賃金改善額に係る記入上の注意】

・

(2)には、特定加算の算定のみにより賃金改善を行った場合の賃金総額（見込額）を記載すること。（すなわち、処遇改善加算、処遇改善支援補助金及び
ベースアップ等加算を取得し実施される賃金の改善見込額を除いた額を記載すること。）

(3)には、ベースアップ等加算の算定のみにより賃金改善を行った場合の賃金総額（見込額）を記載すること。（すなわち、処遇改善加算、特定加算及び
処遇改善支援補助金を取得し実施される賃金の改善見込額を除いた額を記載すること。）

(4)には、介護職員のみの賃金の総額を記載すること。

(6)には、ベースアップ等加算の配分対象が介護職員のみである場合、介護職員のみの賃金の総額を記載することとし、原則として(4)と同一の数値を記
載すること。また、ベースアップ等加算の配分対象にその他の職種を含む場合、事業所に従事するすべての職員（介護職員及びその他の職種）の賃金
の合計額を記載することとし、原則として(5)と同一の数値を記載すること。

(1)～(6)には、それぞれの加算による賃金改善を行った場合の法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

(7)～(15）は、都道府県国民健康保険団体連合会から通知される「介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」「介護職員処遇改善支援補助金　支払額
通知書」に基づき記載すること。

（10）（13）には、前年度の特定加算・ベースアップ等加算の総額のうち、介護職員に支払われた加算額のみを記載し、(11)(12)(14)(15)には事業所に従事
するすべての職員（介護職員とその他の職種）に支払われた加算額（加算額の総額）を記載すること。

②ⅱ）(オ)の独自の賃金改善額とは、本計画書の提出年度における独自の賃金改善分（初めて処遇改善加算を取得した年度以降に新たに行ったものに
限る。処遇改善加算、特定加算及びベースアップ等加算に係るものを除く。）をいうものであり、「（5）ハ　各介護サービス事業者等による処遇改善加算、
特定加算及びベースアップ等加算の配分を除く賃金改善」欄に支給額、方法等の具体的な賃金改善の内容を記載すること。

(1)には、処遇改善加算の算定のみにより賃金改善を行った場合の介護職員の賃金総額（見込額）を記載すること。（すなわち、特定加算、処遇改善支援
補助金及びベースアップ等加算を取得し実施される賃金の改善見込額を除いた額を記載すること。）

(5)には、事業所に従事するすべての職員（介護職員及びその他の職種）の賃金の総額を記載すること。

ⅱ）前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し
実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除
く）【基準額１・基準額２・基準額３】

(エ)前年度のベースアップ等加算の総額
（介護職員処遇改善支援補助金の総額を含む）
(オ)前年度の各介護サービス事業者等の
独自の賃金改善額

賃金改善の見込額(ⅰ-ⅱ）
（右側の額は加算見込額を上回ること）
ⅰ）それぞれの加算の算定により賃金改善を行う場
合の賃金の総額（見込額）

・本計画に記載された金額は見込額であり、提出後の運営状況(利用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得る。
・（１）では以下の要件を確認しており、オレンジセルが「○」でない場合、加算取得の要件を満たしていない。
　　Ⅰ　介護職員の賃金について、処遇改善加算による賃金改善の見込額が、同加算の算定見込額を上回ること
　　Ⅱ　介護職員その他の職員の賃金について、特定加算による賃金改善の見込額が、同加算の算定見込額を上回ること
　　Ⅲ　介護職員その他の職員の賃金について、ベースアップ等加算による賃金改善の見込額が、同加算の算定見込額を上回ること

処遇改善加算 特定加算 ベースアップ等加算

令和

提出先

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算

フリガナ

E-mail連絡先

法人所在地

フリガナ

FAX番号電話番号

法人名

書類作成担当者

※すでに処遇改善加算・特定加算を算定している事業所が、令和４年10月以降にベースアップ等加算を算定するために計画書を提出する場合、ベース
アップ等加算の算定に必要なセルのみ記入すること。
※「×」をつけた加算に係る記入欄（グレーになるセル）は、記入不要。

(1)

(13)

(2) (3)

(4) (5) (6)

(7)

(10)

(8)

(11)

(9)

(12)

(14) (15)

【基準額２】 【基準額３】【基準額１】
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（２）介護職員処遇改善加算

⑤賃金改善実施期間 令和 年 月 令和 年 月 ( )

（３）介護職員等特定処遇改善加算

⑦ 平均賃金改善額

円 円 円

ⅱ）前年度の常勤換算職員数(i) 人 人 人

ⅲ）前年度の一月当たりの常勤換算職員数(j) 人 人 人

ⅳ）前年度のグループ毎の平均賃金額(月額)【基準額４】(h)/(i) 円 円 円

(A)のみ実施 円

（ 円 ） （ 円 ）

(A)及び(B)を実施 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

(A)(B)(C)全て実施 円 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

上記以外の方法で実施 円 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

月額平均８万円の賃金改善となる者又は改善後の賃金が年額440万円となる者 人（見込）

（「月額平均８万円の処遇改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となる者」を設定できない場合その理由）

小規模事業所等で加算額全体が少額であるため。

職員全体の賃金水準が低く、直ちに月額平均８万円等まで賃金を引き上げることが困難であるため。

その他（ ）

⑧ 賃金改善実施期間(k) 令和 年 月 令和 年 月 ( )

【記入上の注意】

・

・

（４）介護職員等ベースアップ等支援加算
・

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

⑥ 賃金改善実施期間 令和 年 月 令和 年 月 ( )

【記入上の注意】

・

①処遇改善加算の見込額／②賃金改善の見込額 別紙様式2-1　２(１)のとおり

③算定する処遇改善加算の区分／④処遇改善加算の算定対象月

①特定加算の見込額／②賃金改善の見込額 別紙様式2-1　２(１)のとおり

④算定する特定加算の区分／⑤介護福祉士の配置等要件（サービス提供体制強化加算
等の届出情報）／⑥特定加算の算定対象月

別紙様式2-2のとおり

別紙様式2-3のとおり

③処遇改善加算の取得状況 別紙様式2-2のとおり

～ か月

④ⅰ（n-1）と④ⅱ（o-1）の合計額は、ベースアップ等加算による「賃金改善の見込額」（(1)②の最右欄）と一致すること。

か月

（3）⑦ⅰ）の「前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く）」には、一括申請を行う場合に
ついては、原則として、前年１月から12月までの賃金の総額を記載すること。ただし、「その他の職種（C)」には、賃金改善前の賃金が既に年額４４０万
円を上回る職員の賃金を含まないこと。

(４)では、賃金改善の合計額の３分の２以上が、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げに充てられることを確認しており、
オレンジセルが「○」でない場合、加算取得の要件を満たしていない。

月額平均８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の階層や役職にある者に求められる能力や処遇を明確化する
ことが必要であり、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要するため。

～ か月

経験・技能のある
介護職員(A)

ⅰ）前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される
賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く）(h)

ⅴ）グループ毎の平均賃金改善額
(月額)(g)/(j)/(k)

※予定している配分方法について選
択すること。（いずれか1つ）
※当該年度の特定加算の見込額と前
年度の一月当たりの常勤換算方法に
より算出した職員数から算出した一人
当たり配分額(月額)。(括弧内はグルー
プ毎に配分可能な加算総額(年額))

他の介護職員(B) その他の職種(C)

①ベースアップ等加算の見込額／②賃金改善の見込額 別紙様式2-1　２(１)のとおり

③処遇改善加算の取得状況／④ベースアップ等加算の算定対象月 別紙様式2-4のとおり

<-

要
件

<-

⑤ベースアップ等による賃金改善の見込額等

ⅰ）介護職員の賃金改善の見込額　(n-1)

（一月あたり

（うち、ベースアップ等による賃金改善の
見込額）(n-2)

ⅰ）その他の職員の賃金改善の見込額　(o-1)

（うち、ベースアップ等による賃金改善の
見込額）(o-2) （一月あたり

（3）⑦ⅲ）の「前年度の一月当たりの常勤換算職員数」には、一括申請を行う場合については、原則として、本計画書を提出する前月の常勤換算方
法により算出した職員数を記載すること。また、賃金改善前の賃金が既に年額４４０万円を上回り、特定加算の配分対象とならない職員については、
「その他の職種（C）」の常勤換算職員数に含めること。なお、「その他の職種（C）」については、実人数によることもできる。

～
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（５）賃金改善を行う賃金項目及び方法

イ　処遇改善加算

基本給 手当（新設） 手当（既存の増額） 賞与 その他

（当該事業所における賃金改善の内容の根拠となる規則・規程）

就業規則の見直し 賃金規程の見直し その他 （ ）

（賃金改善に関する規定内容）※上記の根拠規程のうち、賃金改善に関する部分を記載。

　※前年度に提出した計画書から変更がある場合には、変更箇所を下線とするなど明確にすること。

（上記取組の開始時期） 年 月 （ 実施済 予定 ）

変更なし

ロ　特定加算　

(A)経験・技能のある介護職員 (B)他の介護職員 (C)その他の職種

 （(A)にチェック（✔）がない場合その理由）

基本給 手当（新設） 手当（既存の増額） 賞与 その他

（当該事業所において賃金改善内容の根拠となる規則・規程）

就業規則の見直し 賃金規程の見直し その他 （ ）

　※前年度に提出した計画書から変更がある場合には、変更箇所を下線とするなど明確にすること。

（上記取組の開始時期） 年 月 （ 実施済 予定 ）

変更なし

ハ　ベースアップ等加算

（ ）

（当該事業所における賃金改善の内容の根拠となる規則・規程）

就業規則の見直し 賃金規程の見直し その他 （ ）

（賃金改善に関する規定内容）　※上記の根拠規程のうち、賃金改善に関する部分を記載。

　※前年度に提出した計画書から変更がある場合には、変更箇所を下線とするなど明確にすること。

（上記取組の開始時期） 年 月 （ 実施済 予定 ）

変更なし

具体的な取組
内容

令和

賃金改善を行
う給与の種類

賃金改善を行
う職員の範囲

経験・技能の
ある介護職員
の考え方

具体的な取組
内容

令和

賃金改善を行
う給与の種類

具体的な取組
内容

（賃金改善に関する規定内容）※上記の根拠規程のうち、賃金改善に関する部分を記載。資格・手当等に含めて賃金改善を行う場合、その旨を記載。

賃金改善を行
う給与の種類

令和

ベースアップ等 基本給
決まって毎月支払われる

手当（新設）
決まって毎月支払われる

手当（既存の増額）

その他 手当（新設） 手当（既存の増額） 賞与 その他

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。
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ニ　各介護サービス事業者等による処遇改善加算、特定加算及びベースアップ等加算の配分を除く賃金改善

３　キャリアパス要件について＜処遇改善加算＞　

次の要件について該当するものにチェック（✔）し、必要事項を具体的に記載すること。

キャリアパス要件Ⅰ　次のイからハまでのすべての基準を満たす。 加算Ⅰ・Ⅱの場合は必ず「該当」 該当 非該当

イ 介護職員の任用における職位、職責又は職務内容等の要件を定めている。

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系を定めている。

ハ イ、ロについて、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知している。

変更なし

キャリアパス要件Ⅱ　次のイとロ両方の基準を満たす。 加算Ⅰ・Ⅱの場合は必ず「該当」 該当 非該当

イ

資格取得のための支援の実施 ※当該取組の内容について下記に記載すること

ロ イについて、全ての介護職員に周知している。

変更なし

キャリアパス要件Ⅲ　次のイとロ両方の基準を満たす。 加算Ⅰの場合は必ず「該当」 該当 非該当

イ

①

②

③

ロ イについて、全ての介護職員に周知している。

変更なし

具体的な仕組みの内容（該当
するもの全てにチェック（✔）
すること。）

資格等に応じて昇給する仕組み
※「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組みを指す。ただし、介護
福祉士資格を有して就業する者についても昇給が図られる仕組みであることを要する。

一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み
※「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みを指す。ただし、客観的な評価基
準や昇給条件が明文化されていることを要する。

※要件Ⅲを満たす（加算Ⅰを算定する）場合、昇給する仕組みを具体的に記載している就業規則等について、指定権者からの求めがあった場合には速
やかに提出できるよう、適切に保管すること。

資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、
介護職員の能力評価を行う。　※当該取組の内容について下記に記載すること

（１）②ⅱ）(オ)の「前年度の各介護サービス事業者等の独自の賃金改善額」に計上する場合は記載すること。

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

独自の賃金改
善の具体的な
取組内容

経験に応じて昇給する仕組み
※「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みを指す。

独自の賃金改
善額の算定根
拠

介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見交換しながら、資質向上の目標及び①、②に関する具体的な計画を策定し、
研修の実施又は研修の機会を確保している。

介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設
けている。

イの実現のための具体的な取
組内容
（該当する項目にチェック（✔）
した上で、具体的な内容を記
載）

①

②
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４　職場環境等要件について＜処遇改善加算・特定加算＞　

変更なし

５　見える化要件について＜特定加算＞
　実施している周知方法について、チェック（✔）すること。

「介護サービス情報公表システム」への掲載 ／ 掲載予定

／ 掲載予定

／ 掲載予定

その他( ) ／ 予定

変更なし

以下の点を確認し、全ての項目にチェックして下さい。

加算相当額を適切に配分するための賃金改善ルールを定めました。

処遇改善加算等として給付される額は、職員の賃金改善のために全額支出します。

加算対象となる職員の勤務体制及び資格要件を確認しました。

キャリアパス要件Ⅱの資質向上の目標及び具体的な計画を定めました。

本計画書の内容を雇用する全ての職員に対して周知しました。

※

※

令和 年 月 日

労働保険関係成立届、確定保険料申告書

会議録、周知文書

計画書の記載内容に虚偽がないことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保管していることを誓
約します。

本表への虚偽記載の他、処遇改善加算、特定加算及びベースアップ等加算の請求に関して不正があった場合は、介護報酬の返還や指定取消とな
る場合がある。

各証明資料は、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出すること。

証明する資料の例

就業規則、給与規程

給与明細

勤務体制表、介護福祉士登録証

資質向上のための計画

―

労働保険料の納付が適正に行われています。

両立支援・多
様な働き方の
推進

介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛
対策の実施

子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備

高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介護業務以外の業務
の提供）等による役割分担の明確化

５S活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による職場環境の整備

ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

事業所・施設の建物で、外部から見える場所への掲示

短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康管理対策の実施

生産性向上の
ための業務改
善の取組

代表者 職名 氏名

法人名

労働基準法、労働災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その
他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていません。

確認項目

ホームページ
への掲載

その他の方法
による掲示等

自社のホームページに掲載

有給休暇が取得しやすい環境の整備

地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

入職促進に向
けた取組

資質の向上や
キャリアアップ
に向けた支援

事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に
対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援等

タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量の縮減

ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善

職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への
転換の制度等の整備

業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実

雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施

事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

やりがい・働き
がいの醸成

腰痛を含む心
身の健康管理

利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供

業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減

上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保

職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入

法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

区分

他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築

内容

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

※上記に加えて、前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

【処遇改善加算】
届出に係る計画の期間中に実施する事項について、全体で必ず１つ以上にチェック（✔）すること。 (ただし、記載するに当たっては、選択したキャリアパ
スに関する要件で求められている事項と重複する事項を記載しないこと。)
【特定加算】
届出に係る計画の期間中に実施する事項について、必ず全てにチェック（✔）すること。複数の取組を行い、「入職促進に向けた取組」、「資質の向上や
キャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産性向上のための業務改善の取組」、「やりがい・
働きがいの醸成」について、それぞれ１つ以上の取組を行うこと。※処遇改善加算と特定加算とで、別の取組を行うことは要しない。
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別紙様式２－２ 介護職員処遇改善加算（施設・事業所別個表）

別紙様式2-1 ２ （２）介護職員処遇改善加算

都道府県 市区町村

1 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

2 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

3 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

4 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

5 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

6 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

7 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

8 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

9 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

10 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

11 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

12 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

13 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

14 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

15 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

16 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

17 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

18 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

19 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

20 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

法人名

③

介護保険事業所番号 指定権者名 事業所名 サービス名

一月あたり
介護報酬
総単位数

[単位]
(a)

１単位あ
たりの単
価[円]
(b)

　　処遇改善加算額（見込額）の合計［円］（別紙様式2-1 ２ （1）①に転記）

事業所の所在地

算定対象月
(d)

新規・継
続の別

算定する
処遇改善
加算の区

分

加
算
率

(

c

)

処遇改善加算
の見込額[円]
(a×b×c×d)

④
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別紙様式２－３ 介護職員等特定処遇改善加算（施設・事業所別個表）

　　特定加算（見込額）の合計[円]（別紙様式2-1 ２ （1）①に転記）

（２）特定加算
③ ⑤

都道府県 市区町村

1 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

2 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

3 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

4 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

5 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

6 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

7 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

8 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

9 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

10 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

11 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

12 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

13 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

14 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

15 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

16 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

17 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

18 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

19 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

20 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

加
算
率

(

e

)

算定対象月
(f)

特定加算の見込
額[円]

(a×b×e×f)

法人名

① ④

介護保険事業所番号 指定権者名 事業所名 サービス名

一月あたり
介護報酬
総単位数

[単位]
(a)

１単位
あたりの
単価[円]
(b) 介護福祉士配置等要件

事業所の所在地

新規・
継続
の別

算定する特定
加算の区分
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別紙様式２－４ 介護職員等ベースアップ等支援加算（施設・事業所別個表）

【記入上の注意】

都道府県 市区町村

(n-1)
③ⅰ）介護
職員の賃
金改善見
込額［円］

(n-2)
左記のう
ち、ベース
アップ等に
よる賃金改
善の見込
額［円］

(o-1)
③ⅱ）その
他の職員
の賃金改
善見込額
［円］

(o-2)
左記のう
ち、ベース
アップ等に
よる賃金改
善の見込
額［円］

1 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

2 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

3 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

4 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

5 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

6 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

7 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

8 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

9 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

10 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

11 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

12 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

13 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

14 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

15 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

16 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

17 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

18 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

19 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

20 令和 年 月～令和 年 月 （ ヶ月）

・(n-1)及び(o-1)には、介護職員・その他の職員の賃金改善額について、事業所毎に、「ベースアップ等加算の算定のみにより賃金改善を行う場合の賃金の総額（見
　込額）」(別紙様式2-1の２(1)の②(3)参照）と、「前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く）」((別紙様式
　2-1の２(1)の【基準額３】参照）とを比較し、その差額を記入すること。
・(n-2)及び(o-2)には、別紙様式2-1（５）ハに記載した具体的な賃金改善の取組に基づき、ベースアップ等による賃金改善の見込額を記載すること。

法人名

　ベースアップ等加算（見込額）の合計［円］（別紙様式2-1 ２ （1）①に転記）

介護保険事業所番号 指定権者名 事業所名

事業所の所在地

サービス名

一月あたり
介護報酬総
単位数[単

位]
(a)

１単位あ
たりの単
価[円]
(b)

（列ごとの合計を「２賃金改善計画について」（４）に転記）

加
算
率

(

l

)

算定対象月
(ｍ)

（３）ベースアップ等支援加算

新規・
継続
の別

①介護職員等
ベースアップ等
支援加算の見込

額
(a×b×l×m)

[円]

算定する介
護職員処遇
改善加算の

区分
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別紙様式３－１

実績報告書（令和 年度）

１　基本情報

〒

　【本報告書で報告する加算】　※取得した加算について「○」、取得しない加算について「×」を選択すること。

介護職員処遇改善加算（処遇改善加算） 介護職員等特定処遇改善加算（特定加算） 介護職員等ベースアップ等支援加算（ベースアップ等加算）

２　実績報告＜共通＞　※詳細は別紙様式３－２及び３－３に記載

要件Ⅰ↓ 要件Ⅱ↓ 要件Ⅲ↓

① 年度の加算の総額 円 円 円

② 円 円 円

円 円 円

(a)本年度の賃金の総額 円 円 円

(b)処遇改善加算の総額 円 円

円 円

円 円

円 円 円

・

・

・

③ 平均賃金改善額＜特定加算＞

（Ａ）経験・技能のある介護職員 円 <- A＞BかつA＞2C

（Ｂ）他の介護職員 円 <- B≧２C

（Ｃ）その他の職種 円 円

・

④ 月額平均８万円又は改善後の賃金が年額440万円となった者＜特定加算＞ <- Aのうち１人以上
が該当

（設定できない事業所があった場合その理由）　※複数回答可

## 小規模事業所等で加算額全体が少額であるため。

## 職員全体の賃金水準が低く、直ちに月額平均８万円等まで賃金を引き上げることが困難であるため。

##

## その他 （ ）

電話番号

(1)(2)(3)には、それぞれの加算による賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

②ⅱ）「前年度の賃金の総額」【基準額１】【基準額２】【基準額３】には、計画書の２（１）②ⅱ）の額を記載することとしているが、職員構成が変わった等の
事由により修正することが可能である。

(6)には、別紙3-2から、特定加算の総額のうち、経験・技能のある介護職員(A)及び他の介護職員(B)に配分された額が転記される。
(7）には、別紙3-2から、本年度の特定加算の総額が転記される。（その他の職種(C)に配分された額も含む。）

本様式では以下の要件を確認しており、オレンジセルが「○」でない場合、加算取得の要件を満たしていない。
Ⅰ【処遇改善加算】介護職員の賃金について、処遇改善加算による賃金改善所要額が、同加算の算定額を上回ること
Ⅱ【特定加算】介護職員その他の職員の賃金について、特定加算による賃金改善所要額が、同加算の算定額を上回ること
Ⅲ【ベースアップ等加算】介護職員その他の職員の賃金について、ベースアップ等加算による賃金改善所要額が、同加算の算定額を上回ること
Ⅳ【特定加算】グループ毎の平均賃金改善額が配分ルールを満たしていること
Ⅴ【特定加算】経験・技能のある介護職員（A）のうち、１人以上は月額８万円の改善または改善後の賃金が年額440万円以上となっていること
　　（その人数は法人一括で申請する事業所の数に応じて設定）
Ⅵ【ベースアップ等加算】賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げに充てること

※「×」をつけた加算に係る記入欄（グレーになるセル）は、記入不要。

月額平均８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の階層や役職にある者に求められる能
力や処遇を明確化することが必要であり、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要するため。

人

-

(c)特定加算の総額

（対象外）

提出先

法人所在地

法人名

書類作成担当者

処遇改善加算 特定加算 ベースアップ等加算

令和

賃金改善所要額(ⅰ-ⅱ）
(右欄の額は①欄の額以上であること)
ⅰ）それぞれの加算の算定により賃金改善を行った
賃金の総額

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算

（対象外） -

(d)処遇改善支援補助金及びベースアップ等加
算の総額

フリガナ

E-mailFAX番号連絡先

（対象外）

フリガナ

ⅱ）前年度の賃金の総額
　　【基準額１・基準額２・基準額３】

（対象外）

いずれかに該当する人数

（ｅ）改善後の賃金
が最も高額となった

者の賃金(年額)
(配分比率)

賃金改善
を実施した
グループ

前年度の平均賃金
額(月額)【基準額４】

本年度の平均賃金
額(月額)

平均賃金改善額

（対象外）

（対象外）

要件Ⅴ

要件Ⅳ

「前年度の平均賃金額（月額）」【基準額４】には、計画書２（3）⑦ⅳ）の額を記載することとしているが、職員構成が変わった等の事由により修正する
ことが可能である。

-

(1)-(6)-(8) (2)ｰ(4)-(9)

【基準額２】 【基準額３】【基準額１】

(8)

(1) (2) (3)

(6)

(4) (5)

(7)

(9)

(3)ｰ(5)-(7)
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⑤

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

年 月 年 月 ( )

【記入上の注意】

・

⑥ 職場環境等要件に基づいて実施した取組について＜処遇改善加算・特定加算＞

変更なし

⑦その他（やむを得ず配分比率を満たすことができなくなった場合等については、下記の欄に記載すること。）

※ 給与明細や勤務記録等、実績報告の根拠となる資料は、指定権者からの求めがあった場合に速やかに提出できるよう、適切に保管しておくこと。

※

　

令和 年 月 日

他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築

（一月あたり

ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善

地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

実績報告書の記載内容に虚偽がないことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保管して
いることを誓約します。

処遇改善加算・特定加算・ベースアップ等加算に関して、虚偽や不正があった場合には、支払われた介護給付費の返還や介護事業者の指定取消
となる場合があるので留意すること。

雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施

上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保

やりがい・働き
がいの醸成

職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換
の制度等の整備

※上記に加えて、今年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にもチェック（✔）すること。

資質の向上や
キャリアアップ
に向けた支援

研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入

事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

生産性向上の
ための業務改
善の取組

タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量の縮減

両立支援・多
様な働き方の
推進

５S活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による職場環境の整備

子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備

腰痛を含む心
身の健康管理

高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提
供）等による役割分担の明確化

ベースアップ等による賃金改善額等＜ベースアップ等加算＞

<-（うち、ベースアップ等
による賃金改善額）(o-2)

（一月あたり

 （代表者名）

ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

有給休暇が取得しやすい環境の整備

短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康管理対策の実施

業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減

<-

【処遇改善加算】
届出に係る計画の期間中に、全体で必ず１つ以上の取組を行うことが必要であること
【特定加算】
届出に係る計画の期間中に、「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む
心身の健康管理」、「生産性向上のための業務改善の取組」、「やりがい・働きがいの醸成」について、それぞれ１つ以上の取組を行うことが必要であること。

法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

 （法人名）  

区分

（n-1）と（o-1）の合計額は、ベースアップ等加算による「賃金改善所要額」（「②賃金改善所要額」の最右欄）と一致すること。

利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供

業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実

介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対
策の実施

働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対
する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援等

入職促進に向
けた取組

事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

か月令和 令和

内容

ⅰ）介護職員の賃金改善額(n-1)

要
件
Ⅵ

（うち、ベースアップ等
による賃金改善額）(n-2)

賃金改善実施期間 ～

ⅱ）その他の職員の賃金改善額(o-1)
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別紙様式３－２ 介護職員処遇改善実績報告書・介護職員等特定処遇改善実績報告書（施設・事業所別個表）　

経験・技能のあ
る介護職員(A)

他の
介護職員(B)

その他の職種
(C)

経験・技能のある
介護職員(A)

他の
介護職員(B)

その他の職種
(C)

経験・技能のある
介護職員(A)

他の
介護職員(B)

その他の職種(C)
未設定の
事業所

処遇改善加算

特定加算

処遇改善加算 特定加算 処遇改善支援補助金とベースアップ等加算

都道府県 市区町村

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

経験・技能のある
介護職員
(A)

本年度の賃金の
総額［円］

介護保険事業所番号

経験・技能のあ
る介護職員のう
ち月平均8万円
以上又は年額
440万円以上

［人］

その他の職種
(C)

経験・技能のあ
る介護職員

(A)

経験・技能のある
介護職員
(A)

処遇改善支援補助金とベースアップ等加算

本年度の常勤換算職員数［人］

算定する
加算区分

本年度の加算
の総額［円］ 他の介護職員

(B)

経験・技能のある
介護職員
(A)

他の介護職員
(B)

（グループ別内訳）

他の介護職員
(B)

本年度の処遇改
善支援補助金と
ベースアップ等

加算の総額［円］
その他の職種

(C)

グループ別内訳

法人名

本年度の加算の総額［円］

（グループ別内訳）

本年度の賃金
の総額［円］経験・技能のある

介護職員
(A)

処遇改善加算の対象者

特定加算の対象者

指定権者 事業所名

本年度の常勤換算職員数［人］

サービス名

事業所の所在地
経験・技能のある
介護職員のうち
月平均8万円以
上又は年額440
万円以上［人］

他の介護職員
(B)

その他の職種
(C)

他の介護職員
(B)

その他の職種
(C)

【賃金の総額に係る記入上の注意】
・下表の「本年度の賃金の総額」には、処遇改善加算・特定加算・処遇改善支援補助金・ベースアップ等加算を取得し実施される賃金の改善額を含むこと。
・下表の処遇改善加算に係る「本年度の賃金の総額」には、介護職員のみの賃金の総額を記載し、特定加算に係る「本年度の賃金の総額」には、グループ毎の賃金の総額を記載すること。
【処遇改善支援補助金とベースアップ等加算の総額に係る記入上の注意】
・下表の「本年度の処遇改善支援補助金とベースアップ等加算の総額」について、処遇改善加算・特定加算の賃金改善実施期間（原則、４月から翌年の３月までの期間）における処遇改善支援補助金及びベースアップ等加算の合計額を記載すること。
・ベースアップ等加算を算定し、特定加算を算定しない事業所は、介護職員について(A) (B)グループを設定しないため、下表の「本年度の処遇改善支援補助金とベースアップ等加算の総額」の「グループ別内訳」について、介護職員に配分された額を
　全額「他の介護職員(B)」の欄に記載し、「経験・技能のある介護職員(A)」の欄は空欄とすること。
【常勤換算職員数に係る記入上の注意】
・賃金改善前の賃金が既に年額440万円を上回り、特定加算の配分対象とならないその他の職種の職員は、「その他の職種（C）」の常勤換算職員数に含めること。なお、「その他の職種（C）」は、実人数によることも可能。
【その他の記入上の注意】
・本表に記載する事業所は、計画書の別紙様式２－２及び２－３に記載した事業所と一致しなければならない。事業所の数が多く、１枚に記載しきれない場合は、適宜、行を追加すること。

グループ別内訳 グループ別内訳
算定する
加算区分

本年度の加算
の総額［円］

本年度の賃金の総額［円］
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別紙様式３－３ 介護職員等ベースアップ等支援実績報告書（施設・事業所別個表）　

【記入上の注意】

［円］

ベースアップ等加算の賃金改善実施期間における賃金の総額（別紙様式3-1②(3)に転記）

ベースアップ等加算の賃金改善実施期間における処遇改善加算の総額（別紙様式3-1②(5)に転記）

ベースアップ等加算の賃金改善実施期間における特定加算の総額（別紙様式3-1②(7)に転記）

ベースアップ等加算の総額(別紙様式3-1①に転記)

処遇改善加算 特定加算

都道府県 市区町村

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

法人名

(n-2)
左記のうち、
ベースアップ等
による賃金改善
額［円］

(n-1)
⑤ⅰ）介護職員
の賃金改善額
［円］

事業所の所在地
ベースアップ加算の賃
金改善実施期間にお
ける加算の総額［円］

(q)

介護保険事業所番号 指定権者 事業所名

・本表に記載する事業所は、計画書の別紙様式２－４に記載した事業所と一致しなければならない。
　事業所の数が多く、１枚に記載しきれない場合は、適宜、行を追加すること。
・（p）には、ベースアップ加算の賃金改善実施期間（令和４年度においては、原則として令和４年10月分から令和５年３月分まで）に
　おける賃金の総額を記載すること。（（q）（r）についても同様。）
・(n-1)には、「賃金改善実施期間にベースアップ等加算のみにより賃金改善を行った介護職員の賃金の総額」と、「前年度（賃金改善
　実施期間に相当する期間）の介護職員の賃金の総額」（計画書【基準額３】参照）とを比較し、その差額を事業所毎に記入すること。
　（(o-1)のその他の職員についても同様。）
・(n-2)及び(o-2)には、別紙様式2-1の２（５）ハに記載した具体的な賃金改善の取組に基づく、ベースアップ等による賃金改善の見込
　額を記載すること。

サービス名
ベースアップ加算の賃
金改善実施期間にお
ける加算の総額［円］

(r)

加算の総額［円］

ベースアップ等加算
ベースアップ加算の
賃金改善実施期間
における賃金の総額
（介護職員とその他の職
員の合計額）［円］

(p)

(o-1)
⑤ⅱ）その他の
職員の賃金改善
額［円］

(o-2)
左記のうち、
ベースアップ等
による賃金改善
額［円］
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別紙様式４

年度）

基本情報

〒

介護職員処遇改善加算 介護職員等特定処遇改善加算 介護職員等ベースアップ等支援加算

年 月 日

令和 年 月 日

４ 変更の概要

提出すべき書類記載すべき事項

・①～⑥のうち、届出を行うすべての項目に○印を記入すること。
・①～⑥に係る変更があった場合には、「記載すべき事項」欄に定める事項を「４ 変更の概要」欄に記載して届け出ること。また、本届出
書と併せて、変更内容に応じた「提出すべき書類」を、変更事項を反映したうえで提出すること。
・⑤・⑥に係る変更のみである場合には、実績報告書を提出する際に、⑤・⑥に定める事項を記載した本紙を付して届け出ること。

―

―

別紙様式２－１

（処遇改善加算）別紙様式２－１の２⑴及
び⑵並びに別紙様式２－２
（特定加算）別紙様式２－１の２⑴及び⑶
並びに別紙様式２－３
（ベースアップ等加算）別紙様式２－１の２
⑴及び⑷並びに別紙様式２－４

・別紙様式２－１の２⑴及び⑵並びに３
・別紙様式２－２

・別紙様式２－１の２⑴及び⑶
・別紙様式２－３

―

―

キャリアパス要件の変更に係る部分の内
容

・介護福祉士の配置等要件の変更に係る
部分の内容
・入居継続支援加算や日常生活継続支
援加算を算定できない状況が常態化し、
３か月以上継続したことに係る内容

当該改正の概要

⑥
キャリアパス要件等の変更に係る部分の
内容

変更に係る届出書（令和

１ 届出を行う加算

２ 変更が生じた日

３ 届出を行う理由

③

④

【法人等に関する事項】【共通】
会社法（平成17年法律第86号）の規定による吸収合
併、新設合併等による、計画書の作成単位の変更

【対象事業所に関する事項】【共通】
複数の介護サービス事業所等について一括して申
請を行う事業者における、当該申請に関係する介護
サービス事業所等の増減（新規指定、廃止等の事由
による。）

【キャリアパス要件に関する変更】【処遇改善加算】
キャリアパス要件に関する適合状況の変更（該当す
る処遇改善加算の区分に変更が生じる場合に限
る。）

【介護福祉士等配置要件に関する変更】【特定加算】
・介護福祉士の配置等要件に関する適合状況の変
更に伴う、該当する加算の区分の変更
・喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要
件等を満たせないことにより、入居継続支援加算や
日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態
化し、３か月以上継続した場合

変更事項

　介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算に係る処遇改善計画書の内容につい
て、次のとおり変更するので、必要書類を添えて届け出ます。

 （代表者名）

令和

①

 （法人名）  

②

書類作成担当者

FAX番号 E-mail電話番号

⑤
【就業規則に関する事項】【共通】
就業規則を改正（介護職員の処遇に関する内容に
限る。）

【キャリアパス要件等に関する変更】【処遇改善加算】
キャリアパス要件等に関する適合状況の変更（処遇
改善加算（Ⅲ）を算定している場合におけるキャリア
パス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び職場環境等要
件の要件間の変更が生じる場合に限る。）

フリガナ

法人名

連絡先

法人所在地

フリガナ
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別紙様式５

年度）

基本情報

〒

１．事業の継続を図るために、介護職員等の賃金を引き下げる必要がある状況について

２．賃金水準の引き下げの内容

３．経営及び賃金水準の改善の見込み

※ 経営及び賃金水準の改善に係る計画等を提出し、代替することも可。

４．賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等について

令和 年 月 日

当該法人の収支（介護事業に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少などにより経営が
悪化し、一定期間にわたり収支が赤字である、資金繰りに支障が生じるなどの状況について記載

 （代表者名）

労使の合意の時期及び方法等について記載

 （法人名）  

書類作成担当者

連絡先 電話番号 FAX番号 E-mail

法人所在地

フリガナ

特別な事情に係る届出書（令和

フリガナ

法人名
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保医発0327第３号 

令和２年３月27日 

 

地方厚生（支）局医療課長 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

 

 

厚生労働省保険局医療課長 

                         （公 印 省 略） 

 

「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に 

関連する事項等について」の一部改正について 

 

 

標記については、「要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定

できる場合の一部を改正する件」（令和２年厚生労働省告示第108号）等が公布され、令

和２年４月１日から適用されること等に伴い、「医療保険と介護保険の給付調整に関する

留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平成18年４月28日

老老発第0428001号・保医発第0428001号）の一部を下記のように改め、令和２年４月１日

から適用することとしたので、その取扱いに遺漏のないよう貴管下の保険医療機関、審査

支払機関等に対して周知徹底を図られたい。 

なお、要介護被保険者等であって、特別養護老人ホーム等の入所者であるものに対する

診療報酬の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いにつ

いて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）も併せて参照すること。 

 

記 

 

第１ 厚生労働大臣が定める療養告示について 

１ 第１号関係について 

(１) 介護保険適用病床に入院している要介護被保険者である患者が、急性増悪等に

より密度の高い医療行為が必要となった場合については、当該患者を医療保険適

用病床に転床させて療養を行うことが原則であるが、患者の状態、当該病院又は

診療所の病床の空き状況等により、患者を転床させず、当該介護保険適用病床に

おいて緊急に医療行為を行う必要のあることが想定され、このような場合につい

ては、当該病床において療養の給付又は医療が行われることは可能であり、この
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場合の当該緊急に行われた医療に係る給付については、医療保険から行うもので

あること。 

(２) 介護保険から給付される部分に相当する療養については、医療保険からの給付

は行わないものであること。 

 

２ 第２号関係について 

(１) 療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第

130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第26条の

規定による改正前の介護保険法第８条第26項に規定する療養病床等に係る病棟

をいう。以下同じ。）に該当する病棟が一つである病院又は診療所において、介

護保険適用の指定を受けることにより要介護被保険者以外の患者等に対する対

応が困難になることを避けるため、当該病院又は診療所において、あらかじめ病

室（当該病院にあっては、患者の性別ごとに各１つの合計２つの病室（各病室の

病床数が４を超える場合については４病床を上限とする。））を定め、当該病室

について地方厚生（支）局長に届け出た場合は、当該病室において行った療養に

係る給付は、医療保険から行うものとすること。 

(２) 当該届出については、別紙様式１から８までに従い、医療保険からの給付を行

う場合の入院基本料の区分のほか、夜間勤務等の体制、療養環境等について記載

するものであること。入院基本料の区分については、原則として、介護保険適用

病床における療養型介護療養施設サービス費又は診療所型介護療養施設サービ

ス費の算定に係る看護師等の配置基準と同一のものに相当する入院基本料を届

け出るものであること。 

 

３ 第３号関係について 

介護保険適用病床に入院している患者に対し歯科療養を行った場合についての当

該療養に係る給付については医療保険から行うものであること。 

 

第２ 医療保険適用及び介護保険適用の病床を有する保険医療機関に係る留意事項につ

いて 

１ 同一の病棟で医療保険適用と介護保険適用の病床を病室単位で混在できる場合 

(１) 療養病棟を２病棟以下しか持たない病院及び診療所であること。 

(２) 病院であって、当該病院の療養病棟（医療保険適用であるものに限る。）の病

室のうち、当該病棟の病室数の２分の１を超えない数の病室を定め、当該病室に

ついて指定介護療養型医療施設の指定を受けることについて地方厚生（支）局長

に届け出た場合には、令和６年３月31日までの間に限り、当該病室において行っ

た療養に係る給付は、介護保険から行うものとすること。 

(３) 病院（指定介護療養型医療施設であるものに限る。）であって、当該病院の療

養病棟の病室のうち、当該病棟の病室数の２分の１を超えない数の病室を定め、

当該病室について指定介護療養型医療施設の指定を除外し、当該病室に入院する

者について療養の給付（健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第１項の療養
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の給付をいう。）を行おうとすることについて地方厚生（支）局長に届け出た場

合には、令和６年３月31日までの間に限り、当該病室において行った療養に係る

給付は、医療保険から行うものとすること。 

 

２ 施設基準関係 

(１) １保険医療機関における介護保険適用の療養病床（以下「介護療養病床」とい

う。）と医療保険適用の療養病床（以下「医療療養病床」という。）で別の看護

師等の配置基準を採用できること。 

(２) １病棟を医療療養病床と介護療養病床に分ける場合については、各保険適用の

病床ごとに、１病棟すべてを当該保険の適用病床とみなした場合に満たすことの

できる看護師等の配置基準に係る入院基本料等（医療療養病床の場合は療養病棟

入院料１又は２、介護療養病床の場合は療養型介護療養施設サービス費）を採用

するものとすること。このため、１病棟内における医療療養病床と介護療養病床

とで、届け出る看護師等の配置基準が異なることがあり得るものであること。た

だし、医療療養病床及び介護療養病床各々において満たすことのできる看護師等

の配置基準に係る入院基本料等を採用することもできるものであること。なお、

医療療養病床に係る届出については、基本診療料の施設基準等（平成20年厚生労

働省告示第62号）及び「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの

取扱いについて」（令和２年３月５日保医発0305第２号）に基づき、療養病棟入

院料１若しくは２又は有床診療所療養病床入院基本料を届け出るものであるこ

と。 

(３) 夜間勤務等の体制については、病棟ごとに届出を行うことが可能であるが、１

病棟を医療療養病床と介護療養病床とに分ける場合には、各保険適用の病床ごと

に、１病棟すべてを当該保険の適用病床とみなした場合に満たすことのできる夜

間勤務等の体制を採用するものとすること。 

 

３ 入院期間、平均在院日数の考え方について 

(１) 介護保険適用病床に入院している患者が、急性増悪等により一般病棟での医療

が必要となり、同病棟に転棟した場合は、転棟後30日までの間は、新規入院患者

と同様に取り扱うこと。 

(２) (１)以外の場合についての入院期間の考え方については、介護保険適用の病床

に入院している期間についても、医療保険適用病床に入院している場合と同様に

取り扱うものであること。 

(３) 平均在院日数の考え方については、(１)及び(２)と同様であること。 

 

４ 介護保険適用病床に入院中に医療保険からの給付を受けた場合の取扱いについて 

(１) 介護保険適用病床において、緊急その他の場合において療養の給付を受けた場

合において、当該医療保険における請求については、「入院外」のレセプトを使

用すること。 

(２) この場合において、医療保険における患者の一部負担の取扱いについても通常
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の外来に要する費用負担によるものであること。 

 

５ 医療保険の診療項目と介護保険の特定診療費、特別療養費及び特別診療費の算定に

おける留意事項 

(１) 同一施設内の医療保険適用病床から介護保険適用病床へ転床した場合、当該転

床した月においては、特定診療費として定められた初期入院診療管理は算定でき

ないものであること。ただし、当該医療保険適用病床と介護保険適用病床におけ

る入院期間が通算して６月以内の場合であって、当該介護保険適用病床に転床し

た患者の病状の変化等により、診療方針に重要な変更があり、入院診療計画を見

直す必要が生じた場合においては、この限りでない。 

(２) 同一施設内の医療保険適用病床から、介護医療院若しくは介護療養型老人保健

施設に入所した者又は当該医療機関と一体的に運営されるサテライト型小規模

介護療養型老人保健施設に入所した者にあっては、特別療養費又は特別診療費に

定める初期入所診療加算は算定できないものであること。ただし、当該施設の入

所期間及び当該施設入所前の医療保険適用病床における入所期間が通算して６

月以内の場合であって、当該入所した者の病状の変化等により、診療方針に重要

な変更があり、診療計画を見直す必要が生じた場合においては、この限りでない。 

(３) 医療保険適用病床から介護保険適用病床に転床又は介護医療院若しくは介護

療養型老人保健施設に入所した場合、当該転床又は入所した週において、医療保

険の薬剤管理指導料を算定している場合には、特定診療費、特別療養費又は特別

診療費として定められた薬剤管理指導は算定できないものであること。また、介

護保険適用病床から医療保険適用病床に転床又は介護医療院若しくは介護療養

型老人保健施設から医療保険適用病床に入院した場合についても同様であるこ

と。 

(４) 特定診療費又は特別診療費として定められた理学療法、作業療法、言語聴覚療

法、集団コミュニケーション療法及び精神科作業療法並びに特別療養費として定

められた言語聴覚療法及び精神科作業療法を行う施設については、医療保険の疾

患別リハビリテーション及び精神科作業療法を行う施設と同一の場合及びこれ

らと共用する場合も認められるものとすること。ただし、共用する場合にあって

は、施設基準及び人員配置基準等について、特定診療費、特別療養費又は特別診

療費及び医療保険のそれぞれにおいて定められた施設基準の両方を同時に満た

す必要があること。 

 

６ 介護療養型医療施設に入院中の患者の医療保険における他保険医療機関への受診

について 

(１) 介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因となった傷病以外の傷

病に罹患し、当該介護療養型医療施設以外での診療の必要が生じた場合は、他保

険医療機関へ転医又は対診を求めることを原則とする。 

(２) 介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該介護療養施設サー

ビス費に含まれる診療を他保険医療機関で行った場合には、当該他保険医療機関
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は当該費用を算定できない。 

(３) (２)にかかわらず、介護療養施設サービス費を算定する患者に対し眼科等の専

門的な診療が必要となった場合（当該介護療養型医療施設に当該診療に係る診療

科がない場合に限る。）であって、当該患者に対し当該診療が行われた場合（当

該診療に係る専門的な診療科を標榜する他保険医療機関（特別の関係にあるもの

を除く。）において、次に掲げる診療行為を含む診療行為が行われた場合に限る。）

は、当該患者について算定する介護療養施設サービス費に含まれる診療が当該他

保険医療機関において行われた診療に含まれる場合に限り、当該他保険医療機関

において、当該診療に係る費用を算定できる。ただし、短期滞在手術等基本料２

及び３、医学管理等、在宅医療、投薬、注射並びにリハビリテーションに係る費

用（当該専門的な診療科に特有な薬剤を用いた投薬又は注射に係る費用を除く。）

は算定できない。 

ア 初・再診料 

イ 短期滞在手術等基本料１ 

ウ 検査 

エ 画像診断 

オ 精神科専門療法 

カ 処置 

キ 手術 

ク 麻酔 

ケ 放射線治療 

コ 病理診断 

(４) 他保険医療機関は、(３)のアからコまでに規定する診療を行った場合には、当

該患者の入院している介護療養型医療施設から提供される当該患者に係る診療

情報に係る文書を診療録に添付するとともに、診療報酬明細書の摘要欄に、「入

院介護療養型医療施設名」、「受診した理由」、「診療科」及び「○他○介(受診

日数：○日)」と記載する。 

 

第３ 介護調整告示について 

要介護被保険者等である患者（介護医療院に入所中の患者を除く。）に対し算定でき

る診療報酬点数表に掲げる療養については、介護調整告示によるものとし、別紙１を参

照のこと。 

なお、要介護被保険者等であって、特別養護老人ホーム等の入所者であるものに対す

る診療報酬の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い

について」（平成18年３月31日保医発第0331002号）も併せて参照すること。 

 

第４ 介護医療院に入所中の患者の医療保険における保険医療機関への受診等について 

１ 介護医療院に入所中の患者に対する診療の基本的な考え方は、第２の６の(１)、

(２)及び(４)の例によること。 
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２ 介護医療院サービス費を算定する患者に対し専門的な診療が必要となった場合に

は、保険医療機関において当該診療に係る費用を算定できる。算定できる費用につい

ては介護調整告示によるものとし、別紙２を参照のこと。 

３ 医療療養病床及び介護療養病床が混在する病棟の一部を介護医療院に転換した場

合、夜間勤務等の体制については、第２の２の（３）の例によること。 

 

第５ 医療保険における在宅医療と介護保険における指定居宅サービス等に関する留意

事項 

１ 同一日算定について 

診療報酬点数表の別表第一第２章第２部（在宅医療）に掲げる療養に係る同一日算

定に関する考え方については、介護保険の指定居宅サービスは対象とするものではな

いこと。 

 

２ 月の途中で要介護被保険者等となる場合等の留意事項について 

要介護被保険者等となった日から、同一の傷害又は疾病等についての給付が医療保

険から介護保険へ変更されることとなるが、この場合において、１月あたりの算定回

数に制限がある場合（医療保険における訪問歯科衛生指導と介護保険における歯科衛

生士が行う居宅療養管理指導の場合の月４回など）については、同一保険医療機関に

おいて、両方の保険からの給付を合算した回数で制限回数を考慮するものであること。 

 

３ 訪問診療に関する留意事項について 

(１) 指定特定施設（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成11年厚生省令第37号）第174条第１項）、指定地域密着型特定施設（指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働

省令第34号）第109条第１項）又は指定介護予防特定施設（指定介護予防サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第230

条第１項）のいずれかに入居する患者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準第192条の２に規定する外部サービス利用型指定特定施設

入居者生活介護及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介

護を受けている患者を除く。）については在宅がん医療総合診療料は算定できな

い。 

(２) 要介護被保険者等については、在宅患者連携指導料は算定できない。 

(３) 特別養護老人ホーム入居者に対しては、「特別養護老人ホーム等における療養

の給付の取扱いについて」（平成18年保医発第0331002号）に定める場合を除き、

在宅患者訪問診療料を算定できない。 

 

４ 在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料に関する留意事項
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について 

介護保険におけるターミナルケア加算を算定した場合は、在宅患者訪問看護・指導

料の在宅ターミナルケア加算及び同一建物居住者訪問看護・指導料の同一建物居住者

ターミナルケア加算、介護保険における看護・介護職員連携強化加算を算定している

月にあっては、在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料の看

護・介護職員連携強化加算を算定できない。 

 

５ 在宅患者緊急時等共同指導料に関する留意事項について 

介護保険における居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定し

た日は調剤に係る在宅患者緊急時等共同指導料を算定できない。 

 

６ 在宅患者訪問点滴注射管理指導料に関する留意事項について 

小規模多機能型居宅介護事業所、複合型サービス事業所において通所サービス中に

実施される点滴注射には算定できない。 

 

７ 精神科訪問看護・指導料に関する留意事項について 

精神疾患を有する患者であり、精神科訪問看護指示書が交付された場合は、要介護

被保険者等の患者であっても算定できる。ただし、認知症が主傷病である患者（精神

科在宅患者支援管理料を算定する者を除く。）については算定できない。 

 

８ 訪問看護等に関する留意事項について 

(１) 訪問看護療養費は、要介護被保険者等である患者については、原則としては算

定できないが、特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護を行う場合、訪問看護療

養費に係る訪問看護ステーションの基準等（平成18年厚生労働省告示第103号。

以下「基準告示」という。）第２の１の（１）に規定する疾病等の利用者に対す

る指定訪問看護を行う場合（退院支援指導加算については、退院後行う初回の訪

問看護が特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護である場合又は基準告示第２

の１の（１）に規定する疾病等の利用者に対する指定訪問看護である場合、訪問

看護情報提供療養費１については、同一月に介護保険による訪問看護を受けてい

ない場合に限る。）、精神科訪問看護基本療養費が算定される指定訪問看護を行

う場合（認知症でない患者に指定訪問看護を行う場合に限る。）及び入院中（外

泊日を含む。）に退院に向けた指定訪問看護を行う場合には、算定できる。 

ただし、その場合であっても、介護保険の訪問看護等において緊急時訪問看護

加算又は緊急時介護予防訪問看護加算を算定している月にあっては24時間対応

体制加算、介護保険における特別管理加算を算定している月にあっては医療保険

の特別管理加算、介護保険における看護・介護職員連携強化加算を算定している

月にあっては医療保険の看護・介護職員連携強化加算は算定できない。また、介

護保険の訪問看護等においてターミナルケア加算を算定した場合は、訪問看護タ

ーミナルケア療養費は算定できない。 

(２) 要介護被保険者等については、在宅患者連携指導加算は算定できない。 
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９ 訪問リハビリテーションに関する留意事項について 

在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料は、要介護被保険者等である患者につ

いては、原則としては算定できないが、急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビ

リテーションの指導管理を行う必要がある場合には、６月に１回、14日間に限り算定

できる。 

 

10 リハビリテーションに関する留意事項について 

要介護被保険者等である患者に対して行うリハビリテーションは、同一の疾患等に

ついて、医療保険における心大血管疾患リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビ

リテーション料、廃用症候群リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料又

は呼吸器リハビリテーション料（以下「医療保険における疾患別リハビリテーション

料」という。）を算定するリハビリテーション（以下「医療保険における疾患別リハ

ビリテーション」という。）を行った後、介護保険における訪問リハビリテーション

若しくは通所リハビリテーション又は介護予防訪問リハビリテーション若しくは介

護予防通所リハビリテーション（以下「介護保険におけるリハビリテーション」とい

う。）の利用開始日を含む月の翌月以降は、当該リハビリテーションに係る疾患等に

ついて、手術、急性増悪等により医療保険における疾患別リハビリテーション料を算

定する患者に該当することとなった場合を除き、医療保険における疾患別リハビリテ

ーション料は算定できない。 

ただし、医療保険における疾患別リハビリテーションを実施する施設とは別の施設

で介護保険におけるリハビリテーションを提供することになった場合には、一定期間、

医療保険における疾患別リハビリテーションと介護保険のリハビリテーションを併

用して行うことで円滑な移行が期待できることから、介護保険におけるリハビリテー

ションの利用開始日を含む月の翌々月まで、併用が可能であること。併用する場合に

は、診療録及び診療報酬明細書に「介護保険におけるリハビリテーションの利用開始

日」を記載することにより、同一の疾患等について介護保険におけるリハビリテーシ

ョンを行った日以外の日に医療保険における疾患別リハビリテーション料を算定す

ることが可能である。ただし、当該利用開始日の翌月及び翌々月に算定できる疾患別

リハビリテーション料は１月７単位までとする。 

なお、目標設定等支援・管理料を算定してから３月以内に、当該支援によって紹介

された事業所において介護保険におけるリハビリテーションを体験する目的で、同一

の疾患について医療保険におけるリハビリテーションを行った日以外に１月に５日

を超えない範囲で介護保険におけるリハビリテーションを行った場合は、診療録及び

診療報酬明細書に「介護保険におけるリハビリテーションの利用開始日」を記載する

必要はなく、医療保険における疾患別リハビリテーションから介護保険におけるリハ

ビリテーションへ移行したものとはみなさない。 

 

11 重度認知症患者デイ・ケア料等に関する留意事項について 

(１) 医療保険における重度認知症患者デイ・ケア料、精神科ショート・ケア、精神

- 371 -



科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デイ・ナイト・ケア（以下「重度

認知症患者デイ・ケア料等」という。）を算定している患者に対しては、当該重

度認知症患者デイ・ケア料等を、同一の環境において反復継続して行うことが望

ましいため、患者が要介護被保険者等である場合であっても、重度認知症患者デ

イ・ケア料等を行っている期間内においては、介護保険における認知症対応型通

所介護費及び通所リハビリテーション費を算定できないものであること。 

ただし、要介護被保険者等である患者であって、特定施設（指定特定施設、指

定域密着型特定施設又は指定介護予防特定施設に限る。）の入居者及びグループ

ホーム（認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護の受

給者の入居施設）の入居者以外のものに対して行う重度認知症患者デイ・ケア等

については、介護保険における指定認知症対応型通所介護又は通所リハビリテー

ションを行った日以外の日に限り、医療保険における重度認知症患者デイ・ケア

料等を算定できるものであること。 

(２) グループホーム（認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生

活介護の受給者の入居施設）の入居者については、医療保険の重度認知症患者デ

イ・ケア料は算定できないものであること。ただし、認知症である老人であって

日常生活自立度判定基準がランクＭに該当するものについては、この限りではな

いこと。 

 

12 人工腎臓等に関する留意事項について 

介護老人保健施設は入所者について、人工腎臓の「１」から「３」を算定する場合

（「注13」の加算を算定する場合を含む。）の取扱いは、介護老人保健施設の入所者

以外の場合と同様であり、透析液（灌流液）、血液凝固阻止剤、生理食塩水、エリス

ロポエチン、ダルベポエチン及びエポエチンベータペゴルの費用は人工腎臓の所定点

数に含まれており、別に算定できない。なお、生理食塩水には、回路の洗浄・充填、

血圧低下時の補液、回収に使用されるもの等が含まれ、同様の目的で使用される電解

質補液、ブドウ糖液等についても別に算定できない。 
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

(別紙１)

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

― × ○ × ○ ×
○

（入院に係るも
のを除く。）

○
（配置医師が行う場合を除く。）

○ ×

○
（Ａ４００の１
短期滞在手術等
基本料１に限

る。）

○
（Ａ２２７精神
科措置入院診療
加算及びＡ２２
７－２精神科措
置入院退院支援
加算に限る。）

○
（Ａ４００の１
短期滞在手術等
基本料１に限

る。）

× ― ―

○ ―

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ ―

○ ―

○ ―

○ ―

― ○

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○
（療養病棟に入
院中の者に限

る。）

× ○ ○

○
（療養病棟に入
院中の者に限

る。）

○

○ ○

○ ―

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ ―

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

注１ ○ ○

注２ ○

○
（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい

る場合に限
る。）

× ―

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

基
本

初・再診料 ○

入院料等 ×

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

×

Ｂ００１の24　外来緩和ケア管理料 ○ × ×

Ｂ００１の25　移植後患者指導管理料 ○ × ×

Ｂ００１の10　入院栄養食事指導料 ― × ×

○ × ×

Ｂ００１－２－７　外来リハビリテーション診療料 ○ × ×

×

Ｂ００１の27　糖尿病透析予防指導管理料 ○ × ×

Ｂ００１－２－５　院内トリアージ実施料 ○ × ×

Ｂ００１の26　植込型輸液ポンプ持続注入療法指導
管理料

○ ×

Ｂ００１－２－６　夜間休日救急搬送医学管理料

Ｂ００５　退院時共同指導料２ ― × × ×

Ｂ００１－２－８　外来放射線照射診療料 ○ × ×

Ｂ００４　退院時共同指導料１ ― × × ×

Ｂ００５－１－２　介護支援等連携指導料 ― × × ×

Ｂ００５－６　がん治療連携計画策定料 ○ × × ×

Ｂ００５－７　認知症専門診断管理料 ○ × ×

Ｂ００５－６－２　がん治療連携指導料 ○ × × ×

Ｂ００５－６－４　外来がん患者在宅連携指導料 ○ × × ×

Ｂ００７　退院前訪問指導料 ― × × ×

Ｂ００５－７－２　認知症療養指導料 ○ × × ×

Ｂ００５－８　肝炎インターフェロン治療計画料 ○ × × ×

Ｂ００７－２　退院後訪問指導料 ○ × × ×

Ｂ００８　薬剤管理指導料 ― × × ×

○ × × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
× ×

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ○ × × ×

Ｂ００９　診療情報提供料(Ⅰ)

特
掲

医
学
管
理
等
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

注３ ― ○

注４ ○ × ○ ―

注５及び注６ ○ ○ × ○

注８加算及び注９加算 ○ ○

注10加算（認知症専門医療機関紹介加算） ○ ○ × ○

注11加算（認知症専門医療機関連携加算）
注12加算（精神科医連携加算）
注13加算（肝炎インターフェロン治療連携加算）

― ○

注14加算（歯科医療機関連携加算１）
注15加算（歯科医療機関連携加算２）

○ ○

注16加算（地域連携診療計画加算） ― ―

注17加算（療養情報提供加算） ― ○

注18加算（検査･画像情報提供加算） ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ―

○ ―

○ ○ ×
○

※１

― × ○
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○
○

※10
―

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に
限る。ただし、看取り介護加算(Ⅱ)
を算定している場合には看取り加算

は算定できない。）

イ：○　※10

○
○

※10
―

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に
限る。ただし、看取り介護加算(Ⅱ)
を算定している場合には看取り加算

は算定できない。）

イ：○　※10

○
（養護老人ホー

ム、軽費老人ホー
ムA型、特別養護老
人ホーム、有料老
人ホーム及びサー
ビス付き高齢者向
け住宅の入所者を

除く。）

○
※10

― ―

○ × ×

○ × × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費（医師が行う場合に

限る。）が算定されている場合を除く。）
× × ×

○ × ×

○ × ×

○ × × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費（医師が行う場合に

限る。）が算定されている場合を除く。）
×

○ × × ×

○ × × ×

× ×

○ × × ×

Ｂ００９－２　電子的診療情報評価料 ○ × × ×

Ｂ０１０　診療情報提供料(Ⅱ) ○ × × ×

Ｂ０１０－２　診療情報連携共有料 ○ ○ ○ ×

Ｂ０１４　退院時薬剤情報管理指導料 ― × × ×

Ｂ０１1　診療情報提供料（Ⅲ） ○ × × ×

上記以外 ○ × ×

Ｃ０００　往診料 ○ × ×

Ｃ００１　在宅患者訪問診療料(Ⅰ)
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問診療を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○ × × ×

Ｃ００１－２　在宅患者訪問診療料(Ⅱ) ○ × × ×

Ｃ００２　在宅時医学総合管理料 ― × × ×

Ｂ０１５　精神科退院時共同指導料 ― × × ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

○
（定員110名以下の
養護老人ホーム、
軽費老人ホームA
型、有料老人ホー
ム及びサービス付
き高齢者向け住宅
の入所者並びに特
別養護老人ホーム
の入所者（末期の
悪性腫瘍のものに

限る。）に限
る。）

― ―

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に

限る。）

イ：○　※10

○
○

※10
○ × ○ ― ―

― ○

○
※２

○
※２及び※11

―
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

在宅ターミナルケア加算及び同一建物居住者ター
ミナルケア加算

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の

ターミナルケア加
算を算定していな
い場合に限る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険のターミナ
ルケア加算を算定し
ていない場合に限

る。）

―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。た
だし、看取り介護加算を算定してい
る場合には、在宅ターミナルケア加
算のロ又は同一建物居住者ターミナ

ルケア加算のロを算定する。）
イ：○　※12

在宅移行管理加算

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の特
別管理加算を算定
していない場合に

限る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険の特別管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

―
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

看護・介護職員連携強化加算 ○ ― ―

その他の加算
○

※２
○

※２及び※11
―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

イ：○　※12

○
○

※２
―

○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

特
掲

在
宅
医
療

Ｃ００２－２　施設入居時等医学総合管理料 ○ × × ×

Ｃ００３　在宅がん医療総合診療料 × × ×

Ｃ００４　救急搬送診療料 ○ × × ×

○
※２

（同一月において、介護保険の特別管理加算を算定し
ていない場合に限る。）

× × ×

× × × ×

Ｃ００５　在宅患者訪問看護・指導料
Ｃ００５－１－２　同一建物居住者訪問看護・指導
料
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問指導を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○
※２

× × ×

○
※２

（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
在宅ターミナルケア加算のロ又は同一建物居住者ター

ミナルケア加算のロを算定する。）

× × ×

Ｃ００６　在宅患者訪問リハビリテーション指導管
理料
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問指導を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○
（急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションが必要な患者に限る。）

× × ×

○
※２

× × ×

Ｃ００５－２　在宅患者訪問点滴注射管理指導料
○

※２
× × ×

Ｃ００７　訪問看護指示料 ○ × × ×

Ｃ００７－２　介護職員喀痰吸引等指示料 ○ × × ×

Ｃ００８　在宅患者訪問薬剤管理指導料
（当該患者が居住する建築物に居住する者のうち当
該保険医療機関が当該指導料を算定する者の人数等
により該当する区分を算定）

× × × ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

― ―

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ × ― ―

― ―

―
○

※１

― ○

○ × ○ × ○ ○

○

○
（単純撮影に係

るものを除
く。）

○ × ○ ○

○
○

※３

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○
（第３節に限

る。）
※３

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○

○

○
（第２節に限

る。）
※４

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○
（第２節に限

る。）
※４

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○

○

○
（Ｈ００５視能
訓練及びＨ００
６難病患者リハ
ビリテーション
料に限る。）

×

○
（同一の疾患等について、介護保険
におけるリハビリテーションの利用
開始月の翌月以降は算定不可（ただ
し、別の施設で介護保険におけるリ
ハビリテーションを行う場合には、
利用開始月の３月目以降は算定不

可））

― × ○
○

※１

― × ―

○
（ただし、往診時に行う場合には精
神療法が必要な理由を診療録に記載

すること。）

― × ○

○
（ただし、往診時に行う場合には精
神療法が必要な理由を診療録に記載

すること。）

○
（同一日におい
て、特定診療費
を算定する場合

を除く。）

―

○ × ○ × ○ ○

○
（同一日におい
て、特定診療費
を算定する場合

を除く。）

―

Ｃ００９　在宅患者訪問栄養食事指導料
（当該患者が居住する建築物に居住する者のうち当
該保険医療機関が当該指導料を算定する者の人数等
により該当する区分を算定）

× × × ×

Ｃ０１０　在宅患者連携指導料 × × × ×

Ｃ０１１　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○ × × ×

Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の１ ○ × × ×

Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の２
Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の３
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問診療を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○ × × ×

検査 ○
○

※７

画像診断

Ｃ０１３　在宅患者訪問褥瘡管理指導料 ○ × × ×

第２節第１款に掲げる在宅療養指導管理料 ○ × × ×

○ ○

投薬 ○
○

※３

注射 ○
○

※５

第２節第２款に掲げる在宅療養指導管理材料加算 ○ × × ○

○ × ×

Ｉ００３－２　認知療法・認知行動療法 ○ × ×

リハビリテーション

○
（同一の疾患等について、介護保険におけるリハビリテーションの利用開始月の翌月以降は算
定不可（ただし、別の施設で介護保険におけるリハビリテーションを行う場合には、利用開始

月の３月目以降は算定不可））

×
○

※７

Ｉ００２　通院・在宅精神療法
（１通院精神療法に限る。）

○ × ×

Ｉ００２　通院・在宅精神療法
（２在宅精神療法に限る。）

Ｉ００８　入院生活技能訓練療法 ―
○

（同一日において、特定診療費を算
定する場合を除く。）

○
（同一日において、特定診療費を算

定する場合を除く。）
×

Ｉ００５　入院集団精神療法 ―
○

（同一日において、特定診療費を算
定する場合を除く。）

○
（同一日において、特定診療費を算

定する場合を除く。）
×

Ｉ００７　精神科作業療法 ○ ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（精神科退院指
導料又は地域移
行機能強化病棟
入院料を算定し

たものに限
る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

○

注５ ○ ○ ― ○ ― ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（精神科退院指
導料又は地域移
行機能強化病棟
入院料を算定し

たものに限
る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

○

注６ ○ ○ ― ○ ― ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○ ― ○

○ ○ × ○ × ―

○
※９

○
※９及び※13

― × × × ×

ア：○
（認知症患者を除く。）

イ：○　※13
（認知症患者を除く。）

看護・介護職員連携強化加算 ○ ― × × × × ―

― ― ― ― ―
○

（認知症患者を除く。）

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（認知症である
老人であって日
常生活自立度判
定基準がランク
Ｍのものに限

る。）

― ○

―
○

（精神科在宅患者支援管理料１のハ
を算定する場合を除く。）

○
○

※１

○
○

※６
○ × ○ ○

○ × ○ ○

○ × ○ ○

○ × ○ ○

○ × ○ × ○ ○

○ ○

○ ―

○ ―

○ ○

特
掲

精
神
科
専
門
療
法

Ｉ００８－２　精神科ショート・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

Ｉ０１０　精神科ナイト・ケア
Ｉ０１０－２　精神科デイ・ナイト・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

― ― ×

Ｉ０１１　精神科退院指導料
Ｉ０１１－２　精神科退院前訪問指導料

― ×

― ×

Ｉ００９　精神科デイ・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

― ×

Ｉ０１２－２　精神科訪問看護指示料 ○ ×

Ｉ０１５　重度認知症患者デイ・ケア料

○
（重度認知症患者デイ・ケアを行っ
ている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテー
ション費を算定した場合は算定不

可）

― ― ×

Ｉ０１２　精神科訪問看護・指導料(Ⅰ)及び(Ⅲ)
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問看護を行うか否かにより該当する区
分を算定）（看護・介護職員連携強化加算以外の加
算を含む。）

○
※９

×

× ×

処置 ○
○

※７

手術 ○ ○
○

※７

Ｉ０１６　精神科在宅患者支援管理料 ○ × × ×

上記以外 ○ ○ ○ ×

Ｂ０００－４　歯科疾患管理料
Ｂ００２　歯科特定疾患療養管理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
○ ○ ○

Ｂ００４－１－４　入院栄養食事指導料 ―

特
掲

麻酔 ○ ○
○

※７

放射線治療 ○ ○ ○

病理診断

× × ―

Ｂ００４－９　介護支援等連携指導料 ― × × ―

○ ○

Ｂ００６－３　がん治療連携計画策定料 ○ × × ○
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

― ○

○ ―

○ ―

― ○

○
○

※１

○ ―

○ ―

○ ―

○ ○

○ ○

○ ○

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

○ ○

× ○

× ×

× ×

× ○

×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

○ ―

× ○

× ○

歯
科

Ｂ００６－３－２　がん治療連携指導料 ○ × × ○

Ｂ００７　退院前訪問指導料 ― × × ―

Ｂ００８　薬剤管理指導料 ― × × ―

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ○ × × ×

Ｂ００９　診療情報提供料(Ⅰ)（注２及び注６）
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

○ ○ ○

Ｂ０１１－４　退院時薬剤情報管理指導料 ― × × ―

Ｂ０１４　退院時共同指導料１ ― × × ×

Ｂ０１５　退院時共同指導料２ ― × × ―

Ｃ００１　訪問歯科衛生指導料 × ○ ○ ○

Ｃ００１－３　歯科疾患在宅療養管理料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

○ ○ ○

Ｃ００１－５　在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管
理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
○ ○ ○

Ｃ００３　在宅患者訪問薬剤管理指導料 × × × ×

Ｃ００７　在宅患者連携指導料 × × × ×

Ｃ００８　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○ × × ×

上記以外 ○ ○ ○ ○

×

１３の３　かかりつけ薬剤師包括管理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

× × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

× × ×

１３の２　かかりつけ薬剤師指導料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

× ×

×

１４の２　外来服薬支援料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

× × ×

１５　在宅患者訪問薬剤管理指導料 × ×

×

× ×

調
剤

１５の５　服薬情報等提供料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

× ×

１５の２　在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 ○ × ×

調
剤

１０　薬剤服用歴管理指導料

１５の３　在宅患者緊急時等共同指導料
○

（同一日において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

× ×

×

上記以外 ○ × × ×

１５の４　退院時共同指導料 ― × × ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

○
※２

○
※２

（当該患者による
サービス利用前30日
以内に患家を訪問

し、訪問看護基本療
養費を算定した訪問
看護ステーションの
看護師等が指定訪問
看護を実施した場合
に限り（末期の悪性
腫瘍の以外の患者に
おいては、利用開始
後30日までの間）、
算定することができ

る。）

―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

イ：○
（末期の悪性腫瘍の患者であって、
当該患者によるサービス利用前30日
以内に患家を訪問し、訪問看護基本
療養費を算定した訪問看護ステー

ションの看護師等が指定訪問看護を
実施した場合に限り、算定すること

ができる。）

○
※９

○
※９及び※14

―

ア：○
（認知症患者を除く。）

イ：○　※14
（認知症患者を除く。）

○ ―

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、緊急時訪問看
護加算又は緊急時
介護予防訪問看護
加算を算定してい

ない場合に限
る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
緊急時訪問看護加算
又は緊急時介護予防
訪問看護加算を算定
していない場合に限

る。）

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（同一月おいて、
介護保険の特別管
理加算を算定して
いない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険の特別管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科
訪問看護基本療
養費を算定でき

る者

×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（末期の悪性腫瘍
等の患者である場
合又は退院後行う
初回の訪問看護が
特別訪問看護指示
書に係る指定訪問
看護である場合に

限る。）

○
※17

（末期の悪性腫瘍等
の患者である場合又
は退院後行う初回の
訪問看護が特別訪問
看護指示書に係る指
定訪問看護である場

合に限る。）

― ―

―

０１　訪問看護基本療養費(Ⅰ)及び(Ⅱ)（注加算を含む。）
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から給付され
る訪問看護を行うか否かにより該当する区分を算定）

○
※２

― ― ―

０１－２　精神科訪問看護基本療養費(Ⅰ)及び(Ⅲ)（注加算
を含む。）
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から給付され
る訪問看護を行うか否かにより該当する区分を算定）

○
※９

― ―

０１－３　訪問看護基本療養費(Ⅲ)及び精神科訪問看護基本
療養費(Ⅳ)

―
ア：○
イ：×

ア：○
イ：×

―

０２　訪問看護管理療養費
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
― ― ―

24時間対応体制加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月において、緊急時訪問看護加算又は緊急時介
護予防訪問看護加算を算定していない場合に限る。）

― ― ―

特別管理加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月おいて、介護保険の特別管理加算を算定して
いない場合に限る。）

― ― ―

退院時共同指導加算 ― × ×

ア：○
※２又は精神科訪問看護基本療養費

を算定できる者
イ：×

退院支援指導加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（末期の悪性腫瘍等の患者である場合又は退院後行う
初回の訪問看護が特別訪問看護指示書に係る指定訪問

看護である場合に限る。）

― ― ―
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○ ― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、介護保険によ
る訪問看護を受け
ていない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険による訪問
看護を受けていない

場合に限る。）

― ×

― ―

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、介護保険によ
るターミナルケア
加算を算定してい

ない場合に限
る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険によるター
ミナルケア加算を算
定していない場合に

限る。）

―

ア：○　※16
（ただし、看取り介護加算を算定し
ている場合には、訪問看護ターミナ

ルケア療養費２を算定する）
イ：○　※16及び※17

注）

※１

※２

※３

※４

在宅患者連携指導加算 × ― ― ―

在宅患者緊急時等カンファレンス加算
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
― ― ―

看護・介護職員連携強化加算 × ― ― ―

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者 ― ― ―

社会福祉施設、身体障害者施設等、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに入居又は入所する者に係る診療報酬の算定については、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）に特段の規定がある場合には、当該規定が適用されるものであること。

末期の悪性腫瘍等の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）
　・血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複合体

０３　訪問看護情報提供療養費１

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月において、介護保険による訪問看護を受けて
いない場合に限る。）

― ― ―

０３－２　訪問看護情報提供療養費２ ― ― ― ―

０５　訪問看護ターミナルケア療養費

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
訪問看護ターミナルケア療養費２を算定する）

― ― ―

〇：要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成20年厚生労働省告示第128号）の規定により算定されるべき療養としているもの　×：診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）第６号の規定により算定できないもの　－：診療報酬の算定方法の算定要件を満
たし得ないもの

０３－３　訪問看護情報提供療養費３
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

※５

※６

※７

※８ 死亡日からさかのぼって30日以内の患者については、当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているものに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院若しくは当該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により行われたものに限る。）に限る。

※９

※10

※11

※12

※13

※14

※15

※16

※17

末期の悪性腫瘍の患者、急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定出来る者（認知症でない者に限る。）

末期の悪性腫瘍の患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定出来る者（認知症でない者に限る。）に限る。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間）、算定することができる。

検査、リハビリテーション、処置、手術又は麻酔について、それぞれ、特掲診療料の施設基準（平成20年厚生労働省告示第63号）別表第12の第１号、第２号、第３号、第４号又は第５号に掲げるものを除く。

認知症患者を除く。（ただし、精神科在宅患者支援管理料を算定する患者にあってはこの限りではない。）

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問診療料、在宅時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料又は在宅がん医療総合診療料（以下「在宅患者訪問診療料等」という。）を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合に限り、算定することができる（末
期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。
また、保険医療機関の退院日から当該サービスの利用を開始した患者については、当該サービス利用開始前の在宅患者訪問診療料等の算定にかかわらず、退院日を除き算定できる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算定することができる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。

末期の悪性腫瘍の患者であって、当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算定することができる。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、算定することができる。

次に掲げる費用に限る。
　・外来化学療法加算
　・静脈内注射（保険医が療養病床から転換した介護老人保健施設に赴いて行うもの及び外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・動脈注射（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・抗悪性腫瘍剤局所持続注入（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・肝動脈塞栓を伴う抗悪性腫瘍剤肝動脈内注入（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・点滴注射（保険医が療養病床から転換した介護老人保健施設に赴いて行うもの及び外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・中心静脈注射（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・植込型カテーテルによる中心静脈注射（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）の費用
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）の費用
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）の費用
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬の費用
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）の費用
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）の費用
　・血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複合体の費用

創傷処置（手術日から起算して十四日以内の患者に対するものを除く。）、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル設置、導尿、膣洗浄、眼処置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔、咽頭処置、間接喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザー、超音波ネブライザー、介達牽
引、消炎鎮痛等処置、鼻腔栄養及び長期療養患者褥瘡等処置を除く。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護基本療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、算定することができる。
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

（別紙２）

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

基
本

× ○

Ｂ００１の１　ウイルス疾患指導料 ○

Ｂ００１の２　特定薬剤治療管理料 ○

Ｂ００１の３　悪性腫瘍特異物質治療管理料

Ｂ００１の９　外来栄養食事指導料
○

（栄養マネジメント加算を算定していない場合に限る。）

Ｂ００１の11　集団栄養食事指導料
○

（栄養マネジメント加算を算定していない場合に限る。）

Ｂ００１の12　心臓ペースメーカー指導管理料 ○

○

Ｂ００１の24　外来緩和ケア管理料 ○

Ｂ００１の25　移植後患者指導管理料 ○

Ｂ００１の14　高度難聴指導管理料 ○

Ｂ００１の15　慢性維持透析患者外来医学管理料 ○

Ｂ００１の16　喘息治療管理料 ○

Ｂ００１の22　がん性疼痛緩和指導管理料

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

初・再診料 ○

入院料等 ×
○

（Ａ４００の１短期滞在手術等基本料１に限る。）

Ｂ００１の６　てんかん指導料 ○

Ｂ００１の７　難病外来指導管理料 ○

Ｂ００１の８　皮膚科特定疾患指導管理料 ○

Ｂ００１の20　糖尿病合併症管理料 × ○

○

Ｂ００１の23　がん患者指導管理料 ○
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○ × ○

× ○ × ○

× ○ × ○

注１
注６
注８加算
注10加算 （認知症専門医療機関紹介加算）
注11加算（認知症専門医療機関連携加算）
注12加算（精神科医連携加算）
注13加算（肝炎インターフェロン治療連携加算）
注14加算（歯科医療機関連携加算１）
注15加算（歯科医療機関連携加算２）
注18加算（検査･画像情報提供加算）

特
掲

医
学
管
理
等

Ｂ００９　診療情報提供料（Ⅰ）

○

Ｂ００５－６－３　がん治療連携管理料 ○

Ｂ００５－７　認知症専門診断管理料 ○

Ｂ００５－８　肝炎インターフェロン治療計画料 ○

Ｂ００１－７　リンパ浮腫指導管理料（注２の場合に限
る。）

○

Ｂ００５－６　がん治療連携計画策定料 ○

Ｂ００５－６－２　がん治療連携指導料 ○

Ｂ００１－２－８　外来放射線照射診療料 ○

Ｂ００１－３　生活習慣病管理料
○

（注３に規定する加算に限る。）

Ｂ００１－３－２　ニコチン依存症管理料 × ○

Ｂ００１－２－４　地域連携夜間・休日診療料

Ｂ００１－２－５　院内トリアージ実施料

Ｂ００１－２－６　夜間休日救急搬送医学管理料

Ｂ００１の26　植込型輸液ポンプ持続注入療法指導管理料 ○

Ｂ００１の27　糖尿病透析予防指導管理料 × ○
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併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○ × ○

× ○ × ○

× ○

× ○ × ○

×
○

（同一日において、特別診療
費を算定する場合を除く。）

× ○

Ｉ００６　通院集団精神療法 ×

○
（専門的な診療に特有な薬剤に係るものに限る。）

注射
○

※２
○

（専門的な診療に特有な薬剤に係るものに限る。）

リハビリテーション
○

（Ｈ００５視能訓練及びＨ００６難病患者リハビリテ－ション料に限る。）

×

特
掲

検査 × ○

画像診断
○

（単純撮影に係るものを除く。）
○

投薬
○

※１

精
神
科
専
門

Ｉ０００　精神科電気痙攣療法 × ○

Ｉ００２　通院・在宅精神療法 × ○

Ｉ００３－２　認知療法・認知行動療法

Ｂ０１２　傷病手当金意見書交付料 ○

上記以外 ×

特
掲

在
宅
医
療

Ｃ０００　往診料

第２節第２款に掲げる在宅療養指導管理材料加算 ○

上記以外

Ｂ００９－２　電子的診療情報評価料

Ｂ０１０－２　診療情報連携共有料

Ｂ０１１－３　薬剤情報提供料 ×

Ｂ０１１　診療情報提供料（Ⅲ） ○

Ｉ０００－２　経頭蓋磁気刺激療法 × ○
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併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○

× ○

× ○

× ○

調
剤

退院時共同指導加算

訪問看護療養費 ×

○
※４又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

×

Ｃ００８　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ×

上記以外 ○

別表第三 ×

歯
科

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ×

Ｂ０１４　退院時共同指導料１ ×

Ｃ００３　在宅患者訪問薬剤管理指導料 ×

Ｃ００７　在宅患者連携指導料

処置
○

※３
○

手術 ○

特
掲

麻酔 ○

放射線治療 ○

病理診断 ○

Ｉ００９　精神科デイ・ケア（注６の場合を除く。） ×

Ｉ０１５　重度認知症患者デイ・ケア料 ×

上記以外 ×

Ｉ００７　精神科作業療法 ×

Ｉ００８－２　精神科ショート・ケア（注５の場合を除
く。）

×

門
療
法
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

※１

※２

※３

※４ 末期の悪性腫瘍等の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）
　・血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複合体創傷処置（手術日から起算して十四日以内の患者に対するものを除く。）、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル設置、導尿、膣
洗浄、眼処置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔、咽頭処置、間接喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザー、超音波ネブライザー、介達牽引、消炎鎮痛等処置、鼻腔栄養及び長期療養患
者褥瘡等処置を除く。
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